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研究要旨 

【目的】令和 2 年度より「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」（以下、本事業）が開始され、

6 年度には全国ほぼすべての自治体にて本事業が実施されるようになった。保健事業の質と量をさ

らに高め、健康寿命の延伸や医療費や介護給付費などの社会保障費の増加抑制につなげることが求

められている。本事業の評価方法の検討および効果検証に取り組み、自治体における一体的実施の

推進に寄与することを目的とする。 

【方法】①「一体的実施・実践支援ツール」の再構築、解説書の作成と研修会、動画配信による普及、

② 実施計画書及び実績報告書よりストラクチャー、プロセス評価の実施、③ KDB データ（後期高齢

者質問票、健診、医療、介護）を活用した分析(対象者抽出、優先順位の考え方の根拠の明確化)、 

④保健事業スコア別のマクロ的評価、傾向スコアマッチング等による介入効果の検証を実施した。 

【結果】①ツールの再構築に合わせて解説書作成ならびに研修を実施、社会実装が進んだ。② 実績

報告書等のストラクチャー、プロセス評価のための評価指標を作成、2 広域連合令和 4 年度実施分全

市町村についてスコア化した。これにより経年的な事業の進捗を確認、PDCA サイクルを回すうえで

の課題や高スコア自治体における取組の工夫を把握することができた。③ 2 広域の KDB データをも

とにデータベース(JIHPOP: Japanese Integrated Healthcare Program for Older People)を構築し

た。質問票の悪い回答や保健事業該当率の変化において、令和 2 年度と比較して 4 年度は主観的健

康観、こころの健康、運動習慣、社会参加等の項目において良好な結果が得られた。保健事業スコア

が高い自治体の方が良好な傾向がみられた。④JIHPOP データベースを用いた分析にて質問票の悪い

回答が多いほど、また基準の該当者において要介護新規認定率が高いことが確認できた。低栄養で

は傾向スコアマッチングを用いて予防事業の効果を検討、参加群では比較的軽い段階で介護保険サ

ービスにつながる傾向があるが、入院歴のある者では要介護 2 以上の介護認定が有意に低かった。

口腔に対する支援実施率が高い市町村では、口腔の基準該当者の割合低下が観察された。重症化予

防では HbA1c が高い人やフレイル合併がある人では後年の要介護新規認定が有意に高かった。健康

状態不明者では後年の要介護新規発症率が有意に高いこと、健診受診率が高い自治体では健康状態

不明者の割合が少ないことが分かった。 

【結論】2 広域連合の大規模データベースにより、一体的実施抽出基準該当者の状況、その要因や推

移、要介護、医療費等への関連を検討した。本事業のさらなる効果的・効率的な実施方法を検討する

ことが重要であると考えられた。 
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AA．．研研究究目目的的  

わが国では超高齢社会の進行に伴い、高齢期の

健康保持・フレイル対策の重要性が増している。

令和 2 年度より後期高齢者医療広域連合（以下、

広域連合）と市町村が主体となる「高齢者の保健

事業と介護予防の一体的実施」（以下、一体的実

施）が開始され、令和６年度にはほぼ全国の自治

体にて本事業が実施されるようになった。これか

らは保健事業の質と量をさらに高め、健康寿命の

延伸に寄与するとともに、医療費や介護給付費な

どの社会保障費の増加抑制につながることが期

待されている。 

本研究班では、3 年間かけて高齢者の保健事業

と介護予防の一体的実施（以下、本事業）の事業

評価及び効果検証に取り組み、より効果的な保健

事業を効率的に実施できるよう、社会実装を視野

に入れた研究を進めている。 

具体的には流れ図（図１）にあるとおり、 

① 国保データベース（KDB）データを活用し、

本事業のプロセスに沿った活用を目指して構築

した「一体的実施・実践支援ツール」（以下、ツ

ール）を広域連合や市町村で検証・課題整理の上、

再構築に向けた提案を行う。また、自治体で適切

に活用できるような解説書の作成や研修を行う。 

② 広域連合から提出された各市町村の事業計画

書ならびに実績報告書の分析を行い、取組の可視

化を図る。報告書から読み取れる情報をもとに、

ストラクチャー、プロセス評価のためのチェック

リストを作成しスコア化する。その活用法につい

ても検討する。 

③  2 広域連合の後期高齢者の KDB データ（後期

高齢者の質問票、健診、医療、介護）を 3 年間分

を収集し、研究用データベースを構築する。抽出

基準に基づいた高齢者の健康状態とその変化、 

②のスコアを用いた保健事業の影響について検

討する。KDB データを活用したアウトプット、ア

ウトカム評価の標準的な方法を提案する。 

④ 高齢者の保健事業の効果的な実施に資するエ

ビデンスを確立する。令和６年に改訂された「高

齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第

3 版」に基づく、低栄養、口腔、服薬（多剤、睡

眠薬）、身体的フレイル、重症化予防、健康状態

不明者の抽出基準の妥当性について、2 年後の要

介護認定率や医療費等をアウトカムとした分析

を行う。また介入による行動変容、受療行動、抽

出基準該当の有無、要介護新規認定などへの影響

を分析する。 

以上の目的を達成するため、本研究班は厚生労

働省の「高齢者の保健事業のあり方検討ワーキン

ググループ」、「高齢者の特性を踏まえた保健事業

ガイドライン（第 3 版）策定に係る有識者会議」

ならびに「高齢者保健事業の実施計画（データヘ

ルス計画）に係る有識者会議」、国民健康保険中

央会（以下「国保中央会」）の「高齢者の保健事

業ワーキンググループ」と連携を取りながら研究

を進めていく。その過程で、政策への助言、研究

の進捗や結果の研修等での活用など、社会実装を

同時に進めていくこととなっている。 

得られた知見について、「高齢者の保健事業の

あり方検討ワーキンググループ」や関係学会で報

告するとともに、厚生労働省・国保中央会が主催

する支援者向け（広域連合、国民健康保険団体連

合会、都道府県、地方厚生局等）、市町村向けの

研修等で紹介し、取組の質と量を増やすよう支援

を行った。
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図図１１．．研研究究全全体体のの流流れれ図図  

  

  

BB．．研研究究方方法法  

研究目的を達成するため、研究班員、厚生労働

省担当者、国保中央会担当者等をメンバーとする

班会議を 6回行い、研究の進捗を図った。 

研究計画の全体像を図１に示した。令和 6 年度

は以下の研究をおこなった。 

①①  KKDDBB 二二次次活活用用ツツーールル（（一一体体的的実実施施・・実実践践支支援援ツツ

ーールル））のの検検証証・・再再構構築築  

令和６年度は令和 5 年度の検証結果をもとに国

保中央会が再構築したツールを公表するのにあわ

せて、解説書を作成、公表した。ツールの使用状

況や課題などについては国の一体的実施・実施状

況調査（令和 6 年 11 月）で確認した。 

 

②②市市町町村村のの実実施施計計画画書書及及びび実実績績報報告告書書情情報報等等をを  

用用いいたた効効果果検検証証  

一体的実施にあたって広域連合が国に提出した

実施計画書及び実績報告書について、ストラクチ

ャー、プロセス評価のための指標化をおこなった。

令和 2 年度～4 年度分の実績報告書は項目建ては

あるものの自由記載欄が多いため、読み込みなが

らスコア化する作業を要した。実施体制、ハイリ

スクアプローチ、ポピュレーションアプローチの

それぞれについて、以下の観点で評価した（表１）。 

実実施施体体制制：市町村庁内連携、地域連携、健康課題

分析、取組圏域数の割合 

ハハイイリリススククアアププロローーチチ：取組事業種別、対象者選

定基準、個別事業実施体制、実施圏域数・対象者

数・介入した人数、介入後のフォロー、事業評価

等 

ポポピピュュレレーーシショョンンアアププロローーチチ：通いの場との調整、

専門職による介入、複合的なプログラムの実施、

参加勧奨、フォローや他の事業への紹介、実施圏

域数・通いの場の数 

評価基準は、０：記載なし、１：記載はあるが

具体的な内容が示されていない、２：事業に必要

な具体的な事項が記載されている、３（加点要素）：

他の模範となるレベル、と大まかな区分とした。 
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表表１１..実実績績報報告告書書のの評評価価基基準準  

  

この指標に基づき、2 広域 87 市町村の保健事業

実施状況についてスコア化し、以下の分析に供し

た。 

ⅰ) 3 年間実施自治体における各指標の変化、 

広域連合別の比較 

ⅱ) 2広域連合 87市町村をスコア別に3グループ 

に分け、質問票の回答状況を比較し

た。 

 

③③  研研究究用用デデーータタベベーーススのの構構築築  

２広域連合・６モデル市の協力により

提供された KDB データ（後期高齢者質問

票、健診、医療、介護）を活用し、アウト

カム、アウトプット評価を実施するため

の 研 究 用 デ ー タ ベ ー ス （（ JJIIHHPPOOPP::  

JJaappaanneessee  IInntteeggrraatteedd  HHeeaalltthhccaarree  

PPrrooggrraamm  ffoorr  OOllddeerr  PPeeooppllee））を構築した

（図２）。3 年間の連結可能なデータは約

180 万人分であった（みずほリサーチ＆テ

クノロジーに委託して構築）。 

ⅰⅰ））分分析析でで使使用用すするる匿匿名名化化デデーータタ  

❶被保険者全体データ 

＝KDB 情報（後期高齢者質問票・健 

診・医療・介護＋被保険者マスタ）

×3 カ年分（令和２～４年度分） 

❷一体的実施･実践支援ツールより出 

力される 10 種の対象者リスト×3 

カ年分（令和２～４年度分） 

❸令和 2～4年度の実施計画書・実績 

報告書をスコア化したデータ２広 

域連合分 

❹保健事業介入データ（介入対象者フ 

ラグ付き）モデル 6 市より提供 

  

ⅱⅱ））JJIIHHPPOOPP をを活活用用ししたた基基礎礎集集計計  

対象者全体の健康状態等を概観する 

目的で、基礎集計を行った（3 年間分）。 

・性・年齢階級別の質問票の該当率 

・抽出条件別の該当率 

・該当者のプロフィール（傷病、質問 

票の状況、要支援・要介護者の割合）

医療費、介護給付費の水準 

・各年度の抽出条件該当者の推移 

・令和 2 年度該当者の後年度の状況 

 ・保健事業スコア（②）で 3 グループ

化し、抽出基準該当率や質問票回答

の変化の分析 
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図図２２

 
 

④④高高齢齢者者のの保保健健事事業業のの効効果果的的なな実実施施にに資資すするる

エエビビデデンンススのの確確立立  

  

ⅰⅰ））低低栄栄養養（（分分担担研研究究者者：：田田中中和和美美））  

低栄養を対象とした保健事業参加による質問

票回答や要介護認定への影響 

a. 令和2～4年度の3年間継続して質問票を全

項目回答した者（8,921人）を対象。事業参加

群と非参加群に対して1：3の傾向スコアマッ

チングを行い、500人を解析対象とした。基本

属性と後期高齢者の質問票の回答内容等に

ついてχ²検定を行った。 

b. 低栄養保健事業基準該当者29,458人を対象と

し、事業参加群と非参加群に対して1：3の傾向

スコアマッチングを行い、984人を解析対象と

した。要介護認定は生存分析にて解析、2年間

の入院費、外来費、調剤費、医療費合計、介護

給付費、医療費＋介護給付費については一般化

線型モデルにて解析した。 

 

ⅱⅱ））口口腔腔（（分分担担研研究究者者：：渡渡邊邊  裕裕））  

a. JIHPOPデータを用いて、口腔に関する支援

対象判定を従属変数、年齢、性別、チャール

ソン併存疾患指数、喫煙、認知機能低下、ソ

ーシャルサポート、低栄養、身体的フレイル

リスクを独立変数として、多変量修正ポアソ

ン回帰分析を行った。 

ｂ. 後期高齢者歯科健診に参加した地域在住高齢

者の健診データと医療データを突合し、口腔の

状態と医療費、栄養指標との関連を検討した。 

ｃ. 口腔に関する一体的実施に関する事業に

参加した地域在住高齢者から採取した唾液

の細菌叢解析を行った。 

 

ⅲⅲ））服服薬薬（（分分担担研研究究者者：：平平田田  匠匠））  

a. 多剤事業対象者の分析：服薬（多剤）事業対

象者において、他のハイリスクアプローチ事

業対象の割合を算出した。また、他のハイリ

スクアプローチ対象者における服薬（多剤）

事業対象の割合を算出した。 

ｂ. 服薬（睡眠薬）事業対象者の分析：服薬（睡

眠薬）事業対象者における他のハイリスクア

プローチ事業対象の割合を算出した。 

ｃ. 後期高齢者健診受診者における睡眠薬処

方と直近1年間の転倒の有無との関連：睡眠

薬処方者と睡眠薬非処方者で直近1年の転倒

発生割合が異なるかをカイ二乗検定により

検討した。 

 

ⅳ）身体的フレイル（分担研究者：飯島勝矢） 

a. 質問票の妥当性の検証（JIHPOPのおけるフ

レイル傾向と介護給付費との関連） 

対象は令和2～4年度のJIHPOPデータのうち、
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質問票未回答者および後期高齢者資格喪失者、

健診受診時点で要介護認定者を除いた

629,455名。アウトカムは介護給付費、医療費

とした。フレイル状態は15問中2～3点をプレ

フレイル、4～6点をフレイル、7点以上を重度

フレイル群とした。年齢、性別、body mass 

index、チャールソン併存疾患指数を調整変数

とし、一般化線形混合モデルを用いて推定平

均費用、調整コスト比を算出した。 

b. 質問票の妥当性の検証 

KDB活用支援ツールから抽出された身体的フ

レイルと低栄養・口腔機能低下およびこれら

の併存状況を介護認定、医療費・介護費との関

連を検討した。さらに、身体的フレイルと慢性

疾患重症化予防対象の併存や、身体的フレイ

ルとフレイルの社会的側面との関連も同様に

検討した。 

c. 自治体の一体的実施報告書の総得点とフレ

イル傾向、「KDB活用支援ツール」による事業

対象者割合との関連:令和2年度から4年度の3

年間の実施報告書に基づき、一体的実施の総

得点を算出し、未実施自治体と３年間の総点

数を三分位による３群の計４群で比較した。

関連性の検討には、一般化推定方程式（反復測

定）を用い、年齢、性別、Body mass index、

チャールソン併存疾患指数、測定回数で調整

したオッズ比と95%信頼区間を算出した。 

 

ⅴ）重症化予防（分担研究者：樺山 舞） 

JIHPOP データにて令和 2～4 年度の間、追跡

可能であった 1,975,384 人から、2 年度に要介

護認定がなく、健診データがあり、後年の要介

護度の判定が可能およびHbA1cデータがあった、

390,607 人を分析して、後年の要介護認定発生

率に及ぼす HbA1c、フレイル等の影響を検討し

た。 

  

ⅵ）健康状態不明者（分担研究者：樺山 舞） 

JIHPOP データにて令和 2～4 年度で追跡可能

であった 1,975,384 人から、2 年度に要介護認

定がなく、後年の要介護度の判定が可能であっ

た 1,343,501 人を分析した。 

 

ⅶ）健診受診（分担研究者：斎藤 民） 

JIHPOP を用いて追跡可能な 2,227,184 人の

うち、資格喪失者 251,800 人および 3 年間連続

で医療機関を受診していない136,993人を除外

した 1,838,391 人を対象とした。 

目的変数として総医療費（外来、入院、調剤

費など）、説明変数として各年度の健診受診状

況とし、固定効果回帰モデルを用いて、健康診

査の受診と医療費の個人内関連を分析し、観察

可能な時間変動交絡因子を統制した。遅延効果

を評価するために、時間遅れ分析も実施した。 

 

（倫理面への配慮） 

 研究全体の計画、匿名化データの取得、研究

用データベース構築等について、女子栄養大学

研究倫理審査委員会の承認を得た（承認番号

429）。JIHPOP以外のデータを用いた分担研究者

の個別研究においては、各機関において倫理審

査委員会の承認を得て実施した。 

 

研研究究班班会会議議開開催催状状況況  

第第 11 回回：：令令和和 66 年年４４月月 2222 日日  

国の動向・昨年度の振り返りと今年度計画 

研修会等横展開事業のスケジュールと内容 

①「一体的実施・実践支援ツール」再構築版と

解説書の最終確認 

② 実施計画・報告書データを用いた効果検証

（ストラクチャー・プロセス評価）、チェックリ

スト（評価指標）作成について（⇒集中審議を

行う） 

③ 研究班用データセット作成、基礎集計の方

針とスケジュールの確認 

④ 各分野の分析の進捗状況と意見交換 

 

第第 22 回回：：令令和和 66 年年 55 月月 1177 日日  

② 実績報告書に基づくストラクチャー評価・

プロセス評価の項目・評価基準・チェックリス

ト作成、3 自治体の判定作業の実施 

判定作業の進め方； 7 市町村について試行実

施、妥当性を確認の上、全自治体の報告書の評

価を行い、スコア化する 

③ 基礎集計実施方針についての意見交換 

  

	 	 6	 	



第第３３回回：：令令和和 66 年年 77 月月 88 日日  

・行政レビューと研究の方向性の再確認  

・データヘルス計画における標準化、共通評価

指標と研究班の役割 

・横展開事業：一体的実施研修会（主に市町村

対象）について 

②実績報告書のスコア化 

実績報告書から見た市町村の実施状況 

スコアの確認と実態との乖離の有無の確認 

抽出基準の多様性とカバー率算出について 

③データセット構築と基礎集計の状況 

 

第第４４回回：：令令和和 66 年年 99 月月 2255 日日  

④ 各分野の分析結果の発表と意見交換 

・データベース名の決定（JIHPOP: Japanese 

Integrated Healthcare Program for Older 

People） 

・分担研究の発表と意見交換 

・共通に取り組むべき課題、方向性 

・３年間の質問票集計値（マクロ評価）と実績

報告書から見た保健事業の関連 

 

第第 55 回回：：令令和和 66 年年 1122 月月 1177 日日  

・データヘルス計画、インセンティブ評価 

・厚生労働省実施状況調査の速報と解釈 

・基礎集計 

・分担研究の進捗と意見交換 

   要介護認定、医療費に及ぼす影響 

・重複対象者についての分析 

・解析結果を踏まえた本事業の進め方 

・次年度研究の方向性 

    

第第 66 回回：：令令和和７７年年２２月月 2288 日日  

・厚労科研ヒアリングへの対応 

・各分担研究の動向 

・データセット作成作業を振り返って 

・次年度に向けての課題と方向性の確認 

  

  

  

CC．．結結果果  

①①一一体体的的実実施施・・実実践践支支援援ツツーールルのの検検証証・・再再構構築築  

昨年度の本研究班における調査ならびに国

保中央会による国民健康保険団体連合会等へ

のヒアリング結果を踏まえ、ツールの再構築が

進められた。研究班では、令和６年４月のツー

ルのリリースに合わせ、解説書「「高高齢齢者者のの特特性性

をを踏踏ままええたた保保健健事事業業ガガイイドドラライインン第第３３版版をを踏踏

ままええたた一一体体的的実実施施・・実実践践支支援援ツツーールルのの保保健健事事業業

へへのの活活用用」」を作成した（参考資料）。 

ツールの機能と扱い方、保健事業の各段階に

おける活用の仕方、データの定義と留意点、出

力時点（抽出年度データか最新年度データか）

など、実務に必要な情報をまとめた。またデー

タヘルス計画や事業評価の方法などについて

も解説した（図４）。 

この内容に基づいて、厚生労働省・国保中央

会が主催する研修会（市町村向け令和 6 年７ 

月～動画配信（YouTube、令和 7 年 3 月 9 日現

在 6,169 回再生）、支援者向けオンライン研修

11 月 8 日（486 人参加）、令和 6 年 10 月～動画

配信（YouTube、令和 7 年 3 月 9 日現在 1,301 回

再生））にて普及した。 

 「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実

施に係る実施状況調査」（厚生労働省令和6年11

月実施）によると、調査時点で広域連合では57.4 ％

（27／47）、市町村では64.3 ％（1,094 ／1,702）

が活用もしくは活用予定としており、特に市町村

では事業計画、実施の各段階で広く使用されて

いた（図３－１，２）。  

 

図３－１ 広域連合におけるツール活用  

図３－２ 市町村におけるツール活用  
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②②市市町町村村のの実実施施計計画画書書及及びび実実績績報報告告書書情情報報等等

をを用用いいたた効効果果検検証証  

方法（表 1）の評価基準に基づき、実績報告

書を読み解き、スコア化した。 

ⅰ）実施体制 

2 広域連合において令和 4 年度に本事業を実

施していた 54 市町村について、本事業を開始

した年度別にスコアを比較した。令和 2 年度開

始（3 年間実施：15 市町村）、3 年度開始（2 年

間実施：25 市町村）、4年度開始（初回実施：14

市町村）のグループに分けて、スコアの平均値

を比較した。 

図図５５．．実実施施体体制制ののススココアア  

図５に示したように、令和 2 年度に開始した

自治体では庁内連携、地域連携、健康課題分析

とも高いスコアとなっていた。令和 2 年度開始

に向けた事前準備ができていたこと、毎年度の

振り返りをおこない、課題解決に向けた取組を

実施している例が多かった。報告書から見たポ

イントは以下の通りであった。 

〔庁内連携、地域連携〕 

・定期的な会議設定と随時の担当者会議を組み

合わせ、情報共有や役割分担をしていた。 

・会議体での情報共有だけでなく、事業計画 

実施、評価までを共同して実施するなどの連

携体制を構築しているところでは、翌年度の

計画の向上がみられた。 

〔健康課題分析〕 

・既存データの紹介となっていただけで、分析

結果と事業計画との関係性が見えないとこ

ろが少なからずあった。 

・前年度の状況も踏まえた分析や、後期高齢者

の特性をKDBにて分析している自治体では事

業改善につながりやすい傾向があった。 

・前年度の個別事業の評価結果を踏まえて、次

年度の事業計画全体を検討している自治体

では、複合的な事業の実施やハイリスクアプ

ローチとポピュレーションアプローチの連

動を意識した計画となっていた。 

・高齢者に関わる 5 課の計画・事業を一つのシ

ートで整理、事業に合わせて大学や警察等と

も連携した自治体があった。 

 

ⅱ）ポピュレーションアプローチ 

図図６６．．ポポピピュュレレーーシショョンンアアププロローーチチののススココアア  

同様に、ポピュレーションアプローチのスコ

アを図６に示した。通いの場との調整や栄養・

口腔・運動といったプログラムについては充実

した記載があった。一方、通いの場において質

問票等で発見されたハイリスク者への対応や

健診等から拾い上げて通いの場につなげるな

どの動きは一部の市町村で実施されているの

みであった。 

〔通いの場との調整〕 

介護予防・地域支援事業担当者との連携や地

域包括支援センターが同行して通いの場運営

者への説明をしたり、事業計画立案や実施の支

援を行っているところでは、参加する通いの場

が多くなり、参加人数も多かった。 

〔専門職による介入〕 

専門職による介入は広く行われていたが、研

究班で作成した評価基準では「専門職だけでな

く、住民ボランティアの育成ができている」を

２点としたが、2 点取れたところはわずかであ

った。単発的な保健指導だけでなく、継続的に

自主組織の中で運営できることについては、一

部の自治体での実施にとどまっていた。 

〔栄養・口腔・運動〕 

「高齢者の特性に合わせ、複合的なプログラ

ムが提供されている」という記載が多く、多様

な専門職の関わりが示唆された。 
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その他の参考となる例としては、 

・ハイリスクアプローチから通いの場へ、通い

の場からハイリスクアプローチへの流れを

意識している自治体が一部にみられた。 

・既存の通いの場は比較的元気な高齢者が多い

ため、それ以外へのアプローチも必要との記

載が散見された。 

・質問票の状況を確認して誘導する、低体力者

などが集まりやすい場を設定する、等の取組

の必要性を記載していた自治体があった。 

 

ⅲ）ハイリスクアプローチ 

図図７７．．令令和和４４年年度度個個別別事事業業のの状状況況  

（2広域連合 54 市町村） 

 
令和４年度に一体的実施に取り組んだ 54 市

町村では、健康状態不明者対策、糖尿病等の重

症化予防、低栄養の実施率が高かった。はじめ

て実施する自治体が取りかかりやすいのが健

康状態不明者や重症化予防であることも分か

った。継続的に実施する中で他のプログラム

の実施体制が整い、多様なプログラムの展開

となっている例もあった。 

今回は、比較的実施件数が多い、低栄養、重

症化予防、健康状態不明者についてスコア分布

と記載事項からのポイントをまとめた。 

 

〔低栄養〕（図 8-1 スコア分布） 

 

・低栄養については、BMI と体重減少の組み合

わせで抽出するケースが多かったが、一部、

体重減少を確認していない自治体やアルブ

ミンを指標にしている自治体があった。アル

ブミンは低栄養よりも慢性炎症、肝疾患、腎

疾患等のマーカーであること、低栄養のもっ

ともよいマーカーは「体重減少」であること

の周知が必要である。 

• 食の多様性や個人の生活状況など、詳細な情

報を評価している自治体があった。 

• 低栄養の状況にあわせて、複数のプログラム

（集団、個別）を実施する自治体があった。 

 

〔口腔〕 

・口腔はポピュレーションアプローチとして通

いの場での健康教育の実施は比較的あった

が、質問票とレセプトから対象者を抽出した

取り組みはほとんどなかった。 

・個別の相談まではできていない状況もあるた

め、歯科健診や個別的な口腔ケアにつなげる

ことも必要である。 

 

〔服薬〕 

・単独の市町村での実施はほとんどなく、薬剤

師が関与しての取組は、今回の調査対象には

見当たらなかった。慢性疾患を有する者（＋

フレイル）では多剤になりやすい傾向がある

ため、薬剤のチェックが必要である。 

 

〔身体的フレイル〕 

・通いの場、地域支援事業として介護部門で実

施されることが多く、一体的実施との連携が

まだ進んでいない状況と推察された。 

・質問票を活用して対象者を抽出することで、

これまでにない対象者と出会えたとする報

告があるものの、質問票を活用しての対象者

への参加勧奨を実施している自治体は少な

かった。 

 

〔重症化予防〕（図 8-2 スコア分布） 

 

・重症化予防については、令和４年度時点では
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国保基準をそのまま使っている自治体が半

数以上を占めた。高齢者のガイドライン（第

3 版）ならびにツールを活用して適切な基準

での運用がのぞまれる。 

• 要介護状態を防ぐには「慢性疾患＋フレイル」

の合併に留意すべきであり、健診結果と質問

票を合わせた抽出（ツールの活用）が    

不可欠であるが、質問票の活用が進んでいな

い状況がみられた。 

• 事業評価として、体重減少を指標とした自治

体もあった。高齢者に適した評価指標の設定

が必要である。   

 

〔健康状態不明者〕（図 8-3 スコア分布） 

 
 

・健康状態不明者については、本事業で初めて

抽出可能な対象者であり、多くの自治体が取

り組んだ。 

・健康状態不明者の中には、「健康かつ医療機関

受診の習慣がない者」と、不健康だが医療機

関に行かない者」が混在するため、まずは「健

康伺い」を送付し、その返答により対応を決

める自治体が多くみられた。 

・地域包括支援センターや民生委員とも連携し

た取り組みが進んだ。 

・問題があるケースに対する対応として、家庭

訪問の際に警察と連携した自治体があった。 

・健康状態不明者についての場合分けを行い、

対応表を作成した自治体があった。 

 

③③  研研究究用用デデーータタベベーースス（（JJIIHHPPOOPP））のの構構築築とと基基礎礎

集集計計  

2 つの広域連合の後期高齢者医療保険加入の

75 歳以上の者、2 年度 1,737,068 人、R3 年度

1,793,025 人、R4 年度の 1,882,869 人のデータ

を登録した。令和 4 年度の内訳は、75～84 歳

1,273,638 人（男性 572,665 人（45.0％）、女性

700,973 人（55.0％））、85 歳以上 609,231 人（男

性 214,621 人（35.2％）、女性 394,610 人

（64.8 ％））であった。 

 

健健診診受受診診者者、、質質問問票票有有のの者者のの人人数数・・割割合合  

 KDB に健診データの登録があった者は令和 2

年度  523,555 人（登録率 30.1％）、3 年度 
575,558人（32.1％）、4年度 626,987人(33.3%)、

質問票回答の登録があった者は2年度 482,078

人（健診受診者のうち 92.1％）、3 年度 531,389

人（92.3％）、4 年度 584,352 人(93.2%)であっ

た。健診データの登録率、質問票実施率には自

治体間で差がみられたが、年々登録率が高まる

傾向にあった。 

 
 被保険者に対する質問票結果の登録率は 85

歳以上の方が 75～84 歳より低いが、男女差は

ほぼなく、令和２年度から４年度にかけて年次

とともに高くなった。 

 

性性・・年年齢齢区区分分別別のの質質問問票票回回答答のの年年次次推推移移  

  各質問票回答者のうち、「悪い方」回答の年次

推移について、性別・年齢区分別（75～84 歳、

85 歳以上）に集計した(図 10)。 

年代別に比較すると 85 歳以上でそれ未満と

比較して悪い回答が多い傾向が共通してみら

れた。「相談できる相手がいる」については、女

性に比べて各年代とも男性の方が悪い回答で

あった。 

年次推移では、健康状態、心の健康状態、口

腔機能、体重減少、転倒、週 1 回以上の運動、

もの忘れ、日付が分からない、週 1 回以上の外

出、家族・友人との付き合いがない、相談でき

る相手がいない、などの項目において、令和 2

年度から 4 年度にかけて減少する傾向がみら

れた。③食生活（1 日 3 食きちんと食べる）は

「いいえ」が増加、⑦歩く速度が遅くなった、

図図 99  質質問問票票登登録録率率  
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⑫現在喫煙している、はほぼ不変であった。 

 

 

市市町町村村のの取取組組状状況況とと質質問問票票回回答答のの変変化化  

2 広域の 87 市町村を３グループ（4年度

未実施 33 件、20 点未満 28 件、20 点以上

26 件）に分け保健事業の実施状況（スコ

ア）とランクの変化を確認した。3年間追

跡可能な対象者のうち、令和 2 年度に保健 

事業非該当であった者が令和 4 年度に該当

している割合を見ると、口腔、身体的フレ

イルは未実施自治体での移行率が高い傾向

がみられた（図 11）。 

 

図図 1100  質質問問票票のの悪悪いい回回答答のの推推移移  
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抽抽出出条条件件別別（（1100 種種））のの該該当当率率  

  

 

  下記の 10 種のハイリスク者抽出基準のうち、

低栄養、口腔、服薬（睡眠・転倒）、身体的フレ

イル、重症化予防（糖尿病等・フレイル合併）

については、質問票項目から抽出しているため、

分母を「質問票あり者」として、該当率を算出

した。重症化予防（受診勧奨、腎機能低下）は

健診データとレセプト情報にて判定可能なので

健診受診者を分母とした該当率、服薬（多剤）、

重症化予防（治療中断者）、健康状態不明者は健

診情報を用いないので加入者全体を分母とした

該当率を示した。 

  健診もしくは質問票を有する者を分母とした

場合の該当割合の変化を見ると、「腎機能が低下

かつ医療機関受診なし」は、該当率は低くこの

３年間で着実に減少していることが分かった。

低栄養、口腔、フレイル等の割合も各区分にお

いて減少傾向を示していた。 

   

 

（参考） 

 

 

図図 1111  自自治治体体のの保保健健事事業業ススココアア分分類類とと各各事事業業該該当当のの悪悪化化割割合合  

低栄養      口腔       多剤    睡眠薬  身体的フレイル受診勧奨    服薬停止 慢性疾患＋フレイル CKD 未受診 重症化（計） 健康状態不明 
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図図 1122  抽抽出出条条件件別別のの該該当当率率  
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一方、糖尿病等の受診中断の可能性がある者

や受診勧奨対象者の割合は年次とともに増加す

る傾向を見せた。 

 そこで、市区町村別の基準該当割合に及ぼ

す健診受診率の影響を考慮するため、健診受

診率を横軸に、低栄養、重症化予防、健康状態

不明者の該当者割合を縦軸にした相関図を作

成した（図 13）。健診受診者数を分母とした低

栄養は健診受診率の影響をあまり受けないが、

重症化予防該当者は健診受診率が高くなるほ

ど割合が増加した。健康状態不明者は健診受

診率が高いほど減少しており、令和２年度と

比較すると４年度はより負の相関が強くなっ

た。このことは健診受診率を高めることによ

り、糖尿病等の有病者の掘り起こしにつなが

ること、高齢者の健康状態を自治体として把

握できる者が増加する可能性があることを示

している。 

 

各各事事業業対対象象者者（（ツツーールル基基準準該該当当））のの特特徴徴  

 一体的実施事業対象者（ツール基準）に該当

した者とそうでない者について、レセプトか

ら見た各傷病名保有の割合と医療費、介護給

付費の関係を表２に示した。 

 

低栄養該当者は非該当者と比較して、が

ん、認知症、骨折、誤嚥性肺炎、COPD が多 

く、多剤、睡眠薬などの薬剤に該当者は非

該当者より２倍ほど骨折が多かった。身体

的フレイルも骨折の割合が非該当者の２

倍以上であった。重症化予防（受診勧奨）

該当者は他疾患での受診も少ない傾向に

あった。 

1 年間に入院した者の割合を見ると、低

栄養、多剤・睡眠薬、身体的フレイル、糖

尿病等の受診中断者、慢性疾患＋フレイル

に該当者において非該当者の２倍程度多

く、医療費も高額となっていた。 

介護保険利用者の割合についても低栄

養、口腔、服薬、フレイル等を有する者で

は非該当者の２倍程度高かった。 

以上より、各区分に該当する者は入院医

療や要介護のハイリスクである可能性が

高いこと、背景に多様な疾患の合併も考慮

する必要があることが示唆された。  

  

  

    

図図 1133  健健診診受受診診率率とと該該当当者者割割合合のの相相関関  
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④④高高齢齢者者のの保保健健事事業業のの効効果果的的なな実実施施にに資資すするるエエ

ビビデデンンススのの確確立立  

（（詳詳細細はは各各分分担担研研究究参参照照））  

  

ⅰⅰ））低低栄栄養養  

（詳細は分担研究報告書（田中和美）参照） 

a. 低栄養事業該当者ついて、追跡終了時の質問

票回答結果を追跡開始時と比較すると、「むせ」、

「体重減少」、「転倒」において、非参加群と

比較して参加群において改善の割合が多い傾

向にあった。「 6 か月で 2 ～ 3 kg 以上の体重減少」

の回答の改善群（ n=31)では、歩行速度の低下に

改善が見られた者の割合が多く（参加群 40％、

非参加群 25％）、口腔機能が悪化した者はいな

かった。悪化群（ n=67)では、改善群よりも慢性

疾患を有する者の割合が多く、外来費が高額で

ある傾向にあった。 

ｂ. 要介護認定では、全介護度（要支援 1 ～要介

護 5 ）で参加群が 1.37 倍高く、要介護 2 以上で

は関連は見られなかった。しかし、介護給付費

は参加群で低い傾向にあった。入院歴がある場

合には、低栄養事業参加群で要介護 2 以上の要

介護認定が低い傾向であり、介護給付費は約

78% 低く、2 年間で約30万円低かった。 

 

ⅱⅱ））口口腔腔  

（詳細は分担研究報告書（渡邊 裕）参照） 

a. 口腔に関する支援対象者割合は全体の 14.6%

であった。多変量修正ポアソン回帰分析の結果、

口腔に関する支援対象者は、非支援対象者と比

較して、低栄養（調整済リスク比[95％信頼区

間]=1.41 [1.33-1.50]）、身体的フレイル（1.39 

[1.37-1.42]）の頻度が有意に高かった。口腔の

支援対象者は医療費（入院、入院＋外来、入院＋

外来＋歯科、入院＋外来＋歯科＋調剤）が有意に

高かった。口腔に関する事業実施状況に着目し

た検討では、ハイリスクアプローチを積極的に

行っている市町村では、歯科受診者が増加し、口

腔機能の低下が改善している者の割合が増加し

ていた。 

b. 口腔機能が低下している者は年間外来医療費

が高額であることと関連していた(OR = 1.244, 

95％CI: 1.078 - 1.435）。口腔機能が低下して

いる者は食品摂取の多様性が悪化すること

（0.95，0.92–0.98）、食欲が低下すること（0.88，

0.84–0.93）と有意に関連していた。 

c. 口腔機能の低下と口腔内細菌叢の悪化との関

連が認められた（4.19，1.52–11.8）。 

  

ⅲⅲ））服服薬薬（（多多剤剤））  

（詳細は分担研究報告書（平田 匠）参照） 

服薬（多剤・睡眠薬）事業の対象者では、身体

的フレイルや重症化予防（基礎疾患フレイル合

併）の事業対象になる者が多く、服薬適正化だけ

でなくフレイル予防・介護予防に係る他の課題

（特に身体活動・疾病管理）への対応が必要であ

ることが明らかとなった。また、ハイリスクアプ

ローチの他事業において、服薬（睡眠薬）事業対

象者の割合は10%以上（身体的フレイルでは20%

以上）存在しており、他事業の対象者であっても、

睡眠薬の適正使用に係る取組を行うことは必要

であると考えられた。後期高齢者健診受診者全

体における直近1年間の転倒者の割合は愛知県・

神奈川県ともに約20%であり、睡眠薬処方者では

睡眠薬非処方者と比較して、直近1年間の転倒の

割合が有意に高かった。 

  

ⅳⅳ））身身体体的的フフレレイイルル  

（詳細は分担研究報告書（飯島勝矢）参照） 

a. 質問票の妥当性の検証（JIHPOPにおけるフレ

イル傾向と介護費との関連）:質問票４点以上

のフレイル傾向を持つ後期高齢者では、年齢や

併存疾患状況とは独立して医療・介護費が高額

であり｛調整コスト比（95%信頼区間）＝3.38

（2.96-3.86）｝、新規認定率が高かった｛調

整オッズ比＝1.91（1.81-2.01）｝。質問票の得

点がより高い者ほど、高いオッズ比やコスト比

と有意な関連を示し、時間経過との有意な交互

作用が認められた。 

b. 質問票の妥当性の検証（身体的フレイルと低

栄養・口腔機能低下・慢性疾患重症化予防対象・

フレイルの社会的側面と要介護新規認定の関

連）:一体的実施・実践支援ツールにより抽出

した身体的フレイルと低栄養、口腔機能低下の
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併存状況と要介護新規認定との関連を検討し

たところ、年齢や併存疾患状況とは独立して併

存数が高いほど要介護の新規認定率が高かっ

た。また、身体的フレイルと慢性疾患重症化予

防対象との併存や、身体的フレイルと社会的側

面の併存も同様に要介護新規認定の高いハザ

ード比と関連した。 

ｃ．自治体の一体的実施報告書の総得点とフレイ

ル傾向、「KDB活用支援ツール」による事業対象

者割合との関連：一体的実施を実施していない 

38% の自治体と比較すると、実施自治体ではフ

レイル傾向にある後期高齢者が少なく、時間経

過と有意な交互作用がみとめられた。要介護新

規認定率については、ストラクチャーシートの

得点が高く一体的実施に積極的に取り組んで

いる自治体のほうがむしろ有意に高かった。 

  

ⅴⅴ））重重症症化化予予防防（（糖糖尿尿病病等等））  

（詳細は分担研究報告書（樺山 舞）参照） 

後年の新規要介護認定者の割合について、

HbA1c のレベル別、およびフレイル合併有無別に

検討した。結果、HbA1c が高い、また、フレイル合

併があるほどに、後年の要介護新規認定が有意に

高い割合で認められた。後年の要介護度 1 以上の

新規認定を従属変数として、年齢、性別、BMI 、慢

性疾患併存数を調整したロジスティック回帰分

析でも、すべてのモデルにおいて、同様の結果が

認められた。HbA1c が高い程、フレイル合併して

いるほどに高いオッズ比であった。 

 
ⅵⅵ））健健康康状状態態不不明明者者  

（詳細は分担研究報告書（樺山 舞）参照）   

令和2年度の健康状態不明者の後年（3・4年度）

の要介護 1 以上新規認定の割合を分析した結果、

健康状態不明者では、不明者でなかった群と比較

して、高い割合で後年の新規認定が認められた

（14.5％）。要介護 1 以上の新規認定を従属変数

として、年齢、性別を調整したロジスティック回

帰分析の結果、健康状態不明者では、有意に高い

新規認定リスクが認められた（オッズ比：1.38、

95％CI：1.33-1.42）。年代や性別で層別して分析

した場合でも同様の結果であった。 

健診、医療受療状況は、健康状態不明該当群に

おいては、3、4 年度ともに、健診受診、外来受診、

歯科受診で非該当群と比べて非常に低い割合の

ままであった。外来受診は、令和 4 年度は、40.2％

と上昇していた。一方で、入院医療費は非該当群

17.5％、該当群 13.3％であり、その差は小さかっ

た。 

 
ⅶⅶ））健健診診受受診診  

（詳細は分担研究報告書（斎藤 民）参照） 

分析対象者 1,975,384人の平均年間医療費は 

61.43±114.07（SD）万円、入院患者 307,585人の

入院費用は平均 152.75±177.92万円、非入院患者 

1,667,799人の外来費用は平均 20.70±44.19万円 

であった。参加者の平均年齢は 81.9±5.3歳、

59.21% が女性であった。健診を受診したのは全体

の26.94% にとどまった。 

a. 健康診査受診と医療費の同時的関連 

固定効果モデルの結果、健診受診は総医療費お

よび入院費の有意な減少と関連していた。一方、

外来費はわずかに増加していた。 

ｂ．健康診査受診と医療費の遅延効果 

健診受診および特定の健康状態が1 年後の総医

療費に与える影響を分析した遅延効果分析では、

健診受診は、1 年後の総医療費が約  6%  増加してい

た。 

 

ＤＤ．．考考察察  

昨年度の研究の基盤のもとに、今年度は社会実

装、分析の両面で研究を進めることができた。 

一体的実施では、高齢者の健康課題の把握、保

健事業対象者の概数把握と優先順位に基づく介

入対象者の抽出、保健事業の実施と評価というプ

ロセスのなかで、KDBの活用が不可欠といえるが、

広域連合や市町村におけるKDB活用が進みにくい

実態があった。 

そこで本研究班では、研究計画①として「一体

的実施・実践支援ツール」の活用マニュアル、研

修資材」をおこなった。昨年度までに、一体的実

施の流れに沿って簡単な操作で上記の作業がで

きるツールの開発を行ってきたが、国保中央会に

	 	 19	 	



て再構築がなされ、全国の広域連合、市町村へ提

供されるに至った。研究班では本ツール作成の意

図をつたえ、保健事業に有効に活用してもらうた

めに解説書を作成、研修会や動画での解説を行っ

た。リリースとともに自治体での活用が進んだ。

令和6年度はデータヘルス計画策定年度にあたり、

国の共通評価指標と本ツールのアウトプットの

整合性が図られたことで自治体の作業の効率化

につながったことが推察される。活用していくに

つれ、経年変化の把握や記録機能利便性向上、事

業評価をより効率的に実施できる方法の更なる

研究と開発が求められることになると考えられ

る。 

 研究計画の②として「一体的実施実施計画書、

実績報告書の分析方法の確立とストラクチャー

及びプロセス評価の実施」については、広域連合

が国に提出する「事業計画書・実績報告書」を活

用し、ストラクチャー、プロセス評価を行った。

令和 2 年度～4 年度の実績報告書は、項目建ては

あるものの自由記載欄が多く、解読が必要であっ

た。記述内容の質と量には自治体（担当者）の差

が大きく、記載のないものは読み取れないという

限界はあったが、PDCA サイクルを回す保健事業 

に向けて評価指標の検討とスコア化を行った。 

スコアが高い自治体ほど質問票の結果が良好な

ものが多く、また経年的な改善傾向を認めた。ま

た保健事業非該当から該当への移行率において、

有意差は認めないものの悪化防止の傾向がみら

れた（研究計画④）。今回の評価指標等を活用し、

自治体が自己評価を行うことが期待される。この

研究班の作業と並行して、国において実績報告書

の電子化が進められることになり、本研究の知見

が役立ったと思われる。 

 研究計画③として「KDB データを活用したア 

ウトカム、アウトプット評価の分析方法の確 

立とその実施」については、２広域連合の令和 

2～4 年度分の匿名化 KDB データ（被保険者数

約 180 万人、後期高齢者質問票、健診、医療情報

（病名、薬剤）、介護度）を統合、データベース

(JIHPOP: Japanese Integrated Healthcare 

Program for Older People)を構築した。これを

用いて、質問票において状態像が悪い回答者の経

年変化や抽出基準該当者の特性などを把握した。

アウトカムについてはマクロ的な評価を実施し

た。質問票の悪い回答の割合や保健事業該当率の

変化など、今後自治体が本事業の評価やデータヘ

ルス計画の進捗管理に用いる指標について基礎

的な資料を得ておくことで評価の参照としてい

ただければと思っている。 

アウトプット評価については、保健事業該当者

に対する実施率を算出したが、公表には至らなか

った。各自治体の抽出基準が多様であることから、

後追いで一律の基準でもって実施率を出すこと

は不適切と考えたためである。KDB 活用支援ツー

ルの基準など、統一した基準による該当者が自治

体で把握され、そのうちの保健事業介入者割合で

算出することが望ましく、今後の課題といえる。 

 研究計画⑤において、JIHPOP データベースを用

いた分析が分担研究者を中心に実施され、重要な

知見がもたらされた。 

低栄養においては予防事業参加群と非参加群

でその後の質問票の回答や要介護認定を傾向ス

コアマッチングを用いて検討した。参加者では比

較的軽い段階で介護保険サービスにつながる（地

域支援事業等）傾向があるが、特に入院歴のある

者では要介護２以上の介護認定が低い傾向がみ

られ、介護給付費の抑制が観察された。 

口腔の支援対象者は低栄養、身体的フレイルの

リスクが高く、入院＋外来＋歯科＋調剤医療費が

有意に高いことが分かった。口腔に対する支援の

実施率が高い市町村では、支援対象者の割合の低

下が観察された。 

身体的フレイルでは、質問票の該当数が多いほ

ど、医療費や要介護認定率、介護給付費が高くな

ることを示し、質問票の活用が重要であることを

示した。また社会的フレイルの併存が要介護認定

の発生に関係することが分かった。 

薬剤においては、多剤の該当者はフレイル等の

該当が高いこと、睡眠薬処方があると転倒しやす

いことなどが分かった。 

重症化予防では HbA1cが高い人やフレイル合併

がある人では後年の要介護新規認定が有意に高

い割合で認められた。健康状態不明者では後年の

要介護新規発症率が有意に高かった。 
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健診と総医療費、入院費について、同時的関連

が認められた。 

 今後さらに精緻な分析を加え本事業の科学的

エビデンスを確立することが必要である。また、

保健事業実施という介入についての更なる効果

検証も求められる。介入の効果の検証については

リアルワールド研究であるため、ランダム化比較

試験は不可能であり、低栄養で行ったように、参

加群と非参加群の傾向スコアマッチングにて検

証することが重要である。一体的実施について、

参加・不参加のフラグが KDB 上に残されていない

ため、個別の市町村の協力を得て、手作業での分

析が必要となることや、令和 2 年度～4 年度はコ

ロナ禍の影響もあったため参加者数が少なかっ

たことなど、多くの限界を有している。 

 今後、実績報告書の電子化が進み、さらには介

入記録の KDB への登録を進めていくことにより、

本事業の評価がルーチンで行えるようになるこ

とを期待したい。 

 

ＥＥ．．結結論論  

一体的実施の推進と効果検証のため、「一体的

実施・実践支援ツール」の検証・更新に向けた検

討、一体的実施の計画書・実績報告書の分析トス

スコア化、JIHPOP の構築と横断的・縦断的研究を

おこなった。社会実装と研究の面で一歩前進でき

たといえる。これらのデータを国や自治体に還元

していくことでよりよい制度に向けての貢献を

していきたい。 

 

ＦＦ．．研研究究発発表表  
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111804. 

・Ando T, Sasaki T, Abe Y, Nishimoto Y, Hirata T, 
Tajima T, Oguma Y, Haruta J, Arai Y. Association 
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study in Japan. BJGP Open 2024; 8(3): 
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・Watanabe Y, Matsuda N, Miura K, et al, Oral 
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・Kimura C, Miura K, Watanabe Y et al, 
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・津下一代．糖尿病性腎症重症化予防プログラム
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「後期高齢者の質問票」で評価したフレイル状

態と介護認定・医療費・介護費との関連：複数

自治体の医療・ 介護の一体的データベースに

よる前向き検討. 第66回日本老年医学会学術

集会. 名古屋, 2024. 6. 13-15. 

・田中友規. 社会的フレイル対策を軸としたフ

レイル予防のポピュレーションアプローチ戦

略. 第10回日本サルコペニア・フレイル学会大

会. 東京, 2024. 11. 2-3. シンポジウム. 

・佐藤美寿々, 岩﨑正則, 渡邊 裕, 石丸美穂, 

大野幸子, 飯島勝矢, 遠又靖丈, 田中和美, 

津下一代．後期高齢者における主観的口腔機能

低下・歯科受診状況と低栄養・身体的フレイル

の関連，第83回日本公衆衛生学会総会，2024年

10月29～31日，札幌 

・樺山 舞．治療中断者，健康状態不明者に対す

る自治体の取り組み．第66回日本老年医学会学
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・津下一代．後期高齢者の保健事業のあり方．シ
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不全予防を考える」第 56 回日本動脈硬化学会

総会・学術集会 2024.07.06． 

・津下一代．コントラバシー. 糖尿病重症化予防
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・平田 匠. 高齢者における循環器病のリスク因

子管理のコンセプト. 第56回日本動脈硬化学

会総会・学術集会（2024.7.6, 神戸） 

・平田 匠. 高齢者の生活習慣病重症化予防にお
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・富永優里，木戸倫子， Li Yaya，聲高英代，西
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住高齢者における健康に関する相談先と生活

満足度の関連 -フレイル別検討-．日本地域看

護学会第 27 回学術集会．2024 年 6 月 30 日．仙

台市 

・杉林 歩，木戸倫子，Li yaya，赤木優也，西田

芽生，富永優里，吉田寛子，北村明彦，神出 計，

樺山 舞．地域在住高齢者の運動実施実態と性

差の検討．第 66 回日本老年医学会学術集会．

2024 年 6 月 15 日．名古屋市 

・田中和美. 口腔・栄養・リハビリテーションの

マネジメント実践～重度化防止に向けて～【高

齢者の「食べること」を支える栄養ケアマネジ

メントの実践】日本ケアマネジメント学会 第

23研究大会. 2024.6. 神奈川県. 

・Tomata Y, Watanabe R, Tanaka K. Effect of 
Japanese malnutrition prevention program among 
community-dwelling older adults. 19th 
International Congress of Nutrition and Dietetics 
2024. 2024.6. Toronto. 

・Tominaga Y，Li Y，Kido M，Koetaka H，Yoshida 
H，Shi L，Ishida M，Sugibayashi A，Sasaki M，

Kodama A，Kamide K，Kabayama M．The 
Association of Health-Related Consultation 
Resources with Life Satisfaction Among 

Community-Dwelling Older Adults．
EAFONS2025．February 13，2025．Korea 

・Mitani M，Akagi Y，Kabayama M，Kido M，
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future nursing care needs among elderly people 
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International Nursing Forum cum 2024 Sino US 
Nursing Forum cum 2nd Greater Bay Area Nursing 
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ＧＧ..  知知的的財財産産権権のの出出願願・・登登録録状状況況  

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 

 2. 実用新案登録 

なし 

 

 3.その他 

なし 
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厚生労働行政推進調査事業補助金(政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）) 

「「高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施のの推推進進及及びび効効果果検検証証ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進及び効果検証のための研究 

【低栄養】 

 

 
研究分担者 田中 和美 所属 神奈川県立保健福祉大学

保健福祉学部 栄養学科 
研究協力者 遠又 靖丈  所属     同上 

 

研究要旨 

【目的】高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施（以下「一体的実施」）において、低

栄養の対策は、フレイル予防の観点においてADLや健康状態の維持向上のみならず、自立し

た生活や充実感等のQOLに直結する基本的かつ重要な課題である。 

一体的実施はほぼ全ての市町村に展開されており、今後は事業を適切に評価し質の向上を

図ることが求められている。しかしながら、低栄養予防事業にどのような効果があるのかは

不明である。そこで、研究Ⅰ「低栄養予防事業における継続参加群と非参加群の比較」と研

究Ⅱ「低栄養予防事業が要介護認定及び医療費・介護給付費に及ぼす影響」の2つの研究を

行うことで、低栄養予防事業の効果検証を行うことを目的とした。 

【方法】研究Ⅰ:【対象】神奈川県2市の後期高齢者のうち、R2～R4年度の3年間継続して質問

票を全項目回答した者（8921人）を対象とした。そのうち、事業参加群と非参加群に対して

1：3の傾向スコアマッチングを行い、500人を解析対象とした。基本属性と後期高齢者の質

問票の回答内容等についてχ²検定を行った。 

研究Ⅱ:【対象】神奈川県2市の後期高齢者のうち、基準を満たした29458人を対象とした。事

業参加群と非参加群に対して1：3の傾向スコアマッチングを行い、984人を解析対象とした。

調査項目は、介護認定、R2～R3年度の2年間の入院費、外来費、調剤費、医療費合計、介護給

付費、医療費＋介護給付費とした。要介護認定を生存分析、医療費・介護給付費を一般化線

型モデルにて解析した。またR2入院費、BMI、市で群分けし、各調査項目を解析した。 

【結果】研究Ⅰ:低栄養予防事業の参加者では、「むせ」「体重減少」「転倒」などの質問票

の改善者が多かった。体重減少の改善群では、歩行速度の低下に改善が見られた者の割合

が多く、口腔機能が悪化した者はいなかった。 

研究Ⅱ: 入院歴のある者では、参加群の要介護2以上の介護認定が低い傾向であり、介護 

給付費は参加群で約78%低く、2年間で約30万円低かった。 

【考察】研究Ⅰ: 事業参加群で、「むせ」、「体重減少」、「転倒」が改善した者の割合が多かっ

た。自治体によりアプローチ方法が異なり、参加者のコンプライアンスが不明であることと、他事

業にも参加している可能性が考えられた。 

研究Ⅱ:事業参加群は非参加群と比較して要支援1～要介護5の認定は多かったが、比較的軽

度の者が多く、介護給付費も少額である傾向にあった。低栄養予防事業により、1人あたり

年間1.8万円の介護給付費が削減できる可能性が示された。全介護度の介護認定が事業終

了時（約1年後）から高くなっていることから、継続的な支援が必要であると考えられた。 

また、事業参加により、介護保険に繋がりやすくなったことも一因と推測された。 

【結論】低栄養予防事業は、参加者の「むせ」「体重減少」「転倒」を改善する効果があ

り、1人あたり年間1.8万円の介護給付費が削減できる可能性が示された。 

	 	 23	 	



 

Ａ．研究目的 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な

実施（以下「一体的実施」）では、市区町

村において、高齢者の特性に応じて保健事

業と介護予防の施策を効果的・効率的に提

供するための体制や取組みが求められる。

中でも低栄養への対策は、フレイル予防の

観点においてADLや健康状態の維持向上のみ

ならず、自立した生活や充実感等のQOLに直

結する基本的かつ重要な課題である。 

一体的実施はほぼ全ての市町村に展開さ

れており、今後は事業を適切に評価し質の

向上を図ることが求められている。しかし

ながら、一体的実施における低栄養予防事

業が対象者にどのような身体的変化を及ぼ

し、介護予防や医療費・介護給付費の適正

化につながっているかどうかは不明であ 

る。 

そこで、研究Ⅰ「低栄養予防事業におけ

る継続参加群と非参加群の比較」と研究Ⅱ

「低栄養予防事業が要介護認定及び医療

費・介護給付費に及ぼす影響」の2つの研究

により、低栄養予防事業の効果検証を行う

ことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

研究Ⅰ【対象】神奈川県2市の後期高齢者

（53162人）のうち、R2年度～R4年度の3年

間継続して質問票を全項目回答した者

（8921人）を対象とした。そのうち、事業

参加群（125人）と非参加群（8796人）に対

して、1：3の傾向スコアマッチングを行 

い、非参加群の中から、参加者と特性が一

致する375人を抽出し、500人を解析対象と

した。【解析】基本属性（性別、年齢、BMI

等）と後期高齢者の質問票（全15項目）、

医療費についてSPSS ver.26を用いたχ²検

定を行った（p＜0.05）。 

研究Ⅱ【対象】神奈川県2市の後期高齢者医

療制度加入者（48161人）のうち、75歳未満

の者(104人)、レセプト情報が欠損のもの

(3,979人)、令和2年度までに広域連合の資

格を喪失した者(2,278人)、事業開始までに

介護認定を受けている者(12,342人)を除い

た29458人とした。低栄養予防事業の参加群

と非参加群に分け、1：3の傾向スコアマッ

チングを行い、抽出された984人を解析対象

とした。調査項目は、介護認定、令和2年度

と3年度の合計の入院費、外来費、調剤費、

医療費合計（入院費、外来費、調剤費の合

計）、介護給付費、医療費＋介護給付費と

した。【解析】要介護認定を生存分析、医

療費・介護給付費を一般化線型モデルにて

行った。また、R2入院費（1円以上/0円）、

BMI（16.5未満/16.5-17.4/17.5-18.4/18.5

以上/欠損）、市（A市/B市）で群分けし、

それぞれ調査項目を解析した（p＜0.05）。 

 

（倫理面への配慮） 

研究Ⅰ・Ⅱともに女子栄養大学研究倫理

審査委員会にて承認済みである（2023年6月

21日、承認番号479）。 

 

Ｃ．研究結果  

研究Ⅰ: 追跡終了時（R4.3.31）の質問票回

答結果を追跡開始時（R2.4.1）と比較する

と、「むせ」（p＝0.108）、「体重減少」

（p＝0.006）、「転倒」（p＝0.261）にお

いて、非参加群と比較して参加群において

改善した者の割合が多い傾向にあった。質

問票「問6_6か月で2～3kg以上の体重減少が

ありましたか」（以下、問6）において、追

跡開始時に「はい」と答えた者、かつ追跡

終了時に「いいえ」と答えた者を改善群

（n=31)、問6で追跡開始時に「いいえ」と

答えた者、かつ追跡終了時に「はい」と答

えた者を悪化群（n=67)とした。改善群で 

は、歩行速度の低下に改善が見られた者の

割合が多く（参加群40％、非参加群25％）、

口腔機能が悪化した者はいなかった。悪化

群では、改善群よりも疾患を持っている者

の割合が多く、外来費が高額である傾向に

あった。 

研究Ⅱ: 要介護認定では、全介護度（要支

援1～要介護5）で参加群が1.37倍高く

（p<0.05）、要介護2以上では関連は見られ

なかった（p=0.708）。しかし、介護給付費

は参加群で低い傾向にあった（p=0.070）。

R2入院費別では、1円以上群の参加群で要 

介護2以上の要介護認定が低い傾向であり

（p=0.142）、介護給付費は約78%低く、 

2年間で約30万円低かった（p<0.01）。 

BMI群別では、BMI16.5-17.4群で参加群の医

療費＋介護給付費が低い傾向にあった

（p=0.152）。  

 

Ｄ．考察 

研究Ⅰ: 低栄養予防事業の参加群におい 

て、「むせ」「体重減少」「転倒」が改善

した者の割合が多かった。体重減少の改善

群において、歩行速度に改善が見られた者
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が多く、口腔機能が悪化していないことか

ら、栄養・口腔・運動が相互に関連してい

ることが示唆された。また、体重減少の悪

化群では、疾患を有する者が多く、医療費

（特に外来費）が高い傾向にあったことか

ら、体重減少は、保有疾患数と受診の頻度

に比例することが考えられた。以上より、

一体的実施では、栄養のみならず多職種で

一体的に取り組んでいくことが高齢者の健

康保持・増進に重要であることが示唆され

た。 

研究の限界としては、神奈川県2市のみの結

果であること、市によりアプローチ方法が

異なり、参加者のコンプライアンスが不明

なことである。また、傾向スコアマッチン

グがうまくいっていると断言できないこと

と、他事業にも参加している可能性も考え

られる。 

研究Ⅱ: 参加群の要介護認定において、全

介護度は事業終了時（介入開始から約1年 

後）から増加しているため、画一的に支援

を終了せず、個別の状況に応じて継続的な

支援が必要な場合もあると推測された。参

加群は非参加群と比べて全介護度は高かっ

たが、要介護2以上では介護認定の割合が低

い傾向であることから、介護度は軽度な者

が多いことが分かった。参加群は保健指導

を受けているため介護保険の情報を入手し

やすい状況にあり、サービスに繋がりやす

くなったことも影響したと推察された。さ

らに参加群では介護給付費が低い傾向にあ

ることから、低栄養予防の効果とともに生

活機能低下予防の効果も示唆された。入院

費群別の結果より、低栄養予防事業は退院

後等の健康状態にも効果的であると考えら

れた。費用削減効果については、1人あたり

年間1.8万円の介護給付費を削減できる可能

性が示された。 

 

Ｅ．結論 

低栄養予防事業の参加群で、「むせ」

「体重減少」「転倒」が改善した者の割合

が多かったこと、体重減少の改善群におい

て、歩行速度に改善が見られた者が多く口

腔機能が悪化していないことが分かった。

また、体重減少悪化群では疾患を有する者

が多く、体重減少が外来費の増大と主観的

健康観の低下に関連していると考えられ 

た。これらの結果から、栄養・口腔・運動

は相互に関連し、栄養だけでなく、多職種

と連携し包括的に支援していくことが高齢

者の健康保持・増進に重要であると考えら

れた。 

低栄養予防事業の介護給付費は、事業参

加群で低い傾向にあることから、低栄養予

防事業の効果とともに生活機能低下防止の

効果も示唆された。入院費群別の結果よ 

り、退院後等の健康状態にも効果的である

と考えられた。費用削減効果については、1

人あたり年間1.8万円の介護給付費が削減で

きる可能性が示され、介護給付費の適正化

に効果的な事業であることが示唆された。 

本研究の結果から、事業目標である「地

域に暮らす高齢者の低栄養状態を改善し、

介護予防・QOLの向上を目指す」1）は介護予

防の面で改善が見られたたと示された。 

今後は、低栄養状態の解析だけでなく他

のフレイルリスクとの重複の状態の解析や、

ハイリスクの介入終了後とポピュレーショ

ン事業とのつながりの検証等を行い、より

質の高い事業につなげることが重要であ 

る。 
 

1）厚生労働省保険局高齢者医療課. 高齢者

の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第

３版

https://www.mhlw.go.jp/content/00123959

0.pdf 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

・西井 穗, 田中和美, 三浦 公嗣. 

通所事業所における口腔・栄養関連サービ

スに関するインタビュー調査 口腔・栄養

関連サービスの取組を実践する事業所の特

徴. 日本健康・栄養システム学会誌23巻2号 

p.9-19. 2024. 

 

・須永美幸,田中和美,三浦公嗣. 栄養ケ

ア・マネジメントのための人材育成に関す

る研究-臨床栄養師研修の質の改善のための

アンケート調査及びインタビュー調査-. 日

本健康・栄養システム学会誌24巻1号 p.69 

2024. 

 

 2.  学会発表 

・田中和美. 口腔・栄養・リハビリテーシ

ョンのマネジメント実践～重度化防止に向

けて～【高齢者の「食べること」を支える

栄養ケア・マネジメントの実践】日本ケア

マネジメント学会第23研究大会. 2024.6. 
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神奈川県. 

 

・Tomata Y, Watanabe R, Tanaka K. 
Effect of Japanese malnutrition 

prevention program among community-

dwelling older adults. 19th 

International Congress of Nutrition and 

Dietetics 2024. 2024.6. Toronto. 

 

・西井 穗, 田中和美, 三浦 公嗣. 通所事

業所における口腔・栄養関連サービスに関

するインタビュー調査 口腔・栄養関連サ

ービスの取組を実践する事業所の特徴. 日

本健康・栄養システム学会誌23巻2号 p.9-

19.2024. 

 

・須永美幸,田中和美,三浦公嗣. 栄養ケ

ア・マネジメントのための人材育成に関す

る研究-臨床栄養師研修の質の改善のための

アンケート調査及びインタビュー調査-. 日

本健康・栄養システム学会誌24巻1号 p.69 

2024. 

 

 

 

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1．特許取得 

  該当なし。 

2. 実用新案登録 

  該当なし。 

3. その他 

  該当なし。 
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研究Ⅰ-表１．低栄養予防事業参加有無と調査項目の関連 

 

 

 

 

 

 

 

n (%) n (%) p

あなたの現在の健康状態はいかがですか 変化なし 221 58.9 65 52.0 0.374

悪化 81 21.6 30 24.0

改善 73 19.5 30 24.0

毎日の生活に満足していますか 変化なし 251 66.9 81 64.8 0.647

悪化 56 14.9 23 18.4

改善 68 18.1 21 16.8

１日３食きちんと食べていますか 変化なし 352 93.9 119 95.2 0.857

悪化 15 4.0 4 3.2

改善 8 2.1 2 1.6

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか 変化なし 301 80.3 102 81.6 0.929

悪化 34 9.1 10 8.0

改善 40 10.7 13 10.4

お茶や汁物等でむせることがありますか 変化なし 315 84.0 102 81.6 0.108

悪化 24 6.4 4 3.2

改善 36 9.6 19 15.2

体重減少 ６か月間で2～3kg以上の体重減少がありましたか 変化なし 310 82.7 92 73.6 0.006

悪化 49 13.1 18 14.4

改善 16 4.3 15 12.0

運動・転倒 以前に比べて歩く速度が遅くなってきたと思いますか 変化なし 277 73.9 93 74.4 0.955

悪化 27 7.2 8 6.4

改善 71 18.9 24 19.2

この１年間に転んだことがありますか 変化なし 307 81.9 100 80.0 0.261

悪化 42 11.2 11 8.8

改善 26 6.9 14 11.2

ウォーキング等の運動を週に１回以上していますか 変化なし 312 83.2 102 81.6 0.918

悪化 38 10.1 14 11.2

改善 25 6.7 9 7.2

認知機能 変化なし 321 85.6 107 85.6 0.633

悪化 23 6.1 10 8.0

改善 31 8.3 8 6.4

今日が何月何日かわからない時がありますか 変化なし 296 78.9 100 80.0 0.895

悪化 32 8.5 9 7.2

改善 47 12.5 16 12.8

喫煙 あなたはたばこを吸いますか 変化なし 343 91.5 110 88.0 0.415

悪化 14 3.7 8 6.4

改善 18 4.8 7 5.6

社会参加 週に１回以上は外出していますか 変化なし 347 92.5 117 93.6 0.722

悪化 18 4.8 4 3.2

改善 10 2.7 4 3.2

普段から家族や友人と付き合いはありますか 変化なし 353 94.1 117 93.6 0.962

悪化 13 3.5 5 4.0

改善 9 2.4 3 2.4

ソーシャルサポート 体調が悪いときに、身近に相談できる人がいますか 変化なし 346 92.3 115 92.0 0.962

悪化 19 5.1 7 5.6

改善 10 2.7 3 2.4

周りの人から「いつも同じことを聞く」などの物忘れがあると言われています
か

健康状態

心の健康状態

食習慣

口腔機能

非参加者
（n=375）

参加者
（n=125）

n (%) n （％） p

医療費＿入院 入院費2区分 0円 343 91.5 112 89.6 0.528

1円以上 32 8.5 13 10.4

医療費＿調剤 調剤費4区分 25,210円未満 99 26.4 32 25.6 0.779

25,211円 - 81,595円 141 37.6 43 34.4

81,596円 - 164,760円 69 18.4 23 18.4

164,761円以上 66 17.6 27 21.6

医療費＿外来 外来費4区分 61,905円未満 123 32.8 39 31.2 0.955

61,905円 - 122,294円 86 22.9 27 21.6

122,295円 - 226,549円 70 18.7 25 20.0

226,550円以上 96 25.6 34 27.2

参加者
（n=125）

非参加者
（n=375）
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研究Ⅰ-表２．体重減少の有無と調査項目の関連（p＜0.05の項目を抜粋） 

 

 

 

 

n (%) n (%) ｐ

健康状態 あなたの現在の健康状態はいかかですか 変化なし 33 49.3 15 48.4 0.008

悪化 20 29.9 2 6.5

改善 14 20.9 14 45.2

心の健康状態 毎日の生活に満足していますか 変化なし 41 61.2 19 61.3 0.039

悪化 18 26.9 3 9.7

改善 8 11.9 9 29

半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか 変化なし 54 80.6 26 83.9 0.12

悪化 7 10.4 0 0

改善 6 9 5 16.1

お茶や汁物等でむせることがありますか 変化なし 56 83.6 25 80.6 0.065

悪化 6 9 0 0

改善 5 7.5 6 19.4

以前に比べて歩く速度が遅くなってきたと思いますか 変化なし 50 74.6 18 58.1 0.137

悪化 7 10.4 3 9.7

改善 10 14.9 10 32.3

この１年間に転んだことがありますか 変化なし 52 77.6 74.2 0.01

悪化 13 19.4 2 6.5

改善 2 3 6 19.4
ウォーキング等の運動を週に１回以上していますか 変化なし 51 76.1 25 80.6 0.106

悪化 13 19.4 2 6.5

改善 3 4.5 4 12.9

喫煙 あなたはたばこを吸いますか 変化なし 60 89.6 26 83.9 0.156

悪化 6 9 2 6.5

改善 1 1.5 3 9.7

医療費＿外来 外来費４区分 61,905円 未満 12 17.9 13 41.9 0.056

61,905円 - 122,294円 14 20.9 7 22.6

122,295円 - 226,549円 16 23.9 5 16.1

226,550円 以上 25 37.3 6 19.4

体重減少悪化群
（n=67）

体重減少改善群
（n=31）

口腔機能

運動・転倒
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研究Ⅱ-図１．低栄養予防事業参加有無による介護認定発生割合の比較 

 
- 全全介介護護度度（（要要支支援援 11～～要要介介護護 55））  

      
ハザード比：1.366  95％信頼区間：1.039, 1.797  p値：0.026 

  

- 要要介介護護 22 以以上上  

      
ハザード比：0.902  95％信頼区間：0.525, 1.548  p値：0.708 

n (%) n (%) p n (%) n (%) p

医療費＿入院 入院費2区分 0円 14 87.5 14 93.3 0.583 42 85.7 16 88.9 0.736

1円以上 2 12.5 1 6.7 7 14.3 2 11.1

医療費＿調剤 調剤費4区分 25,210円未満 4 25.0 7 46.7 0.548 14 28.6 4 22.2 0.198

25,211円 - 81,595円 8 50.0 4 26.7 16 32.7 3 16.7

81,596円 - 164,760円 1 6.3 1 6.7 6 12.2 6 33.3

164,761円以上 3 18.8 3 20.0 13 26.5 5 27.8

医療費＿外来 外来費4区分 61,905円未満 5 31.3 8 53.3 0.299 10 20.4 2 11.1 0.559

61,905円 - 122,294円 3 18.8 4 26.7 9 18.4 5 27.8

122,295円 - 226,549円 3 18.8 2 13.3 13 26.5 3 16.7

226,550円以上 5 31.3 1 6.7 17 34.7 8 44.4

参加者
（n=15）

参加者
（n=18）

非参加者
（n=16）

改善群（n=31）

非参加者
（n=49）

悪化群（n=67）
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研究Ⅱ-表１．低栄養予防事業参加有無による医療費・介護給付費の比較 

  
Exp（B） 有意確率 

95%信頼区間 

  下限 上限 

入院費 1.058 0.808 0.671 1.669 

外来費 0.968 0.673 0.834 1.124 

調剤費 0.948 0.669 0.741 1.212 

医療費合計 0.994 0.951 0.806 1.225 

介護給付費 0.556 0.070 0.294 1.049 

医療費＋介護給付費 0.957 0.688 0.774 1.184 

Exp（B）：非参加群を1.000としたときの参加群の平均値 

  

  平均値  標準誤差 
最大値 最小値 

  参加群 非参加群  参加群 非参加群 

入院費(円) 330,675 312,546  66,882 35,881 8,607,130 0 

外来費(円) 336,366 347,375  18,718 18,101 9,590,710 0 

調剤費(円) 235,519 248,522  19,732 23,272 15,261,530 0 

医療費合計(円) 902,560 908,443  81,454 51,685 16,071,920 0 

介護給付費(円) 45,263 81,458  11,779 15,780 4,625,183 0 

医療費＋介護給付費(円) 947,823 989,901  86,731 57,299 16,310,888 0 

 

研究Ⅱ-図２．低栄養予防事業参加有無と令和２年度入院費群別による介護認定の比較 
  

- 11 円円以以上上  

        全要介護（要支援1～要介護5）               要介護2以上 

  
ハザード比：0.938                       ハザード比：0.333 

95%信頼区間：0.485, 1.817                 95%信頼区間：0.076, 1.447 

p値：0.851                            p値：0.142 
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- 00 円円  

      全要介護（要支援1～要介護5）               要介護2以上 

  
ハザード比：1.461                       ハザード比：1.128 

95%信頼区間：1.081, 1.975                 95%信頼区間：0.625, 2.033 

p値：0.014                            p値：0.690 

  
研究Ⅱ-表２．低栄養予防事業参加有無と令和２年度入院費群別による医療費・介護給付費の比

較 
  

- 11 円円以以上上（（nn==111111））  

  
Exp（B） 有意確率 

95%信頼区間 

  下限 上限 

入院費 1.035 0.896 0.621 1.724 

外来費 0.806 0.330 0.521 1.244 

調剤費 0.843 0.332 0.597 1.190 

医療費合計 0.953 0.803 0.654 1.390 

介護給付費 0.224 0.009 0.073 0.689 

医療費＋介護給付費 0.855 0.429 0.580 1.260 

Exp（B）：非参加群を1.000としたときの参加群の平均値 

  

  平均値  標準誤差 
最大値 最小値 

  参加群 非参加群 

 

参加群 

非参加

群 

入院費(円) 1,594,552 1,541,347  356,185 206,800 8,607,130 98,380 

外来費(円) 505,577 627,651  55,841 120,780 9,590,710 0 

調剤費(円) 249,317 295,697  37,516 26,948 1,066,230 0 

医療費合計(円) 2,349,447 2,464,707  368,754 274,132 16,071,920 236,110 

介護給付費(円) 85,825 383,622  43,639 101,928 4,625,183 0 

医療費＋介護給付費(円) 2,435,271 2,848,322  403,339 309,092 16,310,888 236,110 
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- 00 円円（（nn==887733））  

  
Exp（B） 有意確率 

95%信頼区間 

  下限 上限 

入院費 1.018 0.959 0.523 1.982 

外来費 
1.005 0.952 0.868 1.162 

調剤費 0.963 0.791 0.729 1.272 

医療費合計 0.993 0.953 0.798 1.237 

介護給付費 0.912 0.818 0.416 1.997 

医療費＋介護給付費 0.989 0.920 0.793 1.233 

Exp（B）：非参加群を1.000としたときの参加群の平均値 

  

  平均値  標準誤差 
最大値 最小値 

  参加群 非参加群  参加群 非参加群 

入院費(円) 161,770 158,946  48,658 25,249 6,132,290 0 

外来費(円) 
313,752 312,339  19,354 13,034 5,074,960 0 

調剤費(円) 233,675 242,625  21,796 25,954 15,261,530 0 

医療費合計(円) 709,197 713,910  68,092 41,079 15,850,750 0 

介護給付費(円) 39,842 43,688  11,965 11,543 3,522,552 0 

医療費＋介護給付費(円) 
749,039 757,598  72,228 43,842 15,850,750 0 
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研究Ⅱ-図３．低栄養予防事業参加有無とBMI群別による介護認定の比較 
  

- BBMMII<<1166..55  

      全要介護（要支援1～要介護5）               要介護2以上 

  
ハザード比：2.192                        ハザード比：2.773 

95%信頼区間：0.908, 5.292                  95%信頼区間：0.693, 11.100 

p値：0.081                             p値：0.149 

  

- BBMMII1166..55--1177..44  

      全要介護（要支援1～要介護5）                  要介護2以上 

 

 
ハザード比：1.459                        ハザード比：0.427 

95%信頼区間：0.600, 3.547                  95%信頼区間：0.053, 3.413 

p値：0.405                             p値：0.422 

 

- BBMMII1177..55--1188..44  

      全要介護（要支援1～要介護5）                  要介護2以上 

 

 
ハザード比：1.873                         ハザード比：1.274 

95%信頼区間：1.025, 3.423                   95%信頼区間：0.329, 4.930 

p値：0.041                              p値：0.726 
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- BBMMII≧≧1188..55  

      全要介護（要支援1～要介護5）                  要介護2以上 

 

 
ハザード比：0.862                         ハザード比：0.682 

95%信頼区間：0.529, 1.403                   95%信頼区間：0.257, 1.809 

p値：0.549                              p値：0.442 

 

- BBMMII 情情報報ななしし（（欠欠損損））  

      全要介護（要支援1～要介護5）                  要介護2以上 

  
ハザード比：1.690                         ハザード比：0.775 

95%信頼区間：0.990, 2.884                   95%信頼区間：0.262, 2.291 

p値：0.054                              p値：0.645 
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研究Ⅱ-表３．低栄養予防事業参加有無とBMI群別による医療費・介護給付費の比較 

 

  

  
Exp（B）：非参加群を1.000としたときの参加群の平均値 

 

 

BMI <16.5（n=86）             

  平均値 標準誤差 最大値 最小値 
  参加群 非参加群 参加群 非参加群 

入院費(円) 
67,272 214,850 33,886 140,093 8,607,130 0 

外来費(円) 
344,209 436,381 38,464 58,447 3,318,620 6,380 

調剤費(円) 
279,741 218,188 42,368 24,266 762,900 0 

 

BMI 16.5-17.4（n=85） 

  平均値 標準誤差 
最大値 最小値 

  参加群 非参加群 参加群 非参加群 

調剤費(円) 221,040 492,135 43,984 231,143 15,261,530 0 

医療費＋介護給付費(円) 770,308 1,183,045 145,620 274,811 15,850,750 0 

 

BMI 17.5-18.4（n=178）       
  平均値 標準誤差 

最大値 最小値 
  参加群 非参加群 参加群 非参加群 

外来費(円) 355,684 292,814 38,669 19,966 1,300,850 0 

介護給付費(円) 38,239 99,980 19,233 43,411 3,638,391 0 

 

BMI≧18.5（n=396）       

  平均値 標準誤差 
最大値 最小値 

  参加群 非参加群 参加群 非参加群 

介護給付費(円) 29,534 77,185 15,121 24,662 4,427,949 0 

 

 

 
    
                                                                                     
            
                                 

 

下限 上限 下限 上限 下限 上限

BMI <16.5
0.313 0.159 0.062 1.574 0.789 0.174 0.560 1.110 1.282 0.186 0.887 1.853

BMI 16.5-17.4
0.656 0.547 0.166 2.585 1.150 0.462 0.792 1.668 0.449 0.117 0.165 1.221

BMI 17.5-18.4
1.486 0.460 0.520 4.248 1.215 0.130 0.945 1.562 1.207 0.281 0.858 1.698

BMI ≧18.5 1.262 0.514 0.628 2.537 1.029 0.793 0.833 1.270 1.146 0.431 0.817 1.608

BMI情報なし（欠損）
0.975 0.953 0.419 2.269 0.770 0.198 0.517 1.147 0.761 0.160 0.521 1.114

Exp（B） 有意確率
95%信頼区間

有意確率
95%信頼区間

外来費 調剤費

Exp（B） 有意確率
95%信頼区間

入院費

Exp（B）

下限 上限 下限 上限 下限 上限

BMI <16.5
0.795 0.369 0.482 1.311 4.112 0.254 0.363 46.604 0.820 0.448 0.491 1.369

BMI 16.5-17.4
0.700 0.245 0.383 1.278 0.651 0.152 0.362 1.171

BMI 17.5-18.4
1.306 0.249 0.830 2.055 0.382 0.148 0.104 1.407 1.197 0.458 0.745 1.923

BMI ≧18.5
1.134 0.434 0.828 1.552 0.383 0.111 0.117 1.249 1.067 0.694 0.773 1.473

BMI情報なし（欠損） 0.855 0.515 0.534 1.370 1.028 0.957 0.378 2.796 0.869 0.557 0.544 1.388

医療費合計 介護給付費 医療費＋介護給付費

Exp（B） 有意確率
95%信頼区間

Exp（B） 有意確率
95%信頼区間

Exp（B） 有意確率
95%信頼区間
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厚生労働行政推進調査事業費補助金(政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）) 

「「高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施のの推推進進及及びび効効果果検検証証ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名 口腔に関する高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の効果検証 

 

 
研究分担者 渡邊 裕  所属 北海道大学大学院歯学研究院 

口腔健康科学分野 高齢者歯科学教室 

研究協力者 佐藤美寿々 所属 北海道大学大学院歯学研究院 
口腔健康科学分野 予防歯科学教室 

 

 

研究要旨 
目的：本研究では後期高齢者の口腔の問題に対する保健事業の実施方法や評価手法の

確立と効果の検証を目的に次の３つの研究を実施した。研究①：国保データベース

（KDB）を用いた口腔に関する健康課題の分析と保健事業と介護予防の一体的実施の効

果検証。研究②：後期高齢者歯科健診（保健事業）における口腔の問題把握と医療

費、栄養指標との関連の検討、研究③：保健事業と介護予防の一体的実施に関する事

業における健康課題の検証。 
方法：研究①：令和2～4年度の愛知県の後期高齢者のKDB情報ならびに保健事業実

績評価スコアからなる後期高齢者データベース（JIHPOP：Japanese Integrated Health 
Program for older people）を加工分析し、後期高齢者の質問票や対象者抽出条件と要介護

状態、医療費の状況、保健事業の実施状況と健康課題の変化を検証した。研究②：後

期高齢者歯科健診に参加した地域在住高齢者の健診データとKDBを突合し、口腔の状態

と医療費、栄養指標との関連を検討した。研究③：口腔に関する保健事業と介護予防

の一体的実施に関する事業に参加した地域在住高齢者から採取した唾液の細菌叢解析を

行い、口腔の状態との関連を検討した。 
結果：研究①：保健事業と介護予防の一体的実施に関する口腔の支援対象者は14.5％

であった。口腔の支援対象者は医療費：入院、入院＋外来、入院＋外来＋歯科、入院＋

外来＋歯科＋調剤がそれぞれ有意に高かった。また、口腔の支援対象者は要介護の新規

認定は有意に少なく、要介護度の悪化に差は認められなかった。口腔のハイリスクアプ

ローチを積極的に行っている市町村は歯科受診者が増加し、「むせ」や「硬いものが食

べにくい」といった口腔機能の低下が改善している者の割合が増加した。 
研究②：口腔機能が低下している者は年間外来医療費が高額であることと関連して

いた（OR = 1.244, 95％CI: 1.078 - 1.435）、また、口腔機能が低下している者は食品摂取

の多様性が悪化すること（0.95，0.92–0.98）、食欲が低下すること（0.88，0.84–0.93）
と有意に関連していることが明らかになった。これらのことから、フレイルサイクルに

口腔の問題が与える影響のメカニズムの根拠を得ることができた。研究③：口腔機能

の低下と口腔内細菌叢の悪化との関連が認められた（4.19，1.52–11.8）、口腔機能の問

題が口腔内細菌叢の悪化を通して全身に与える根拠を得ることができた。 
結論：保健事業と介護予防の一体的実施に関する口腔の支援対象者の該当率は14.5％
で、口腔の支援対象者は外来、入院医療費がそれぞれ高額であることと有意な関連が認

められた。これにより口腔の支援対象者の妥当性を提示できた。しかし、要介護の新規

認定や要介護度の悪化との関連は認めなかった。口腔の支援を積極的に行っている市町

村では、歯科受診者が増加し、「むせ」や「硬いものが食べにくい」といった口腔機能

の低下が改善している者の割合が増加していたことから、口腔の支援対象者に関して、

保健事業と介護予防の一体的実施の効果が推察された。 
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Ａ. 研究目的 
【研究①】国保データベース（KDB）を用

いた口腔に関する健康課題の分析と保健

事業と介護予防の一体的実施の効果検証 
保健事業と介護予防の一体的実施におけ

る口腔に関する支援対象者について、そ

の割合及び特性を把握し、低栄養、身体

的フレイルのリスク、医療費、新規要介

護認定、要介護度の変化について調べ、

一体的実施の効果を検証することを目的

とした。 
【研究②】後期高齢者歯科健診（保健事

業）における口腔の問題把握と医療費、

栄養指標との関連の検討 
後期高齢者歯科健診のデータとKDBを突

合し、口腔の問題と医療費、栄養指標、

フレイルとの関連を検討することを目的

とした。 
【研究③】保健事業と介護予防の一体的

実施に関する事業における健康課題の検

証 
口腔に関する保健事業と介護予防の一体

的実施に関する事業参加者の口腔の問題

と、口腔細菌叢および全身の状態との関

連を検討し、口腔の問題が健康課題に及

ぼす影響を検討することを目的とした。 
 
Ｂ． 研究方法 
【研究①】愛知県のJIHPOPデータを用い

て保健事業と介護予防の一体的実施にお 

ける口腔に関する支援対象者の実態を把握

し、口腔に関する支援対象者、非支援 
対象者を従属変数として、年齢、性別、

Charlson Comorbidity Index、喫煙状況、認

知機能低下、ソーシャルサポート、低栄 
養、身体的フレイルリスクを独立変数と 
して、多変量修正ポアソン回帰分析を行っ

た。また、医療費、新規要介護認定、要

介護度の悪化との関連を検討し、市町村

の口腔に関する事業の実施状況との関連

を検討した。 
本研究はヘルシンキ宣言に則り、北海道

大学病院生命・医学系研究倫理審査委員

会の審査、承認後に実施された【指024-

0017】 
【研究②】2016年４月から2019年3月まで

の４年間に鳥取県の後期高齢者歯科健診

を受診した2,190名を分析対象とした。歯

科健診の結果およびKDBを保険者から、

匿名化した状態で提供を受けた。１年間の

医科および歯科の外来医療費、受診日 
数、チャールソン併存疾患指数を算出し、

口腔の状態と１年間の医科および歯科 
の外来医療費との関連を一般化線形モデ 
ル分析で検討した。 
2016年から2020年の5年間に鳥取県の後期

高齢者歯科健診を受診した2,727名を分析

対象者とした。簡易フレイル指数、食欲

質問票、食品摂取の多様性スコアと実測

調査（身体計測、口腔機能評価等）を実

施した。口腔機能の問題を従属変数とし、

栄養関連指標およびフレイルとの関連を

多変量解析、パス解析にて検討した。 
本研究はヘルシンキ宣言に則り、北海道

大学大学院歯学研究院臨床・疫学研究倫

理審査委員会の審査、承認後に実施され

た【2020第6号】 
【研究③】保健事業と介護予防の一体的

実施に関する事業に参加した208名に対し

て口腔機能評価を含む歯科検診を実施す

るとともに、刺激時唾液を採取し口腔細

菌叢の菌種の同定を行った。プレボテラ

属の口腔細菌叢に占める割合に関して3群
に分類し、これを従属変数として口腔の

問題および健康課題との関連を順序ロジ

スティック回帰分析で検討した。 
本研究はヘルシンキ宣言に則り、北海道

大学大学院歯学研究院臨床・疫学研究倫

理審査委員会の審査、承認後に実施され

た【2020第9号】 
 

C．研究結果 
【研究①】令和２年度の愛知県在住後期

高齢者は1,039,830人、後期高齢者の質問

票の回答がある者（対象者）は310,721人
（平均年齢81.4歳、女性割合56.4%）、口

腔に関する支援対象者は45,416人（対象

者の14.6%）であった。多変量修正ポアソ

ン回帰分析の結果、口腔に関する支援対

象者は、非支援対象者と比較して、低栄

養（調整済リスク比[95％信頼区間]=1.41 
[1.33-1.50]）、身体的フレイルのリスクあ

り（1.39 [1.37-1.42]）の頻度が有意に高かっ

た。また、口腔の支援対象者は医療費 
（入院、入院＋外来、入院＋外来＋歯科、

入院＋外来＋歯科＋調剤）が有意に高 
かったが、口腔の非支援対象者と比較し
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て要介護の新規認定は少なく、要介護度

の悪化に差は認められなかった。 
口腔に関する事業実施状況に着目した検

討では、ハイリスクアプローチを積極的

に行っている市町村では、歯科受診者が

増加し、「むせ」や「硬いものが食べに

くい」といった口腔機能の低下が改善し

ている者の割合が増加していた。 
【研究②】口腔の状態と１年間の医科およ

び歯科の外来医療費に関する分析では、 
口腔機能が低下している者は年間外来 
医療費が高額であることと関連していた

(OR = 1.244, 95％CI: 1.078 - 1.435）。 
口腔機能の問題と栄養関連指標およびフ

レイルとの関連については、口腔機能が

低下している者は食品摂取の多様性が悪

化すること（0.95，0.92–0.98）、食欲が

低下すること（0.88，0.84–0.93）と有意

に関連していることが明らかになった。

これらのことから、フレイルサイクルに

口腔の問題が与える影響のメカニズム 
（図１）の根拠を得ることができた。 

 
 
【研究③】保健事業と介護予防の一体 
的実施に関する事業参加者において、 
口腔細菌叢中のプレボテラ属の割合 

の増加（口腔細菌叢の悪化）は現在 

歯数(OR:0.946,95%CI:0.915-0.977)、咀 

嚼能力(OR:0.897,95%CI:0.844-0.953)、 

口腔機能の低下(OR:4.194,95%CI:1.519-

11.576)とそれぞれ有意な関連が認められ

た。 
 

D．考察 

【研究①】口腔に関する支援対象者は低

栄養、身体的フレイルのリスクを有する

頻度が高く、口腔以外でもハイリスクな

高齢者が含まれている可能性が高いこと

が明らかとなった。また、口腔に関する

支援対象者は外来の医科、歯科医療費は

低額で、入院医療費は高額であった。 
「口腔に症状があっても歯科外来を受診し

ない・できない」対象者は、同様に医科 
の外来受診もできておらず、入院リスク 
が高い状態にある可能性が示唆された。 

【研究②】口腔機能が低下している者は

低下してない者よりも1年間の外来医療費

が高額であることが明らかになった。こ

のことから口腔機能の低下は口腔以外の

心身機能の低下にも関係していると思わ

れた。今後、口腔機能の低下が心身機能

に与えるメカニズムについて、さらに検

討していく必要がある。また、健康寿命

の延伸に向けて一体的実施の取り組みを

一層強化し、後期高齢者への口腔機能低

下への対応をさらに推進していく必要が

ある。また、後期高齢者

において、口腔機能の問

題と食欲、食品摂取の多

様性の間に有意な関連が

あることが示された。ま

た、口腔機能の問題と食

欲、食品摂取の多様性に

おける関係性が悪循環と

なり、フレイルサイクル

を加速させる可能性が示

唆された。 

【研究③】地域在住の高

齢者において、口腔機能

の低下がプレボテラ属に

関する口腔細菌叢の悪化と関連している

ことが示唆された。本研究結果は、口腔

の支援対象者へのアプローチが、高齢者の

口腔内細菌叢の悪化の早期発見と予防、 

さらには口腔機能の低下対策を含め、全

身の健康の維持改善に貢献する可能性を

示唆するものと思われた。 

 

Ｅ．結論 

愛知県のJIHPOPデータを用いた研究、鳥 

取県の後期高齢者歯科健診とKDBの突合 

データを用いた研究ともに、保健事業と介

護予防の一体的実施に関する口腔の支援 

対象者（口腔機能の低下者）は、医療費 
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の増加、低栄養、身体的フレイルと有意 

な関連があることを示した。また、口腔 

機能の低下と食欲低下、食品摂取の多様 

性悪化における関係性が悪循環となり、 

フレイルサイクルを加速させる可能性が 

示唆された。さらに口腔機能の低下は口 

腔内細菌叢の悪化を介して全身の健康 

に悪影響する可能性も示唆された。 

以上の結果から、口腔の支援対象者は、

「口腔に症状があっても歯科外来を受診

しない・できない」者であり、同様に医

科の外来受診もできておらず、入院リス

クが高い状態にある可能性が示唆された

ことから、保健事業と介護予防の一体的

実施の中で、多職種による健康状態の把

握やアウトリーチ支援の活用が期待され

る。実際、口腔に関する事業実施状況に

着目した検討では、口腔のハイリスクア

プローチを積極的に行っている市町村で

は、歯科受診者が増加し、口腔機能の低

下が改善している者の割合が増加してい

たことから、口腔に関する一体的実施の

効果が推察された。 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金(政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）) 

「「高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施のの推推進進及及びび効効果果検検証証ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施にに係係るる服服薬薬事事業業対対象象者者のの実実態態のの把把握握  

 
研究分担者 平田 匠 東京都健康長寿医療センター研究所 研究部長 

 

 

ＡＡ．．研研究究目目的的  

令和2年度から開始された高齢者の保健事業

と介護予防の一体的実施も5年目に入り、各

市町村で多くの事業が実施されている。し

かし、生活習慣病重症化予防・低栄養・健

康状態不明者などの各種事業が多く実施さ

れる中で、服薬事業については多くの市町

村で取り組めていないのが現状である。 

本研究班では令和2年度から令和4年度にお

ける神奈川県および愛知県後期高齢者医療

広域連合のデータを用いて高齢者の保健事

業と介護予防の一体的実施における各事業

の効果検証を実施しているが、服薬事業を

令和2年度または令和3年度に実施した市町

村は愛知県内1市のみであることから、服薬

事業の効果検証を実施することは現状困難

である。そこで、本分担研究では、前年度

に引き続き、高齢者の保健事業と介護予防

の一体的実施における服薬事業対象者の実

態を明らかにすることで、高齢者の保健事

業における服薬適正化事業のあり方につい

て検討することとした。 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

本研究は愛知県後期高齢者医療広域連合お

よび神奈川県後期高齢者医療広域連合の令

和2年度～令和4年度における加入者を対象

とした横断研究である。服薬（多剤）事業

ならびに服薬（睡眠薬）事業の対象者の実

態を把握する目的で、以下の解析を実施し

た。 

（１）服薬（多剤）事業対象者の実態と他

事業における服薬（多剤）事業実施の可能

性に関する検討 

まず、令和2年度から令和4年度にかけての

服薬（多剤）事業対象者の割合の推移を算

出した。次に、服薬（多剤）事業対象者に

おける高齢者の保健事業と介護予防の一体

的実施に係る他事業（ハイリスクアプロー

チ）の対象者の割合を算出した。さらに、

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

に係る他事業（ハイリスクアプローチ）の

対象者における服薬（多剤）事業対象者の

割合を算出した。 

なお、上記の解析については、愛知県後期

研研究究要要旨旨  

令和2年度から開始された高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施におけるハイリス

クアプローチの各事業の中で、服薬事業は多くの市町村で取り組めていない事業となっ

ており、服薬事業対象者の実態把握が不十分であることがその一因となっている。本分

担研究では、愛知県・神奈川県後期高齢者医療広域連合加入者のデータを用いて、高齢

者の保健事業と介護予防の一体的実施における服薬事業対象者の実態を明らかにした。

その結果、服薬（多剤・睡眠薬）事業の対象者では、身体的フレイルや重症化予防（基

礎疾患フレイル合併）の事業対象になる者が多く、服薬適正化だけでなくフレイル予

防・介護予防に係る他の課題（特に身体活動・疾病管理）への対応が必要であることが

明らかとなった。また、ハイリスクアプローチの他事業において、服薬（睡眠薬）事業

対象者の割合は10%以上（身体的フレイルでは20%以上）存在しており、他事業の対象者

であっても、睡眠薬の適正使用に係る取組を行うことは必要であると考えられた。さら

に、後期高齢者健診受診者全体における直近1年間の転倒者の割合は愛知県・神奈川県

ともに約20%であり、睡眠薬処方者では睡眠薬非処方者と比較して、直近1年間の転倒の

割合が有意に高いことが明らかとなった。高齢者（特に後期高齢者）に対する睡眠薬の

使用は有害事象防止の観点から特に慎重とされるべきであり、特にフレイルが疑われる

睡眠薬処方者に対しては、生活習慣の指導を含めた積極的な服薬適正化の取組を実施す

ることが必要であると考えられた。 
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高齢者医療広域連合の加入者と神奈川県後

期高齢者医療広域連合の加入者にわけて実

施した。 

（２）服薬（睡眠薬）事業対象者の実態と

他事業における服薬（睡眠薬）事業実施の

可能性に関する検討 

まず、令和2年度から令和4年度にかけての

服薬（睡眠薬）事業対象者の割合の推移を

算出した。次に、服薬（睡眠薬）事業対象

者における高齢者の保健事業と介護予防の

一体的実施に係る他事業（ハイリスクアプ

ローチ）の対象者の割合を算出した。さら

に、高齢者の保健事業と介護予防の一体的

実施に係る他事業（ハイリスクアプローチ）

の対象者における服薬（睡眠薬）事業対象

者の割合を算出した。 

なお、上記の解析についても、愛知県後期

高齢者医療広域連合の加入者と神奈川県後

期高齢者医療広域連合の加入者にわけて実

施した。 

（３）後期高齢者健診受診者における睡眠

薬処方と直近1年間の転倒の有無との関連に

関する検討 

全後期高齢者健診受診者ならびに後期高齢

者健診受診者でかつフレイルが疑われる

（後期高齢者質問票で4項目以上健康リスク

ありの回答を行った）者を対象とし、睡眠

薬処方の有無別にみた直近1年の転倒の有無

に関する質問に対する回答状況（人数・割

合）をまとめ、睡眠薬処方者と睡眠薬非処

方者で直近1年の転倒発生割合が異なるかを

カイ二乗検定により検討した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は女子栄養大学研究倫理審査委員会

の承認を受けて実施されている。なお、分

析データセットは提供時に個人情報が匿名

加工されており、本研究で使用したデータ

から特定の個人を同定することはできない。 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果    

本研究の分析対象者の特性を表1に示す。令

和4年度における分析対象者は、愛知県で

1,080,334名（男性41.8%、平均年齢82.4

歳）、神奈川県で1,332,561名（男性41.5%、

平均年齢82.5歳）であり、令和2年度・令和

3年度より対象者数は増加しているが、男女

比や平均年齢に年度による変化は認めなか

った。令和4年度における健診受診率（後期

高齢者質問票の回答割合）は、愛知県で

35.4%（32.9%）、神奈川県で21.5%（19.9%）

となっており、神奈川県では愛知県と比較

して健診受診率が低かったが、両県ともに

令和2年度から令和4年度にかけて健診受診

率は増加していた。また、後期高齢者質問

票の回答者におけるフレイルが疑われる

（後期高齢者質問票で4項目以上健康リスク

ありの回答を行った）者の割合は、愛知

県・神奈川県ともに令和2年度から令和4年

度にかけて減少していた（愛知県：令和2年

度32.6%→令和3年度32.2%→令和4年度31.5%、

神奈川県：令和2年度30.9%→令和3年度

29.4%→令和4年度27.7%）。なお、分析対象

者のうち、約50%が3疾患以上の疾患を有し

ており、この傾向は県や年度で特に変わら

なかった。 

（１）服薬（多剤）事業対象者の実態と他

事業における服薬（多剤）事業実施の可能

性に関する検討 

令和2年度から令和4年度にかけての服薬

（多剤）事業対象者の割合は、愛知県・神

奈川県ともに令和2年度から令和3年度にか

けてわずかに低下したものの、令和3年度か

ら令和4年度にかけては変化を認めなかった

（愛知県：令和2年度3.93%（95%信頼区間：

3.89%-3.97%）→令和3年度3.78%（95%信頼

区間：3.74%-3.81%）→令和4年度3.80%

（95%信頼区間：3.77%-3.84%）、神奈川

県：令和2年度3.06%（95%信頼区間：3.03%-

3.09%）→令和3年度2.98%（95%信頼区間：

2.95%-3.01%）→令和4年度2.98%（95%信頼

区間：2.95%-3.01%））。表2に愛知県にお

ける令和2年度から令和4年度までの服薬

（多剤）事業対象者の有無の分布を示すが、

令和2年度から令和4年度まで継続して服薬

（多剤）事業の対象となる者は全分析対象

者の1.1%（9,440名）にすぎなかった。また、

令和2年度の服薬（多剤）事業対象者35,695

名における令和3年度の服薬（多剤）事業対

象者は16,417名（46.0%）、令和3年度の服

薬（多剤）事業対象者36,936名における令

和4年度の服薬（多剤）事業対象者は15,786

名（42.7%）であり、服薬（多剤）事業を実

施していないにもかかわらず、服薬（多剤）

事業対象者の50%以上が次年度には事業対象

者から外れる実態が明らかとなった。 

次に、服薬（多剤）事業対象者における高

齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に

係る他事業（ハイリスクアプローチ）の対

象者の割合を表3に示す（愛知県：表3-1

（全体）、表3-2（フレイルが疑われる者に

限定）、神奈川県：表3-3（全体）、表3-4
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（フレイルが疑われる者に限定））。服薬

（多剤）事業対象者のうち、身体的フレイ

ルや重症化予防（基礎疾患フレイル合併）

の事業対象となる者の割合が高く（愛知県

（令和4年度）：38.6%（身体的フレイル）、

48.1%（重症化予防（基礎疾患フレイル合

併）、神奈川県（令和4年度）：36.2%（身

体的フレイル）、47.0%（重症化予防（基礎

疾患フレイル合併））、フレイルが疑われ

る者に限定した分析では、その割合が60～

70%まで増加した。 

さらに、高齢者の保健事業と介護予防の一

体的実施に係る他事業（ハイリスクアプロ

ーチ）の対象者における服薬（多剤）事業

対象者の割合を表4に示す（愛知県：表4-1、

神奈川県：表4-2）。高齢者の保健事業と介

護予防の一体的実施に係る他事業の対象者

における服薬（多剤）事業対象者の割合は

高くなく、最も割合が高い重症化予防（基

礎疾患フレイル合併）でも10%を下回る結果

であった（愛知県（令和4年度）：7.0%（全

体）、7.8%（フレイルが疑われる者に限

定）、神奈川県（令和4年度）：5.1%（全

体）、6.0%（フレイルが疑われる者に限

定）。 

（２）服薬（睡眠薬）事業対象者の実態と

他事業における服薬（睡眠薬）事業実施の

可能性に関する検討 

令和2年度から令和4年度にかけての服薬

（睡眠薬）事業対象者の割合は、愛知県で

はほとんど変化なく、神奈川県では令和2年

度から令和4年度にかけて増加傾向を認めた

（愛知県：令和2年度2.62%（95%信頼区間：

2.59%-2.65%）→令和3年度2.60%（95%信頼

区間：2.57%-2.63%）→令和4年度2.60%

（95%信頼区間：2.57%-2.63%）、神奈川

県：令和2年度0.98%（95%信頼区間：0.97%-

1.00%）→令和3年度1.07%（95%信頼区間：

1.05%-1.08%）→令和4年度1.30%（95%信頼

区間：1.28%-1.32%））。表5に愛知県にお

ける令和2年度から令和4年度までの服薬

（睡眠薬）事業対象者の有無の分布を示す

が、令和2年度から令和4年度まで継続して

服薬（睡眠薬）事業の対象となる者は全分

析対象者の2.3%（4,536名）にすぎなかった。

また、令和2年度の服薬（睡眠薬）事業対象

者13,547名における令和3年度の服薬（睡眠

薬）事業対象者は6,660名（49.2%）、令和3

年度の服薬（睡眠薬）事業対象者14,448名

における令和4年度の服薬（睡眠薬）事業対

象者は7,693名（53.2%）であり、服薬（睡

眠薬）事業を実施していないにもかかわら

ず、服薬（睡眠薬）事業対象者の50%近くが

次年度には事業対象者から外れる実態が明

らかとなった。 

次に、服薬（睡眠薬）事業対象者における

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施

に係る他事業（ハイリスクアプローチ）の

対象者の割合を表6に示す（愛知県：表6-1

（全体）、表6-2（フレイルが疑われる者に

限定）、神奈川県：表6-3（全体）、表6-4

（フレイルが疑われる者に限定））。服薬

（睡眠薬）事業対象者のうち、身体的フレ

イルや重症化予防（基礎疾患フレイル合併）

の事業対象となる者の割合が高く（愛知県

（令和4年度）：64.2%（身体的フレイル）、

60.2%（重症化予防（基礎疾患フレイル合

併）、神奈川県（令和4年度）：65.3%（身

体的フレイル）、59.9%（重症化予防（基礎

疾患フレイル合併））、フレイルが疑われ

る者に限定した分析では、その割合がさら

に増加した。 

さらに、高齢者の保健事業と介護予防の一

体的実施に係る他事業（ハイリスクアプロ

ーチ）の対象者における服薬（睡眠薬）事

業対象者の割合を表7に示す（愛知県：表7-

1、神奈川県：表7-2）。高齢者の保健事業

と介護予防の一体的実施に係る他事業の対

象者における服薬（睡眠薬）事業対象者の

割合は、身体的フレイル（愛知県（令和4年

度）：24.0%（全体）、25.5%（フレイルが

疑われる者に限定）、神奈川県（令和4年

度）：22.6%（全体）、23.9%（フレイルが

疑われる者に限定）、重症化予防（基礎疾

患フレイル合併）（愛知県（令和4年度）：

19.3%（全体）、23.1%（フレイルが疑われ

る者に限定）、神奈川県（令和4年度）：

17.2%（全体）、20.7%（フレイルが疑われ

る者に限定））、低栄養（愛知県（令和4年

度）：15.0%（全体）、20.0%（フレイルが

疑われる者に限定）、神奈川県（令和4年

度）：13.0%（全体）、18.3%（フレイルが

疑われる者に限定）の順に高かった。 

（３）後期高齢者健診受診者における睡眠

薬処方と直近1年間の転倒の有無との関連に

関する検討 

後期高齢者健診受診者における睡眠薬処方

の有無別にみた直近1年の転倒の有無に関す

る質問に対する各回答者の人数・割合（愛

知県）を表8に示す（愛知県：表8-1（全

体）、表8-2（フレイルが疑われる者に限

定）、神奈川県：表8-3（全体）、表8-4

（フレイルが疑われる者に限定））。 

後期高齢者健診受診者全体における直近1年
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間の転倒者の割合は愛知県・神奈川県とも

に約20%であり、年度による変化は認めなか

った（愛知県：令和2年度19.5%→令和3年度

19.2%→令和4年度19.2%、神奈川県：令和2

年度17.8%→令和3年度17.2%→令和4年度

17.5%）。一方、フレイルが疑われる後期高

齢者健診受診者に限定すると、直近1年間の

転倒者の割合は約40%まで増加した（愛知

県：令和2年度40.4%→令和3年度39.8%→令

和4年度40.2%、神奈川県：令和2年度37.2%

→令和3年度37.1%→令和4年度38.1%）。ま

た、後期高齢者健診受診者全体において、

睡眠薬処方者では睡眠薬非処方者と比較し

て、直近1年間の転倒の割合が有意に高かっ

た（令和2年度～令和4年度のすべての年度、

両県で同様の結果）。 

 

ＤＤ．．考考察察  

本研究では、高齢者の保健事業と介護予防

の一体的実施における服薬（多剤・睡眠薬）

事業対象者の実態を明らかにした。まず、

服薬（多剤）事業対象者に関しては、各年

度における事業対象者の割合は大きく変わ

らないものの、必ずしも毎年同じ対象者が

服薬（多剤）事業対象者となるわけではな

い（約50%は次年度の事業対象者から外れる）

ことが明らかとなった。事業実施自治体が

愛知県では1市、神奈川県では0市であるこ

とを鑑みると、事業対象者の割合が変化し

ないことは当然の結果といえるが、データ

ヘルス計画において服薬（多剤）事業の評

価指標として「服薬（多剤）に係るハイリ

スク者の割合（＝15剤以上の処方を受けて

いる割合）」が設定されており、この指標

が服薬（多剤）事業のアウトカム評価指標

として妥当かは再考が必要であると思われ

た。また、服薬（多剤）事業対象者では、

身体的フレイルや重症化予防（基礎疾患フ

レイル合併）の事業対象となる者の割合が

高い一方、これらの事業の対象者における

服薬（多剤）事業対象者の割合は低かった。

この結果からは、服薬（多剤）事業の対象

者では、服薬適正化だけでなくフレイル予

防・介護予防に係る他の課題（特に身体活

動・疾病管理）への対応が必要であること、

ならびに、他のハイリスクアプローチの事

業対象者では多剤服薬者が少ないため、服

薬（多剤）事業をほかのハイリスクアプロ

ーチの事業でカバーすることは難しいこと

が明らかとなった。 

次に、服薬（睡眠薬）事業対象者に関して

は、神奈川県で令和2年度から令和4年度に

かけて増加傾向を認めた。これは健診受診

率の増加に伴うものと考えられる。また、

服薬（多剤）事業対象者と同様、服薬（睡

眠薬）事業対象者においても50%近くが次年

度には事業対象者から外れる実態が明らか

となった。また、服薬（睡眠薬）事業対象

者では、服薬（多剤）事業対象者と同様、

身体的フレイルや重症化予防（基礎疾患フ

レイル合併）の事業対象となる者の割合が

半数以上であり、服薬適正化だけでなくフ

レイル予防・介護予防に係る他の課題（特

に身体活動・疾病管理）への対応が必要で

あることが示唆された。また、ほかのハイ

リスクアプローチの事業においても、服薬

（睡眠薬）事業対象者の割合は10%以上（身

体的フレイルでは20%以上）存在しており、

他のハイリスクアプローチの事業対象者で

あっても、睡眠薬の適正使用に係る取組を

行うことが必要であると考えられた。 

最後に、後期高齢者健診受診者全体におけ

る直近1年間の転倒者の割合は愛知県・神奈

川県ともに約20%であり、睡眠薬処方者では

睡眠薬非処方者と比較して、直近1年間の転

倒の割合が有意に高いことが明らかとなっ

た。高齢者（特に後期高齢者）に対する睡

眠薬の使用は有害事象防止の観点から特に

慎重とされるべきものであり、特にフレイ

ルが疑われる場合には、生活習慣の指導を

含めた積極的な服薬適正化の取組を実施す

ることが必要であると考えられた。 

 

ＥＥ．．結結論論  

本分担研究において高齢者の保健事業と介

護予防の一体的実施における服薬事業対象

者の実態を検討し、服薬（多剤・睡眠薬）

事業の対象者では、身体的フレイルに該当

する者が多く、服薬（多剤）事業を実施す

る際には、服薬の適正化に係る取組に加え、

フレイル予防・介護予防に係る他の課題

（特に身体活動・疾病管理）への対応も必

要であることが明らかとなった。また、服

薬（睡眠薬）の事業対象者がハイリスクア

プローチの他事業対象者の10%以上（身体的

フレイルでは20%以上）を占めており、他事

業の対象者であっても、睡眠薬の適正使用

に係る取組を行うことが必要であることが

示唆された。特に、本分担研究の結果で、

後期高齢者健診受診者のうち、睡眠薬処方

者では睡眠薬非処方者と比較して直近1年間

の転倒の割合が有意に高かったことは注目

に値する。転倒に伴うADL低下が要介護への

進行につながる可能性が高いことを考慮す
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ると、フレイル予防・介護予防の観点から

服薬（睡眠薬）事業の積極的な実施が推奨

される。高齢者（特に後期高齢者）に対す

る睡眠薬の使用は有害事象防止の観点から

特に慎重とされるべきとされており、特に

フレイルが疑われる睡眠薬処方者に対して

は、生活習慣の指導を含めた積極的な服薬

適正化の取組を実施することが必要である。 

現状、高齢者の保健事業と介護予防の一体

的実施におけるハイリスクアプローチの各

事業の中で、服薬（多剤・睡眠薬）事業は

多くの市町村で取り組めていないが、今後

は同事業における実施上の課題をより明確

にし、その解決策を提案することで服薬事

業の推進を図る必要がある。 
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潤二, 内田 智絵, 久保田 芳美, 久保 佐智

美, 東山 綾, 杉山 大典, 宮本 恵宏, 岡村 

智教. 神戸研究NEXT第3報：主観的・客観的

睡眠指標とNT-proBNP高値との関連. 第83回

日本公衆衛生学会総会（2024.10.31, 札幌

（ポスター）） 

15) 宮嵜 潤二, 平田 あや, 桑原 和代, 久

保田 芳美, 西田 陽子, 久保 佐智美, 川田 

陽子, 平田 匠, 東山 綾, 門田 文, 杉山  

大典, 西川 智文, 宮松 直美, 宮本 恵宏, 

岡村 智教. 都市一般住民における睡眠時の

無呼吸の頻度と高血圧との関連：神戸研究. 

第83回日本公衆衛生学会総会（2024.10.31, 

札幌（ポスター）） 

16) 奥山 拓郎, 福田 吉治, 石崎 達郎, 稲

垣 宏樹, 吉田 祐子, 権藤 恭之, 神出 計, 

平田 匠. 難聴高齢者における補聴器の使用

と認知機能の関連：SONIC研究. 第83回日本

公衆衛生学会総会（2024.10.30, 札幌（ポ

スター）） 

17) 矢野 翔平, 光武 誠吾, 平田 匠. 高齢

入院患者の入院中における誤嚥性肺炎発症

の関連要因の検討. 第83回日本公衆衛生学

会総会（2024.10.29, 札幌（ポスター）） 

18) 八田 薫, 赤木 優也, 呉代 華容, 樺山 
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舞, 木戸 倫子, 赤坂 憲, 鷹見 洋一, 山本 

浩一, 平田 匠, 神出 計. 地域在住高齢者

における降圧薬服薬年数別にみた認知機能

への影響の検討. 第46回日本高血圧学会総

会（2024.10.12, 口演, 福岡（口演）） 

19) 佐々木 貴史, 田高 周, 平田 匠, 西本 

祥仁, 色本 涼, 阿部 由紀子, 塩濱 愛子, 

城田 松之, 元池 育子, 田宮 元, 木下 賢

吾, 山本 雅之, ラチシェバ ナターシャ,  

レドサム ジョセフ, 加山 博規, 武林 亨, 

岡野 栄之, 末松 誠, 小﨑 健次郎, 広瀬  

信義, 新井 康通. Genetic determinants of 

centenarian longevity are associated 

with multiple age-related diseases and 

a longer healthspan. 日本人類遺伝学会第

69回大会（2024.10.10, 札幌（口演）） 

20) 増井 幸恵, 権藤 恭之, 安元 佐織, 中

川 威, 小川 まどか, 吉田 祐子, 稲垣 宏樹, 

井藤 佳恵, 池邉 一典, 神出 計, 平田 匠. 

性格特性と100歳到達希望の関連に対する老

年的超越の媒介効果の検討. 日本心理学会第

88回大会（2024.9.6, 熊本（ポスター）） 

21) 大田 崇央, 大須賀 洋祐, 大丸 香, 大

村 千晶, 小島 成実, 志田 隆史, 畑中 翔, 

出口 直樹, 飯塚 あい, 北郷 萌, 平田 匠, 

井藤 佳恵, 丸尾 和司, 笹井 浩行. プレフ

レイル高齢者に対するmHealthアプリのフレ

イル表現型得点に対する探索的私見：研究

プロトコル. 第78回日本体力医学会大会

（2024.9.2～2024.9.4, 佐賀（ポスター）） 

22) 新井 康通, 古橋 ミエ, 佐々木 貴史, 

阿部 由紀子, 平田 匠. 超高齢者における

白血球テロメア長と動脈硬化危険因子、血

液バイオマーカーの関連：The Kawasaki 

Aging & Wellbeing Project. 第56回日本動

脈硬化学会総会・学術集会（2024.7.7, 神

戸（ポスター）） 

 

ＧＧ．．知知的的財財産産権権のの出出願願・・登登録録状状況況  

  （予定を含む。） 

1. 特許取得 

なし 

2. 実用新案登録 

なし 

3. その他 

なし 
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表表11：：分分析析対対象象者者のの特特性性  

 

 

連続変数は平均値（標準偏差）、カテゴリ変数は対象者数（割合）で表示 

 

表表22：：令令和和22年年度度～～令令和和44年年度度ににおおけけるる服服薬薬（（多多剤剤））事事業業対対象象のの有有無無のの推推移移（（愛愛知知県県））  

 

 

愛知県
令和2年度 令和3年度 令和4年度

分析対象者数, n 999,560 1,030,081 1,080,334
性別, 男性, n (%) 416,869 (41.7%) 430,049 (41.8%) 451,717 (41.8%)
年齢（歳） 82.4 (5.6) 82.4 (5.7) 82.4 (5.7)
当該年度健診受診, あり, n (%) 341,378 (34.2%) 353,685 (34.3%) 382,710 (35.4%)
 当該年度質問票回答, あり, n (%) 314,379 (31.5%) 331,246 (32.2%) 355,594 (32.9%)
  当該年度質問票4項⽬以上該当, あり, n (%) 102,592 (10.3%) 106,631 (10.4%) 111,919 (10.4%)
慢性疾患併存数
 0疾患, n (%) 154,073 (15.4%) 154,989 (15.0%) 160,647 (14.9%)
 1疾患, n (%) 172,030 (17.2%) 178,669 (17.4%) 187,183 (17.3%)
 2疾患, n (%) 195,243 (19.5%) 202,613 (19.7%) 210,932 (19.5%)
 3疾患, n (%) 176,894 (17.7%) 182,054 (17.7%) 191,763 (17.7%)
 4疾患, n (%) 131,835 (13.2%) 136,163 (13.2%) 143,099 (13.3%)
 5疾患以上, n (%) 169,485 (17.0%) 175,593 (17.0%) 186,710 (17.3%)

神奈川県
令和2年度 令和3年度 令和4年度

分析対象者数, n 1,227,624 1,267,853 1,332,561
性別, 男性, n (%) 508,672 (41.4%) 525,667 (41.5%) 553,607 (41.5%)
年齢（歳） 82.4 (5.6) 82.5 (5.7) 82.5 (5.8)
当該年度健診受診, あり, n (%) 185,361 (15.1%) 227,093 (17.9%) 286,913 (21.5%)
 当該年度質問票回答, あり, n (%) 168,018 (13.7%) 200,389 (15.8%) 264,906 (19.9%)
  当該年度質問票4項⽬以上該当, あり, n (%) 51,894 (4.2%) 58,953 (4.7%) 73,427 (5.5%)
慢性疾患併存数
 0疾患, n (%) 200,193 (16.3%) 200 426 (15.8%) 206,307 (15.5%)
 1疾患, n (%) 205,380 (16.7%) 212,159 (16.7%) 222,240 (16.7%)
 2疾患, n (%) 232,648 (18.9%) 241,404 (19.1%) 252,683 (18.9%)
 3疾患, n (%) 213,097 (17.4%) 220,945 (17.4%) 232,696 (17.5%)
 4疾患, n (%) 163,176 (13.3%) 169,964 (13.4%) 179,476 (13.5%)
 5疾患以上, n (%) 213,130 (17.4%) 222,955 (17.6%) 239,159 (17.9%)

令和2年度 令和3年度 令和4年度 対象者数
（＋） （＋） （＋） 9,440
（＋） （＋） （−） 6,977
（＋） （−） （＋） 4,237
（＋） （−） （−） 15,041
（−） （＋） （＋） 6,346
（−） （＋） （−） 14,173
（−） （−） （＋） 16,345
（−） （−） （−） 813,255

885,814
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表表33--11：：服服薬薬（（多多剤剤））事事業業対対象象者者全全体体ににおおけけるる他他事事業業のの基基準準該該当当者者のの人人数数・・割割合合（（愛愛知知県県））  

 

 

 

 

表表33--22：：フフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの服服薬薬（（多多剤剤））事事業業対対象象者者ににおおけけるる他他

事事業業のの基基準準該該当当者者のの人人数数・・割割合合（（愛愛知知県県））  

 

 

 

 

表表33--33：：服服薬薬（（多多剤剤））事事業業対対象象者者全全体体ににおおけけるる他他事事業業のの基基準準該該当当者者のの人人数数・・割割合合（（神神奈奈川川県県））  

 

 

 

 

全体 令和2年度 令和3年度 令和4年度
プログラム名 （11,779名） （11,835名） （12,763名）
低栄養 554 (4.7%) 529 (4.5%) 572 (4.5%)
⼝腔 1,952 (16.6%) 1,642 (13.9%) 1,659 (13.0%)
⾝体的フレイル 4,601 (39.1%) 4,505 (38.1%) 4,923 (38.6%)
重症化予防（コントロール不良） 76 (0.7%) 84 (0.7%) 86 (0.7%)
重症化予防（治療中断） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 5,884 (50.0%) 5,750 (48.6%) 6,141 (48.1%)
重症化予防（腎機能不良） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

質問票4項⽬以上 令和2年度 令和3年度 令和4年度
プログラム名 （5,950名） （5,823名） （6,211名）
低栄養 459 (7.7%) 428 (7.4%) 471 (7.6%)
⼝腔 1,540 (25.9%) 1,247 (21.4%) 1,270 (20.5%)
⾝体的フレイル 3,842 (64.6%) 3,704 (63.6%) 4,027 (64.8%)
重症化予防（コントロール不良） 34 (0.6%) 36 (0.6%) 38 (0.6%)
重症化予防（治療中断） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 4,350 (73.1%) 4,141 (71.1%) 4,433 (71.4%)
重症化予防（腎機能不良） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

全体 令和2年度 令和3年度 令和4年度
プログラム名 （4,384名） （5,007名） （6,547名）
低栄養 191 (4.4%) 229 (4.6%) 305 (4.7%)
⼝腔 747 (17.0%) 713 (14.2%) 839 (12.8%)
⾝体的フレイル 1,595 (36.4%) 1,816 (36.3%) 2,367 (36.2%)
重症化予防（コントロール不良） 28 (0.6%) 32 (0.6%) 31 (0.5%)
重症化予防（治療中断） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 2,110 (48.1%) 2,377 (47.5%) 3,076 (47.0%)
重症化予防（腎機能不良） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
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表表33--44：：フフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの服服薬薬（（多多剤剤））事事業業対対象象者者ににおおけけるる他他

事事業業のの基基準準該該当当者者のの人人数数・・割割合合（（神神奈奈川川県県））  

 

 

 

表表44--11：：他他事事業業のの対対象象者者全全体体おおよよびびフフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの他他事事業業のの

対対象象者者ににおおけけるる服服薬薬（（多多剤剤））事事業業対対象象者者のの人人数数・・割割合合（（愛愛知知県県））  

 

 

 

表表44--22：：他他事事業業のの対対象象者者全全体体おおよよびびフフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの他他事事業業のの

対対象象者者ににおおけけるる服服薬薬（（多多剤剤））事事業業対対象象者者のの人人数数・・割割合合（（神神奈奈川川県県））  

 

 

質問票4項⽬以上 令和2年度 令和3年度 令和4年度
プログラム名 （2,162名） （2,411名） （3,059名）
低栄養 158 (7.3%) 187 (7.8%) 245 (8.0%)
⼝腔 570 (26.4%) 521 (21.6%) 618 (20.2%)
⾝体的フレイル 1,335 (61.8%) 1,499 (62.2%) 1,894 (61.9%)
重症化予防（コントロール不良） 14 (0.7%) 16 (0.7%) 15 (0.5%)
重症化予防（治療中断） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 1,541 (71.3%) 1,743 (72.3%) 2,188 (71.5%)
重症化予防（腎機能不良） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

全体
プログラム名 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数
低栄養 11,478 554 (4.8%) 11,730 529 (4.5%) 12,662 572 (4.5%)
⼝腔 49,941 1,952 (3.9%) 47,223 1,642 (3.5%) 46,916 1,659 (3.5%)
⾝体的フレイル 67,551 4,601 (6.8%) 69,281 4,505 (6.5%) 75,175 4,923 (6.6%)
重症化予防（コントロール不良） 7,448 76 (1.0%) 8,401 84 (1.0%) 9,086 86 (1.0%)
重症化予防（治療中断） 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 81,554 5,884 (7.2%) 82,693 5,750 (7.0%) 87,527 6,141 (7.0%)
重症化予防（腎機能不良） 270 0 (0.0%) 221 0 (0.0%) 220 0 (0.0%)

質問票4項⽬以上
プログラム名 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数
低栄養 8,382 459 (5.5%) 8,453 428 (5.1%) 8,956 471 (5.3%)
⼝腔 32,523 1,540 (4.7%) 29,959 1,247 (4.2%) 29,252 1,270 (4.3%)
⾝体的フレイル 53,054 3,842 (7.2%) 53,948 3,704 (6.9%) 58,103 4,027 (6.9%)
重症化予防（コントロール不良） 2,048 34 (1.7%) 2,293 36 (1.6%) 2,384 38 (1.6%)
重症化予防（治療中断） 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 53,489 4,350 (8.1%) 53,757 4,141 (7.7%) 56,707 4,433 (7.8%)
重症化予防（腎機能不良） 125 0 (0.0%) 97 0 (0.0%) 89 0 (0.0%)

令和4年度

令和4年度

令和3年度

令和3年度

令和2年度

令和2年度

全体
プログラム名 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数
低栄養 5,741 191 (3.3%) 6,484 229 (3.5%) 9,020 305 (3.4%)
⼝腔 26,176 747 (2.9%) 27,825 713 (2.6%) 32,370 839 (2.6%)
⾝体的フレイル 33,326 1,595 (4.8%) 38,362 1,816 (4.7%) 50,138 2,367 (4.7%)
重症化予防（コントロール不良） 4,525 28 (0.6%) 5,722 32 (0.6%) 7,767 31 (0.4%)
重症化予防（治療中断） 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 41,602 2,110 (5.1%) 46,792 2,377 (5.1%) 60,141 3,076 (5.1%)
重症化予防（腎機能不良） 132 0 (0.0%) 128 0 (0.0%) 125 0 (0.0%)

質問票4項⽬以上
プログラム名 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数
低栄養 4,099 158 (3.9%) 4,496 187 (4.2%) 5,951 245 (4.1%)
⼝腔 16,122 570 (3.5%) 16,347 521 (3.2%) 18,599 618 (3.3%)
⾝体的フレイル 25,211 1,335 (5.3%) 28,505 1,499 (5.3%) 36,283 1,894 (5.2%)
重症化予防（コントロール不良） 1,118 14 (1.3%) 1,371 16 (1.2%) 1,827 15 (0.8%)
重症化予防（治療中断） 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 26,326 1,541 (5.9%) 29,176 1,743 (6.0%) 36,379 2,188 (6.0%)
重症化予防（腎機能不良） 52 0 (0.0%) 43 0 (0.0%) 47 0 (0.0%)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度
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表表55：：令令和和22年年度度～～令令和和44年年度度ににおおけけるる服服薬薬（（睡睡眠眠薬薬））事事業業対対象象のの有有無無のの推推移移（（愛愛知知県県））  

 

 

 

 

表表66--11：：服服薬薬（（睡睡眠眠薬薬））事事業業対対象象者者全全体体ににおおけけるる他他事事業業のの基基準準該該当当者者のの人人数数・・割割合合（（愛愛知知県県））  

 

 

 

 

表表66--22：：フフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの服服薬薬（（睡睡眠眠薬薬））事事業業対対象象者者ににおおけけるる

他他事事業業のの基基準準該該当当者者のの人人数数・・割割合合（（愛愛知知県県））  

 

 

 

 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 対象者数
（＋） （＋） （＋） 4,536
（＋） （＋） （−） 2,124
（＋） （−） （＋） 1,778
（＋） （−） （−） 5,109
（−） （＋） （＋） 3,157
（−） （＋） （−） 4,631
（−） （−） （＋） 6,904
（−） （−） （−） 171,083

199,322

全体 令和2年度 令和3年度 令和4年度
プログラム名 （26,205名） （26,800名） （28,051名）
低栄養 1,871 (7.1%) 1,797 (6.7%) 1,895 (6.8%)
⼝腔 6,598 (25.2%) 5,828 (21.8%) 5,461 (19.5%)
⾝体的フレイル 17,110 (65.3%) 17,152 (64.0%) 18,011 (64.2%)
重症化予防（コントロール不良） 362 (1.4%) 389 (1.5%) 392 (1.4%)
重症化予防（治療中断） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 16,184 (61.8%) 16,160 (60.3%) 16,895 (60.2%)
重症化予防（腎機能不良） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)

質問票4項⽬以上 令和2年度 令和3年度 令和4年度
プログラム名 （19,814名） （20,214名） （20,895名）
低栄養 1,792 (9.0%) 1,706 (8.4%) 1,793 (8.6%)
⼝腔 6,198 (31.3%) 5,445 (26.9%) 5,040 (24.1%)
⾝体的フレイル 14,261 (72.0%) 14,165 (70.1%) 14,808 (70.9%)
重症化予防（コントロール不良） 280 (1.4%) 308 (1.5%) 286 (1.4%)
重症化予防（治療中断） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 12,736 (64.3%) 12,607 (62.4%) 13,080 (62.6%)
重症化予防（腎機能不良） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
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表表66--33：：服服薬薬（（睡睡眠眠薬薬））事事業業対対象象者者全全体体ににおおけけるる他他事事業業のの基基準準該該当当者者のの人人数数・・割割合合        

（（神神奈奈川川県県））  

 

 

 

表表66--44：：フフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの服服薬薬（（睡睡眠眠薬薬））事事業業対対象象者者ににおおけけるる

他他事事業業のの基基準準該該当当者者のの人人数数・・割割合合（（神神奈奈川川県県））  

 

 

 

表表77--11：：他他事事業業のの対対象象者者全全体体おおよよびびフフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの他他事事業業のの

対対象象者者ににおおけけるる服服薬薬（（睡睡眠眠薬薬））事事業業対対象象者者のの人人数数・・割割合合（（愛愛知知県県））  

 

 

全体 令和2年度 令和3年度 令和4年度
プログラム名 （12,067名） （13,503名） （17,311名）
低栄養 795 (6.6%) 878 (6.5%) 1,168 (6.8%)
⼝腔 2,833 (23.5%) 2,770 (20.5%) 3,189 (18.4%)
⾝体的フレイル 7,703 (63.8%) 8,845 (65.5%) 11,309 (65.3%)
重症化予防（コントロール不良） 169 (1.4%) 220 (1.6%) 282 (1.6%)
重症化予防（治療中断） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 7,243 (60.0%) 8,041 (59.6%) 10,367 (59.9%)
重症化予防（腎機能不良） 0 (0.0%) 2 (0.0%) 2 (0.0%)

質問票4項⽬以上 令和2年度 令和3年度 令和4年度
プログラム名 （8,911名） （9,828名） （12,164名）
低栄養 756 (8.5%) 826 (8.4%) 1,087 (8.9%)
⼝腔 2,610 (29.3%) 2,554 (26.0%) 2,896 (23.8%)
⾝体的フレイル 6,191 (69.5%) 6,940 (70.6%) 8,682 (71.4%)
重症化予防（コントロール不良） 101 (1.1%) 149 (1.5%) 184 (1.5%)
重症化予防（治療中断） 0 (0.0%) 0 (0.0%) 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 5,524 (62.0%) 6,051 (61.6%) 7,516 (61.8%)
重症化予防（腎機能不良） 1 (0.0%) 2 (0.0%) 2 (0.0%)

全体
プログラム名 対象者数 睡眠薬事業対象者数 対象者数 睡眠薬事業対象者数 対象者数 睡眠薬事業対象者数
低栄養 11,478 1,871 (16.3%) 11,730 1,797 (15.3%) 12,662 1,895 (15.0%)
⼝腔 49,941 6,598 (13.2%) 47,223 5,828 (12.3%) 46,916 5,461 (11.6%)
⾝体的フレイル 67,551 17,110 (25.3%) 69,281 17,152 (24.8%) 75,175 18,011 (24.0%)
重症化予防（コントロール不良） 7,448 362 (4.9%) 8,401 389 (4.6%) 9,086 392 (4.3%)
重症化予防（治療中断） 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 81,554 16,184 (19.8%) 82,693 16,160 (19.5%) 87,527 16,895 (19.3%)
重症化予防（腎機能不良） 270 0 (0.0%) 221 0 (0.0%) 220 0 (0.0%)

質問票4項⽬以上
プログラム名 対象者数 睡眠薬事業対象者数 対象者数 睡眠薬事業対象者数 対象者数 睡眠薬事業対象者数
低栄養 8,382 1,792 (21.4%) 8,453 1,706 (20.2%) 8,956 1,793 (20.0%)
⼝腔 32,523 6,198 (19.1%) 29,959 5,445 (18.2%) 29,252 5,040 (17.2%)
⾝体的フレイル 53,054 14,261 (26.9%) 53,948 14,165 (26.3%) 58,103 14,808 (25.5%)
重症化予防（コントロール不良） 2,048 280 (13.7%) 2,293 308 (13.4%) 2,384 286 (12.0%)
重症化予防（治療中断） 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 53,489 12,736 (23.8%) 53,757 12,607 (23.5%) 56,707 13,080 (23.1%)
重症化予防（腎機能不良） 125 0 (0.0%) 97 0 (0.0%) 89 0 (0.0%)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度
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表表77--22：：他他事事業業のの対対象象者者全全体体おおよよびびフフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの他他事事業業のの

対対象象者者ににおおけけるる服服薬薬（（睡睡眠眠薬薬））事事業業対対象象者者のの人人数数・・割割合合（（神神奈奈川川県県））  

 

 

 

 

 

 

表表88--11：：後後期期高高齢齢者者健健診診受受診診者者全全体体ににおおけけるる睡睡眠眠薬薬処処方方のの有有無無別別ににみみたた直直近近11年年のの転転倒倒のの有有無無にに

関関すするる質質問問にに対対すするる各各回回答答者者のの人人数数・・割割合合（（愛愛知知県県））  

 

 

 

 

全体
プログラム名 対象者数 睡眠薬事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 睡眠薬事業対象者数
低栄養 5,741 795 (13.9%) 6,484 878 (13.5%) 9,020 1,168 (13.0%)
⼝腔 26,176 2,833 (10.8%) 27,825 2,770 (10.0%) 32,370 3,189 (9.9%)
⾝体的フレイル 33,326 7,703 (23.1%) 38,362 8,845 (23.1%) 50,138 11,309 (22.6%)
重症化予防（コントロール不良） 4,525 169 (3.7%) 5,722 220 (3.8%) 7,767 282 (3.6%)
重症化予防（治療中断） 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 41,602 7,243 (17.4%) 46,792 8,041 (17.2%) 60,141 10,367 (17.2%)
重症化予防（腎機能不良） 132 1 (0.8%) 128 2 (1.6%) 125 2 (1.6%)

質問票4項⽬以上
プログラム名 対象者数 睡眠薬事業対象者数 対象者数 多剤事業対象者数 対象者数 睡眠薬事業対象者数
低栄養 4,099 756 (18.4%) 4,496 826 (18.4%) 5,951 1,087 (18.3%)
⼝腔 16,122 2,610 (16.2%) 16,347 2,554 (15.6%) 18,599 2,896 (15.6%)
⾝体的フレイル 25,211 6,191 (24.6%) 28,505 6,940 (24.4%) 36,283 8,682 (23.9%)
重症化予防（コントロール不良） 1,118 101 (9.0%) 1,371 149 (10.9%) 1,827 184 (10.1%)
重症化予防（治療中断） 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%) 0 0 (0.0%)
重症化予防（基礎疾患フレイル合併） 26,326 5,524 (21.0%) 29,176 6,051 (20.7%) 36,379 7,516 (20.7%)
重症化予防（腎機能不良） 52 1 (1.9%) 43 2 (4.7%) 47 2 (4.3%)

令和2年度 令和3年度 令和4年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度

あり なし 未回答
あり 19,752 (22.8%) 66,153 619 86,524
なし 41,703 (18.3%) 184,507 1,645 227,855

61,455 (19.5%) 250,660 2,264 314,379

あり なし 未回答
あり 19,836 (22.2%) 68,729 621 89,186
なし 43,627 (18.0%) 197,038 1,395 242,060

63,463 (19.2%) 265,767 2,016 331,246

あり なし 未回答
あり 20,895 (22.5%) 71,309 529 92,773
なし 47,402 (18.0%) 214,038 1,421 262,861

68,297 (19.2%) 285,347 1,950 355,594

全体（令和4年度）
転倒

合計

睡眠薬処⽅

合計

合計

全体（令和3年度）
転倒

合計

睡眠薬処⽅

全体（令和2年度）
転倒

合計

睡眠薬処⽅

合計
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表表88--22：：後後期期高高齢齢者者健健診診受受診診かかつつフフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの者者ににおおけけるる

睡睡眠眠薬薬処処方方のの有有無無別別ににみみたた直直近近11年年のの転転倒倒のの有有無無にに関関すするる質質問問にに対対すするる各各回回答答者者のの人人数数・・割割合合

（（愛愛知知県県））  

 

 

 

表表88--33：：後後期期高高齢齢者者健健診診受受診診者者全全体体ににおおけけるる睡睡眠眠薬薬処処方方のの有有無無別別ににみみたた直直近近11年年のの転転倒倒のの有有無無にに

関関すするる質質問問にに対対すするる各各回回答答者者のの人人数数・・割割合合（（神神奈奈川川県県））  

 

 

あり なし 未回答
あり 14,485 (41.5%) 20,317 114 34,916
なし 26,965 (39.8%) 40,528 183 67,676

41,450 (40.4%) 60,845 297 102,592

あり なし 未回答
あり 14,445 (40.9%) 20,777 136 35,358
なし 27,968 (39.2%) 43,097 208 71,273

42,413 (39.8%) 63,874 344 106,631

あり なし 未回答
あり 15,027 (41.3%) 21,234 118 36,379
なし 29,969 (39.7%) 45,327 244 75,540

44,996 (40.2%) 66,561 362 111,919

転倒
合計

睡眠薬処⽅

合計

質問票4項⽬以上
（令和2年度）

質問票4項⽬以上
（令和3年度）

転倒
合計

転倒
合計

睡眠薬処⽅

合計

睡眠薬処⽅

合計

質問票4項⽬以上
（令和4年度）

あり なし 未回答
あり 8,989 (20.5%) 34,738 74 43,801
なし 20,998 (16.9%) 103,057 162 124,217

29,987 (17.8%) 137,795 236 168,018

あり なし 未回答
あり 10,139 (20.1%) 40,285 86 50,510
なし 24,352 (16.3%) 125,230 297 149,879

34,491 (17.2%) 165,515 383 200,389

あり なし 未回答
あり 13,092 (20.2%) 51,775 85 64,952
なし 33,199 (16.6%) 166,451 304 199,954

46,291 (17.5%) 218,226 389 264,906

全体（令和4年度）
転倒

合計

睡眠薬処⽅

合計

合計

全体（令和3年度）
転倒

合計

睡眠薬処⽅

全体（令和2年度）
転倒

合計

睡眠薬処⽅

合計
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表表88--44：：後後期期高高齢齢者者健健診診受受診診かかつつフフレレイイルル疑疑いい（（後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票44項項目目以以上上））のの者者ににおおけけるる

睡睡眠眠薬薬処処方方のの有有無無別別ににみみたた直直近近11年年のの転転倒倒のの有有無無にに関関すするる質質問問にに対対すするる各各回回答答者者のの人人数数・・割割合合

（（神神奈奈川川県県））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あり なし 未回答
あり 6,343 (37.8%) 10,387 38 16,768
なし 12,981 (37.0%) 22,103 42 35,126

19,324 (37.2%) 32,490 80 51,894

あり なし 未回答
あり 7,055 (38.0%) 11,514 19 18,588
なし 14,829 (36.7%) 25,484 52 40,365

21,884 (37.1%) 36,998 71 58,953

あり なし 未回答
あり 8,770 (38.5%) 13,967 17 22,754
なし 19,212 (37.9%) 31,430 31 50,673

27,982 (38.1%) 45,397 48 73,427

質問票4項⽬以上
（令和2年度）

転倒
合計

睡眠薬処⽅

合計

合計

睡眠薬処⽅

睡眠薬処⽅

合計

質問票4項⽬以上
（令和4年度）

転倒
合計

合計

質問票4項⽬以上
（令和3年度）

転倒
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厚生労働行政推進調査事業補助金(政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）) 

「「高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施のの推推進進及及びび効効果果検検証証ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名 一体的実施事業の有用性の検証： 自治体の一体的実施報告書ストラ

クチャーシート得点とフレイル、介護等との関連～JIHPOP Databaseを用いて～ 

 

 

研究分担者 飯島勝矢 東京大学 高齢社会総合研究機構 機構長 
東京大学 未来ビジョン研究センター 教授 

研究協力者 田中友規 東京大学 高齢社会総合研究機構 特任助教 

研究協力者 吉澤裕世 東京大学 高齢社会総合研究機構 協力研究員 
順天堂大学 国際教養学部 准教授 

研究要旨 

 本研究では、神奈川県および愛知県の健診・医療・介護レセプトデータを統合した

一体的データーベース（JIHPOP）を活用し、主に本質問票を基にしたハイリスク傾向

の事業対象者の選定基準（フレイル傾向、身体的フレイル、口腔機能低下、低栄養、

フレイルの社会的側面）の妥当性を検証した。具体的には、要介護認定や医療費・介

護費との関連性を明らかにするため、以下の2点について検討を行った。 

①①  後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票おおよよびびKKDDBB活活用用支支援援ツツーールルのの予予測測妥妥当当性性のの検検証証  

令和2～4年度の神奈川県、愛知県のJIHPOPデータのうち、質問票未回答者および後

期高齢者資格喪失者、健診受診時点で要介護認定者を除いた629,455名（測定

1,256,250回）を対象とし、質問票によるフレイル傾向の評価と医療費・介護費との関

連性を検討した。その結果、質問票から推定されたフレイル傾向は、より高額な医

療・介護費と関連していることが示された。さらに、要介護新規認定および介護給付

費の増額とも関連が認められた。また、KDB活用支援ツールにより抽出された身体的フ

レイル、口腔機能低下、低栄養の併存が要介護新規認定の高いハザード比と関連して

いた。同様に、身体的フレイルと慢性疾患重症化予防対象の併存や、フレイルの社会

的側面併存するほど、要介護新規認定との関連が強まることが明らかとなった。 

②②  一一体体的的実実施施事事業業のの有有用用性性のの検検証証（（自自治治体体のの一一体体的的実実施施報報告告書書のの総総得得点点ととフフレレイイルル傾傾

向向、、支支援援ツツーールルにによよるる事事業業対対象象者者割割合合ととのの関関連連））  

実績報告書に基づき、実施体制、ハイリスクアプローチの有無、ポピュレーションア

プローチの有無など、各自治体のプロセス・ストラクチャーを評価するための指標（ス

トラクチャーシート）を本研究班で開発した。本研究では、ストラクチャーシートの総

得点による3群と、質問票で評価したフレイル傾向との関連性を検討した。その結果、

一体的実施に取り組んで来なかった自治体では、フレイル傾向が有意に高いことが示さ

れた。一方で、要介護新規認定率については、ストラクチャーシートの得点が高く一体

的実施に積極的に取り組んでいる自治体のほうがむしろ高いことが明らかとなった。 

ままととめめ  

本質問票を用いて評価したフレイル傾向や一体的実施の事業対象者は、高い介護新

規認定リスクや介護給付費の増額と関連していた。また、一体的実施に取り組む自治

体では、フレイル傾向の該当者が有意に増加しにくい傾向にあったが、ストラクチャ

ーシートの総得点が高い自治体ではむしろ要介護新規認定率が高いことが示された。

以上より、一体的実施に取り組んでいるような自治体では積極的な事業実施により、

フレイルの早期発見・予防が促進され、課題を抱える高齢者を早期に特定し、適切な

支援につなげている可能性が示唆された。 
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Ａ．研究目的 

令和2年度より高齢者の保健事業と介護

予防の一体的実施推進が実施され、その中

において後期高齢者の15問質問票が健康診

断や地域医療現場、介護予防事業現場等と

幅広いフィールドで活用されている。この

後期高齢者の質問票は従来、特定健診に用

いられてきた質問票と比較すると、より高

齢者の生活機能に即した内容で構成されて

おり、高齢者の保健事業と介護予防事業の

橋渡しとして有用である可能性が期待で

きる。 

今回、２つの広域連合（神奈川県・愛知

県）より提供を受けた一体的データーベー

ス（JIHPOP）を活用し、フレイルの観点か

ら後期高齢者の質問票やKDB活用支援ツー

ルから選定されたフレイル傾向の有無、身

体的フレイル、口腔機能低下、低栄養、フ

レイルの社会的側面と介護認定・医療費・

介護費等への妥当性や有効性の検証を行っ

た。 

 さらに、本研究班で開発した実績報告書

に基づく各自治体の一体的実施実施状況の

プロセス・ストラクチャーを評価するため

の指標（ストラクチャーシート）の有用性

を検証するため、本研究では、ストラクチ

ャーシートの総得点による4群と、質問票で

評価したフレイル傾向との関連性を検討し

た。 

 

ＢＢ．．研研究究方方法法  

１.質問票の妥当性の検証（JIHPOPのおける

フレイル傾向と介護給付費との関連） 

 

対象は令和2～4年度の神奈川県、愛知県

のJIHPOPデータのうち、質問票未回答者お

よび後期高齢者資格喪失者、健診受診時点

で要介護認定者を除いた629,455名（測定

1,256,250回）である。アウトカムは介護給

付費、医療費とした。フレイル状態は15問

中2～3点をプレフレイル、4～6点をフレイ

ル、7点以上を重度フレイル群とした。年齢、

性別、ody mass index、チャールソン併存

疾患指数を調整変数とし、一般化線形混合

モデル（負の二項分布・反復測定）を用い

て推定平均費用（増額）、調整コスト比を

算出した。 

 

２.質問票の妥当性の検証（身体的フレイル

と低栄養・口腔機能低下・慢性疾患重症化

予防対象・フレイルの社会的側面と要介護

新規認定の関連） 

 

対象は１と同様である。KDB活用支援ツー

ルから抽出された身体的フレイルと低栄

養・口腔機能低下およびこれらの併存状況

を介護認定、医療費・介護費との関連を検

討した。さらに、身体的フレイルと慢性疾

患重症化予防対象の併存や、身体的フレイ

ルとフレイルの社会的側面との関連も同様

に検討した。関連性の検討には、一般化推

定方程式（負の二項分布、反復測定）を用

い、年齢、性別、Body mass index、チャー

ルソン併存疾患指数、測定回数で調整した

推定平均費用（増額）やオッズ比と95%信頼

区間を算出した。 

 

３．自治体の一体的実施報告書の総得点と

フレイル傾向、支援ツールによる事業対象

者割合との関連 

 

対象は１と同様であり、87自治体のデー

タを解析した。令和2年度から令和4年度の3

年間の実施報告書に基づき、一体的実施の

総得点を算出し、未実施自治体と３年間の

総点数を三分位による３群の計４群で比較

した。関連性の検討には、一般化推定方程

式（反復測定）を用い、年齢、性別、Body 

mass index、チャールソン併存疾患指数、

測定回数で調整したオッズ比と95%信頼区間

を算出した。 

 

ＣＣ．．研研究究結結果果    

１.質問票の妥当性の検証（JIHPOPにおける

フレイル傾向と介護費との関連） 

 

質問票４点以上のフレイル傾向を持つ

後期高齢者では、年齢や併存疾患状況と

は独立して医療・介護費が高額であり

｛調整コスト比（95%信頼区間）＝3.38

（2.96-3.86）｝、新規認定率が高かった

｛調整オッズ比（95%信頼区間）＝1.91

（1.81-2.01）｝（図１）。また、後期高齢

者の質問票の得点がより高い者ほど、高い

オッズ比やコスト比と有意な関連を示し、

時間経過との有意な交互作用が認められた。 

 

２.質問票の妥当性の検証（身体的フレイル

と低栄養・口腔機能低下・慢性疾患重症化

予防対象・フレイルの社会的側面と要介護
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新規認定の関連） 

 

KDB活動支援ツールにより抽出した身体的

フレイルと低栄養、口腔機能低下の併存状

況と要介護新規認定との関連を検討したと

ころ、年齢や併存疾患状況とは独立して併

存数が高いほど要介護の新規認定率が高か

った（図２）。また、身体的フレイルと慢

性疾患重症化予防対象との併存や、身体的

フレイルと社会的側面の併存も同様に要介

護新規認定の高いハザード比と関連した

（図２、３）。 

 

３．自治体の一体的実施報告書の総得点と

フレイル傾向、支援ツールによる事業対象

者割合との関連 

 

令和２年度から４年度にかけて、87自治

体の内、38%が一体的実施を未実施、16自治

体が令和4年度のみ実施、27自治体が令和3

年度から2年間の実施、17%が3年間実施して

いた。一体的実施を実施していない38%の自

治体と比較すると、実施自治体ではフレイ

ル傾向にある後期高齢者が少なく、時間経

過と有意な交互作用がみとめられた。一方

で、要介護新規認定率については、ストラ

クチャーシートの得点が高く一体的実施に

積極的に取り組んでいる自治体のほうがむ

しろ有意に高かった（図４） 

 

Ｄ．考察 

まず、後期高齢者の質問票（15問）にお

いては、多くの自治体で積極的に活用され

ており、その有用性も十分に確認できた。

そして、15問質問票のうち、４つ以上に悪

いデータが該当した場合、フレイル兆候を

持ち合わせてきている可能性が高いことも

確認できている。今回、本質問票を用いて評

価したフレイル状態は、要介護認定の予測に

加えて、特に介護給付費、医療費の増額と関

連した。さらに、身体的フレイルと口腔機能低

下、低栄養、フレイルの社会的側面が併存す

ることで要介護の新規認定率が高くなることも

明らかとなった。積極的な事業実施により、

フレイルの早期発見・予防が促進され、

課題を抱える高齢者を早期に特定し、適

切な支援につなげている可能性が示唆さ

れた。今後、保健指導と介護予防を一体

的に推進することで、多面的な課題を抱

える高齢者に対する医療・介護予防の効

果的かつ効率的な提供が期待される。 

Ｅ．結論 

本質問票を活用したフレイル状態の把握と

全身疾患状況を踏まえた、保健指導と介護予

防の一体的な取り組みは、多面的な課題を有

する高齢者への医療・介護予防の効果的・効

率的な提供等に寄与することが期待される。 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金(政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）) 

「「高高齢齢者者のの保保健健事事業業とと介介護護予予防防のの一一体体的的実実施施のの推推進進及及びび効効果果検検証証ののたためめのの研研究究」」  

分担研究報告書 

 

分担研究名 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の事業検証 

重症化予防および健康状態不明者対策における検討 

 
研究分担者 樺山 舞 所属 大阪大学大学院医学系研究科保健学専攻 

研究協力者 李 婭婭 所属 同上 
 

Ａ．研究目的 

本研究では、一体的実施の効果検証に

向け、愛知広域連合と神奈川広域連合の

R2~4年度の国保データベース（KDB）デー

タ（質問票、健診、医療、介護）を使用

して、重症化予防および健康状態不明者

の後年(R3-4年度)の新規要介護認定およ

びHbA1cレベル、健康状態不明者の後年の

新規要介護認定や健診・受療状況を明ら

かとした。 

 

Ｂ．研究方法 

〈分析データ〉 

愛知、神奈川の後期高齢者広域連合保険

者全体のR2～4年度KDBデータを使用した。 

〈分析内容〉 

分分析析11（（重重症症化化予予防防））::  

R2～4年度で追跡可能であった1,975,384

人から、R2年度に要介護認定がなく、 

健診データがあり、後年の要介護度の判

定が可能およびHbA1cデータがあった、

390,607人を分析した。 

  

分分析析22（（健健康康状状態態不不明明者者））： 

R2～4年度で追跡可能であった1,975,384

人から、R2年度に要介護認定がなく、 

後年の要介護度の判定が可能であった

1,343,501人を分析した。 

（倫理面への配慮）本研究は、女子栄養大

学倫理審査委員会の承認を得て実施され 

た。 

 

Ｃ．研究結果  

分分析析11((重重症症化化予予防防))::後後年年のの新新規規要要介介護護認認

定定者者のの割割合合ととHHbbAA11ccのの変変化化－－RR22年年度度HHbbAA11cc

別別（表１、表２） 

 後年の新規要介護認定者の割合につい

て、HbA1cのレベル別、およびフレイル

合併有無別に検討した。結果、HbA1cが

高い、また、フレイル合併があるほどに、

後年の要介護新規認定が有意に高い割合

で認められた（表1）。後年の要介護度1

以上の新規認定を従属変数として、年 

齢、性別、BMI 、慢性疾患併存数を調整

したロジスティック回帰分析でも、すべ

てのモデルにおいて、同様の結果が認め

られた。HbA1cが高い程、フレイル合併

しているほどに高いオッズ比であった

(表2)。 

研究要旨 

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」（以下、一体的実施）では、健診デー

タ、後期高齢者の質問票（以下、質問票）やレセプト（医療・介護）情報から、低栄

養、フレイル、重症化予防等の対象者を抽出・選定し、事業評価まで行い、さらに事業

を発展させるPDCAサイクルに基づいた事業展開が推進されており、全国で展開が推進さ

れる中、事業の効果検証が求められる段階にある。 

本分担研究では、取組の効果検証に向け、愛知広域連合と神奈川広域連合のR2～4年度

の国保データベース（KDB）データ（質問票、健診、医療、介護）を使用して、重症化予

防対象者の後年の新規要介護認定およびHbA1cレベル、健康状態不明者の後年の新規要介

護認定や健診・受療状況を明らかとした。分析の結果、重症化予防対象者がフレイル状

態である場合は、より要介護の新規認定リスクが高いことが明らかとなった。また、健

康状態不明者においても、後年の要介護の新規認定リスクが高い結果が認められた。 
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表1.後年の新規要介護認定者の割合とHbA1cの変化－R2年度HbA1c別 
 

 
 
 

 

 
 

表2.R2年度HbA1cレベルと後年の要介護1以上新規認定の関連 
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分分析析22（（健健康康状状態態不不明明者者））：：健健康康状状態態不不明明

者者のの後後年年のの要要介介護護11以以上上新新規規認認定定割割合合おおよよ

びび健健診診・・医医療療受受療療状状況況 

R2年度の健康状態不明者の後年（R3・4

年度）の要介護1以上新規認定の割合を分

析した結果（表3）、健康状態不明者では、

不明者ではなかった群と比較して、高い

割合で後年の新規認定が認められた

（14.5％）。要介護認定1以上新規認定を

従属変数として、年齢、性別を調整した

ロジスティック回帰分析の結果において

も、健康状態不明者では、有意な高い新

規認定リスクがめられた（オッズ比：

1.38、95％CI：1.33-1.42）。年代や性別

で層別して分析した場合でも同様の結果

であった（表4）。 

健診、医療受療状況は、表5に示した通

りであり、健康状態不明該当群において

は、R3、4年度ともに、健診受診、外来受

診、歯科受診で非該当群と比べて非常に

低い割合のままであった。外来受診は、

Ｒ4年では、40.2％と上昇していた（非該

当群は96.5％）。一方で、入院医療費 

は、非該当群17.5％、該当群13.3％であ

り、該当群は非該当群の割合に近づいて

いた。 

 表3. R2年度健康状態不明者の後年の要介護１以上新規認定割合 

表4. 健康状態不明者該当有無と後年の要介護1以上新規認定の関連 

表5. R2年度健康状態不明者の後年の健診・医療受療状況 
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Ｄ．考察 

重症化予防対象者の後年の新規要介護

認定およびHbA1cレベル、および健康状態

不明者の後年の新規要介護認定および健

診・受療状況を分析した結果、重症化予

防対象者では、HbA1cが高く、フレイル状

態であるほど、より要介護の新規認定リ

スクが高いことが明らかとなった。後期

高齢者において、重症化予防対策を実施

する際には、フレイル状態を考慮してア

プローチすることが介護予防の観点から

も重要であることが改めて示された。 

また、健康状態不明者においても、後

年の要介護の新規認定リスクが高い結果

が認められた。さらに、R4年度の入院医

療ありが不明者非該当群と大きく差がな

い割合になっていた（表5）ことから、健

康状態不明者の中には要介護のハイリス

ク状態である者や、糖尿病・高血圧等の

状態であるが自身の健康状態を把握・認

識しておらず、適切に医療受診しないま

まに、入院治療を要する疾患の発症に至

ってしまう者も多く含まれている可能性

が推察された。 

 

Ｅ．結論 

 後期高齢者における重症化予防対象者で

は、HbA1cが高い程、さらにフレイルを合併

しているほど後年の新規要介護認定リスク

が高くなっていた。健康状態不明者につい

ても、性、年代に関わらず高い新規要介護

認定リスクが認められた。 

今後、介入の内容等の検討を行い、具

体的なアプローチやカバー率等を踏まえ

た効果検証を行っていく必要がある。 
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学術集会．2024 年 6 月 13 日．名古屋市 
26. 渡邉一典，神出 計，樺樺山山  舞舞，赤坂 

憲，権藤恭之，石崎達郎，増井幸恵，新

井康通 心身機能を支える栄養と食生

活：SONIC 研究からの最新知見-特に口

腔機能の視点から-．第 66 回日本老年医

学会学術集会．2024 年 6 月 13 日．名古

屋市 
27. 大畑裕可，樺樺山山  舞舞，呉代華容，和田あ

りさ，木戸倫子，浅山 敬，大久保孝義，

楽木宏実，田原康玄，神出 計．地域在

住高齢者におけるフレイルカテゴリー間

の診察室血圧と家庭血圧の差 -NOSE 
Study． 

28. Shi Liyu，Li Yaya，木戸倫子，呉代華

容，和田ありさ，田原康玄，浅山 敬，

大久保 孝義，神出 計，樺樺山山  舞舞．

Relationships Between HT Measured 
by Home BP and Frequency of 
Nocturnal Urination Among 
Community Older Adults: The NOSE 
Study．第 60 回日本循環器病予防学会

学術集会．2024 年 5 月 11 日．東京（帝

京大学） 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1. 特許取得 

該当なし 

2. 実用新案登録 

該当なし 

3. その他 

該当なし
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分担研究名  

 後期高齢者における健康診査受診と医療費との関連 

：JIHPOPデータを用いた縦断研究 

 
研究分担者 斎藤 民 所属 国立長寿医療研究センター  

研究協力者 金 雪瑩 所属 国立長寿医療研究センター  
 

 

 

Ａ．研究目的 

世界的な高齢化により医療サービスの需

要が増加し、特に日本では75歳以上の高齢

者が総医療費の約40%を占めている。この財

政的課題に対応するため、健康診査が医療

費管理の戦略として提案されている。健康

診査は慢性疾患の早期発見・進行予防を目

的とし、大規模な治療の必要性を減らすこ

とで長期的な医療費抑制が期待される。 

日本では、健康診査の受診と医療費の関

連について研究が進められているが、多く

は地域単位の生態学的研究であり、個人レ

ベルの分析は限られている。また、国際的

にも高齢者を対象とした研究は少なく、予 

防医療全般の医療費への影響に焦点を当て

たものが多い。短期的には予防医療により

医療費が増加する可能性があるが、長期的

には病気の進行を防ぐことでコスト削減に

つながるとされている。 

本研究では、大規模な医療費請求データ

を用いて、日本の75歳以上の高齢者におけ

る健康診査の受診と医療費の関連を明らか

にすることを目的とする。 

なお、本稿では分析速報値を示した。 

 

Ｂ．研究方法 

データソースと対象者 

研究要旨 

 医療費は加齢とともに大幅に増加しているため、高齢者の医療費を抑えるための対策

が重要視されている。日本では、75歳以上の高齢者を対象に、生活習慣病の早期発見や

重症化予防、フレイルの早期発見や予防を目的とし、後期高齢者医療健康診査が行われ

ている。しかし、この年齢層における健康診査の受診と医療費との関連を具体的に検討

した研究は少ない。本研究の目的は、75歳以上の高齢者における健康診査の受診と医療

費の関連を検討することであり、特に総医療費、外来医療費、入院費に焦点を当てる。

本研究では、匿名化された国保データベース（KDB）データ（質問票、健診、医療、介護）

を３年分（2020年度から2022年度）収集したデータベース（JIHPOP：Japanese Integrated 

Health Program for older people）を用いた。健康診査の受診を主要な説明変数とし、

年間の総医療費、入院医療費、外来医療費をアウトカムとした。固定効果回帰分析を実

施し、健康診査の受診と医療費の関連を検討するとともに、特定の健康状態や入院を調

整変数として導入した。さらに、健康診査の受診が翌年の医療費に与える影響を評価す

るため、Time-lagged分析をした。同時的には、健康診査受診は、非受診と比較して総

医療費の減少と関連していたが、その差はわずかであった。入院者の中では、健康診査

の受診は入院費用の20％以上の減少と関連していた。Time-lagged分析では、健康診査

の受診は翌年の医療費増加と関連していた。健康診査の受診と外来・医薬品費の増加と

の関連は、積極的な医療利用の促進という健康診査の役割を示唆している。また、健康

診査の受診は入院費の大幅な削減とも関連しており、より集中的な医療サービスの利用

を抑制する可能性があることが示された。 
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本研究では、2020年から2022年にかけて 

愛知県および神奈川県に居住する 75 歳以上

の個人を対象とし、匿名化された国保デー

タベース（KDB）データ（質問票、健診、医

療、介護）を３年分収集したデータベース

（JIHPOP： Japanese Integrated Health 

Program for older people）を分析した。

2020 年に国民健康保険に加入していた高 

齢者は合計 2,227,184 人であったが、健 

康保険の資格を喪失した251,800人および3

年間連続で医療機関を受診していない

136,993 人を除外した。 

 

目的変数 

年間医療費は、国民健康保険制度のもと

で各個人が1会計年度内に利用した総医療費

として定義した。この医療費には、外来診 

療、入院診療、調剤費など、幅広い医療サ

ービスが含まれる。日本では、国民皆保険

制度により医療費の大部分が補助されてお

り、請求データを用いることで、医療サー

ビスの利用状況を詳細かつ包括的に把握す

ることができる。 

 

説明変数 

健康診査受診は、各年度における後期高

齢者医療健康診査記録を基に判断した。個

人がその年度の健康診査を受診したかどう

かを確認した。 

 

統計分析 

本研究では、固定効果回帰モデルを用い 

て、健康診査の受診と医療費の個人内関連

を分析し、観察可能な時間変動交絡因子を

統制した。健康診査の受診と医療費の関係

は同一年度内で評価できるが、早期発見や

予防的措置の影響が時間の経過とともに現

れる可能性がある。そのため、健康診査の

受診が医療費に及ぼす遅延効果を評価する

ために、固定効果回帰分析に加えて時間遅

れ分析も実施した。すべての分析は STATA 

MP ver. 16（Stata Corp., College Station, 

TX, USA）を使用して行い、有意水準は 

p < .05（両側検定）に設定した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は、女子栄養大学研究倫理審査委

員会の承認を得て実施した（2023年6月21日。

承認番号479）。 

 

Ｃ．研究結果  

参加者の特性 

表1に、本研究の対象者の人口統計学的 

および臨床的特性を示す。分析対象者 

1,975,384人 の平均年間医療費は 61.43万

円（SD: 114.07）であった。入院患者 

307,585人 の入院費用は平均 152.75万円

（ SD: 177.92 ） で あ り 、 非 入 院 患 者 

1,667,799人 の外来費用は平均 20.70万円

（SD: 44.19）であった。参加者の平均年齢

は 81.9歳（SD: 5.3）、59.21% が女性であ

った。健康診査の受診率は比較的低く、年

間健康診査を受診したのは全体の 26.94% 

にとどまった。健康状態に関しては、最も

多い診断は 糖尿病（35.8%）であり、次い

で 脳血管疾患（23.6%）、心疾患（21.1%）

の順であった。 

 

健康診査受診と医療費の同時的関連 

図１に、2020年度から2022年度の年間医

療費と健康診査受診の関連を分析した固定

効果モデルの結果を示す。健康診査の受診 

は、総医療費および入院費の有意な減少と

関連していた。一方で、外来費はわずかに

増加していた。 

 

健康診査受診と医療費の遅延効果 

表3に、健康診査受診および特定の健康状

態が 1年後の総医療費に与える影響を分析

した遅延効果分析の結果を示す。健康診査

の受診は、1年後の総医療費の増加と有意に

関連しており、健康診査を受診した人は受

診しなかった人と比較して約6%高い医療費

を負担していた。 

 

Ｄ．考察 

健康診査の受診は、総医療費の1%減少と関

連しており、健康診査非受診者との差はわ

ずか1,762円であった。この減少は、健康状

態の早期発見と管理が進み、より重篤で高

額な医療イベントの予防につながる可能性

を示している。しかし、この差が比較的小

さいことから、短期的な経済的利益は限定

的であると考えられる。一方で、健康診査

の受診は翌年の医療費を6%増加させること

が示された。この増加は、健康診査によっ

て特定された健康状態に基づくフォローア

ップ診療、診断検査、新たな治療の開始や

調整などが影響している可能性がある。短

期的には医療費の増加が課題となる可能性
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があるが、これは積極的な医療介入を示し

ており、長期的な健康改善に貢献する可能

性もある。今後の研究では、健康診査の長

期的な医療費への影響を詳しく検討する必

要がある。 

 

また、入院患者においては、健康診査の受

診が入院費の約26%（約30万円）の削減と関

連していた。この結果は、過去の研究とも

一致しており、健康診査が早期発見を促し、

入院時の治療負担を軽減することで入院費

を抑制する可能性を示唆している。ただし、

本研究は健康診査と医療費を同一年度内で

分析した横断研究であるため、軽度の疾患

で入院した人が健康診査を受診しやすかっ

た可能性も考慮する必要がある。 

 

さらに、健康診査受診者の外来費（4,520 

円）は非受診者よりもやや高い傾向がみら

れた。これは、健康診査によって未診断の

疾患やリスク要因が特定され、追加の診療

や検査が行われたことが影響していると考

えられる。短期的にはこれらの増加が経済

的負担となる可能性があるが、早期介入や

継続的な健康管理を促進することで、将来

的な高額な入院医療費のリスクを軽減する

投資として捉えることもできる。 

 

Ｅ．結論 

本研究の結果、高齢者において健康診査の

受診は入院費の大幅な削減と関連し、一方

で外来費のわずかな増加と関連している こ

とが示された。これらの結果は、健康診査

が医療利用を予防的なケアへとシフトさせ

る重要な役割を果たし、最終的に医療費の

抑制に寄与する可能性があることを示唆し

ている。 

 

Ｇ．研究発表 

 1.  論文発表 

 なし 

 

 

 2.  学会発表 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 2. 実用新案登録 

 3.その他
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表１．2020年における参加者の特徴 

                                   

 

表2 健康診査受診と医療費の遅延効果 

 

連続変数  N Mean (SD) 
一人当たり年間総医療費 1,838,451 652.3 (1164.3) 
入院患者1人当たりの入院費用（千円） 301,397 1524.0 (1780.0) 
未入院患者1人当たり外来医療費（千円 1,537,054 233.4 (456.2) 
年齢, 年 (mean (SD)) 1,838,451 81.9 (5.3) 
カテゴリ変数 N % 
性別   

女性 748,521 40.71 
男性 1,089,930 59.29 

健診受診   
なし 1,343,172 73.06 
あり 495,279 26.94 

入院   
なし 1,537,054 83.61 
あり 301,397 16.39 

疾病状況   
糖尿病 701,092 38.1 

 脳血管疾患 462,380 25.2 
心疾患 414,116 22.5 
がん 284,490 15.5 
骨折 259,101 14.1 

認知症 228,148 12.4 
肺炎 208,125 11.3 

  

翌年の医療費 

n=1975384 

  B SE P-value 

健康診断受診 0.06 0.002 <0.001 

入院 -0.56 0.002 <0.001 

糖尿病 -0.01 0.003 0.003 

 脳血管疾患 -0.08 0.003 <0.001 

心疾患 -0.08 0.004 <0.001 

がん -0.09 0.004 <0.001 

骨折 -0.12 0.002 <0.001 

認知症 -0.05 0.004 <0.001 

肺炎 -0.04 0.002 <0.001 
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図１. 健診受診と医療費の関連性に関する固定効果モデル分析結果（2020～2022年

度） 

 

注：すべてのモデルには、疾病状況（糖尿病、 脳血管疾患心疾患、がん、骨折、認知症、肺

炎）を調整変数として導入した。 

 

 

 

図２．健康診査受診の有無による医療費の予測平均値 
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はじめに

令和2年度から始まった「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」は、高齢者ができるだ

け長く自立した生活を送れるよう、医療保険者である後期高齢者医療広域連合（以下、広域連

合）が市町村と協力して保健事業を行うものです。

高齢期には慢性疾患が重複、重症化したり、フレイルが進行するなど、個人差が大きくなりま

す。そこで、一人ひとりにあった支援を行うため、国保データベース（KDB）システムに登録され

た健診データや後期高齢者の質問票、レセプト（医療・介護）情報などから、高齢者の健康状態

を把握し、保健事業を実施します。 国においては『高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドラ

イン第３版』を令和６年３月に発表、「全国の自治体が取り組む」という目標から、「保健事業の

質を高める」段階へと移行しつつあります。データヘルス計画においても、これらの情報を活用

した共通評価指標が定められているところです。

さて、私たちは厚生労働省の政策科学総合研究として一体的実施の推進に必要なエビデンス

やノウハウを整理し、全国の自治体が一体的実施に取り組むための方策やツールを提言してき

ました。解説書としては、令和2年度『進捗チェックリストガイド』、令和3年度『「一体的実施・

KDB活用支援ツール」の抽出条件の考え方と保健事業への活用Ver.1』、 令和4年度は『一体

的実施・実践支援ツール』（研究班版）及び解説書『一体的実施・実践支援ツールの保健事業への

活用ー実践・評価編』を公表しました。

このたび、本ツールが実用化に向けて再構築され、日常業務で活用可能になりました。これに

合わせ、ツールの活用についての解説書の見直しを行いました。ツールの操作については国民

健康保険中央会による「操作マニュアル」をご参照いただき、自動作成された表等については

本書を参考にしていただければ幸いです。

令和６年４月

令和２年度～４年度

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進に係る検証のための研究」

令和5年度～7年度

厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業））

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進及び効果検証のための研究」

研究代表者 （女子栄養大学） 津下 一代
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厚生労働科学研究（令和２年度～４年度）
「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進に係る検証のための研究」について

先行研究班（令和2年度～4年度）を継承し、厚生労働省、国民健康保険中央会との連携のもと、一

体的実施の推進方策、評価方法の検討ならびに効果検証に取り組んでいます。得られた知見を研修

やツール開発等に反映させ、一体的実施の推進に寄与することを目的としています。

研究代表者 津下一代（女子栄養大学）：総括、重症化予防担当

分担研究者 田中和美（神奈川県立保健福祉大学）：低栄養担当

渡邊 裕（北海道大学大学院歯学研究院）：口腔担当

石崎達郎・平田 匠（東京都健康長寿医療センター）：服薬担当

飯島勝矢（東京大学高齢社会総合研究機構）：身体的フレイル担当

樺山 舞（大阪大学）：健康状態不明者、重症化予防担当

斎藤 民（国立長寿医療研究センター）:介護予防、総合担当

研究協力者 田中友規、吉澤裕世（東京大学）

赤木優也、Li Yaya （大阪大学大学院医学系研究科保健学）

金 雪瑩（国立長寿医療研究センター）

遠又靖丈（神奈川県立保健福祉大学）

佐藤美寿々（北海道大学大学院歯学研究院）

山口道子、三好ゆかり（国民健康保険中央会）

厚生労働科学研究（令和5年度～7年度）
「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進及び効果検証のための研究」について

厚生労働省、国民健康保険中央会との連携のもと、一体的実施の効果検証、進捗チェックリストガイ

ドの充実、KDB二次活用ツールの検証と更なる活用法の検討等を行い、本ツールの試行版を作成し

ました。こうした取組を通じて、広域・市町村における事業開始の促進、一体的実施の意義・課題の整

理と解決策の検討に取り組みました。

研究代表者 津下一代（女子栄養大学）：重症化予防担当

分担研究者 田中和美（神奈川県立保健福祉大学）：低栄養担当

渡邊 裕（北海道大学大学院歯学研究院）：口腔担当

石崎達郎（東京都健康長寿医療センター）：服薬担当

飯島勝矢（東京大学高齢社会総合研究機構）：身体的フレイル担当

樺山 舞（大阪大学）：健康状態不明者担当

岡村智教（慶應義塾大学公衆衛生学）

鈴木隆雄（桜美林大学）

研究協力者 田中友規、吉澤裕世（東京大学）

小嶋雅代、斎藤民（国立長寿医療研究センター）

三好ゆかり（国民健康保険中央会）

開発協力 国民健康保険中央会、生活習慣病予防研究センター
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厚⽣労働科学研究（令和5年度〜7年度）
「⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀体的実施の推進及び効果検証のための研究」について

	 	 4	 	

厚生労働科学研究（令和２年度～４年度）
「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進に係る検証のための研究」について

先行研究班（令和2年度～4年度）を継承し、厚生労働省、国民健康保険中央会との連携のもと、一

体的実施の推進方策、評価方法の検討ならびに効果検証に取り組んでいます。得られた知見を研修

やツール開発等に反映させ、一体的実施の推進に寄与することを目的としています。

研究代表者 津下一代（女子栄養大学）：総括、重症化予防担当

分担研究者 田中和美（神奈川県立保健福祉大学）：低栄養担当

渡邊 裕（北海道大学大学院歯学研究院）：口腔担当

石崎達郎・平田 匠（東京都健康長寿医療センター）：服薬担当

飯島勝矢（東京大学高齢社会総合研究機構）：身体的フレイル担当

樺山 舞（大阪大学）：健康状態不明者、重症化予防担当

斎藤 民（国立長寿医療研究センター）:介護予防、総合担当

研究協力者 田中友規、吉澤裕世（東京大学）

赤木優也、Li Yaya （大阪大学大学院医学系研究科保健学）

金 雪瑩（国立長寿医療研究センター）

遠又靖丈（神奈川県立保健福祉大学）

佐藤美寿々（北海道大学大学院歯学研究院）

山口道子、三好ゆかり（国民健康保険中央会）

厚生労働科学研究（令和5年度～7年度）
「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進及び効果検証のための研究」について

厚生労働省、国民健康保険中央会との連携のもと、一体的実施の効果検証、進捗チェックリストガイ

ドの充実、KDB二次活用ツールの検証と更なる活用法の検討等を行い、本ツールの試行版を作成し

ました。こうした取組を通じて、広域・市町村における事業開始の促進、一体的実施の意義・課題の整

理と解決策の検討に取り組みました。

研究代表者 津下一代（女子栄養大学）：重症化予防担当

分担研究者 田中和美（神奈川県立保健福祉大学）：低栄養担当

渡邊 裕（北海道大学大学院歯学研究院）：口腔担当

石崎達郎（東京都健康長寿医療センター）：服薬担当

飯島勝矢（東京大学高齢社会総合研究機構）：身体的フレイル担当

樺山 舞（大阪大学）：健康状態不明者担当

岡村智教（慶應義塾大学公衆衛生学）

鈴木隆雄（桜美林大学）

研究協力者 田中友規、吉澤裕世（東京大学）

小嶋雅代、斎藤民（国立長寿医療研究センター）

三好ゆかり（国民健康保険中央会）

開発協力 国民健康保険中央会、生活習慣病予防研究センター
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〇高齢者に対する保健事業の意義・目的は、生活習慣病等の発症や重症化の予防及び心身機能の低下の

防止を図り、自立した生活がおくれる高齢者を増加させることである。

〇後期高齢者を対象とした保健事業では、個人差に応じた対応が重要となるため、対象者の階層化とそ

の階層に応じた個別対応の必要性が高くなる。

〇医療・介護情報や健診、質問票等のデータにより高齢者の健康課題の全体像を把握し、重点的に取組

む課題を整理し、ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチを組み合わせて、効果的な事業を

企画していくことが重要である。

１．⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀体的実施の取組によりめざすこと

高齢者に対する保健事業が目指すもの（イメージ）：
医療保険・介護保険の連携により、個人の特性に合わせた形で高齢者の健康・生活機能を支援

一体的実施における保健事業と対象者：

比較的健康状態の良い（安定した）対象者に対するポピュレーションアプローチと

専門職による保健指導・支援等が必要な者に対するハイリスクアプローチを組み合わせる

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第３版

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第３版
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〇高齢者に対する保健事業の意義・目的は、生活習慣病等の発症や重症化の予防及び心身機能の低下の

防止を図り、自立した生活がおくれる高齢者を増加させることである。

〇後期高齢者を対象とした保健事業では、個人差に応じた対応が重要となるため、対象者の階層化とそ

の階層に応じた個別対応の必要性が高くなる。

〇医療・介護情報や健診、質問票等のデータにより高齢者の健康課題の全体像を把握し、重点的に取組

む課題を整理し、ハイリスクアプローチ、ポピュレーションアプローチを組み合わせて、効果的な事業を

企画していくことが重要である。

１．⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀体的実施の取組によりめざすこと

高齢者に対する保健事業が目指すもの（イメージ）：
医療保険・介護保険の連携により、個人の特性に合わせた形で高齢者の健康・生活機能を支援

一体的実施における保健事業と対象者：

比較的健康状態の良い（安定した）対象者に対するポピュレーションアプローチと

専門職による保健指導・支援等が必要な者に対するハイリスクアプローチを組み合わせる

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第３版

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第３版
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KDB保健事業介入支援管理

２.一体的実施・KDB活用支援ツールと実践支援ツール

（１）一体的実施・KDB活用支援ツール

令和3年度に開発された「一体的実施・KDB活用支援ツール」では、10の抽出条件に基づいて

対象者を抽出し、健診・質問票、医療レセプト、介護情報を一元化してCSVとして提供されます。

これまでは、KDBから別々の帳票で提供され、ユーザーが突合して活用していたことから考え

ると、円滑な実施に向けて大変便利になったといえます。

一体的実施・KDB活用支援ツールの抽出条件

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第３版 p52

一体的実施・KDB活用支援ツールでは、膨大なKDB情報から高齢者の特性に合わせた保健事

業に必要な項目（次ページ：医療、健診、介護等）を抽出し、エクセル（CSV）形式で一覧できます。

しかし、保健事業を行う上では、10の抽出条件の重複状況や性・年齢区分による整理、さらなる

絞り込み条件や対象者の個票作成となると、さらに多くの作業を必要とすることが課題でした。

令和4年度、研究班ではこの課題を克服すべく、CSV情報を二次加工して対象者の全体像の見

える化、配慮すべき疾患（認知症や脳卒中等の状況）、絞り込み条件に合わせたリスト、個票作成、

事業評価（進捗管理とアウトプット評価）ができる一体的実施・実践支援ツールを開発、試験的に

公開しました。これを実用化したのが令和6年4月にリリースされたツールです。
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一体的実施・実践支援ツール

CSV情報を取り込み・自動集計・作表

一体的実施・KDB活用支援ツール

対象者リスト（CSV）の作成

（詳細な状況の整理）
性・年齢階級別の該当者数
抽出条件間の重複
介護や重症疾患などの保有数

（全体像の把握）
10の抽出法別の該当者一覧（全体）
健診・医療・介護の連結・一行表示
過去5年間のデータ活用

事業
企画

各集計カラムから対象者リスト作成
フロー図に従った絞り込み
さらに絞り込みが必要な場合には、フィル
ター機能を活用

一覧よりフィルター機能を使ってリス
ト作成

リス
ト作
成

事業実施状況記録可能
（個別管理表に参加状況区分、コメント入力）

記録できない実施
状況
記録

該当者数・割合の変化（マクロ的評価）
記録情報を活用したアウトプット評価

評価機能なし（手作業）評価

一体的実施・KDB活用支援ツールで使用しているKDBのデータ項目

一体的実施・KDB活用支援ツールと一体的実施・実践支援ツールの関係・機能の違い

【使用上の留意点】

・服薬（多剤）、重症化予防（受診中断）、健康状態不明者は被保険者全体から抽出、 質問票・健診デー

タはKDBに登録のある者から抽出しています。 KDBへのデータ登録が前提です。

・レセプト・介護情報は高齢者の保健事業・要介護に関連する情報を部分的に活用しています。

・レセプト情報は保険者への請求情報です。医療の実態とのずれ（傷病名等）がある場合があります。

処方されていても、実際に服薬しているかどうかは、本人への確認が必要です。

・情報登録と抽出のタイミングにより、結果が変わります。抽出時のエクセル保存が必要です。

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第３版 ｐ５９
各項目の詳細情報：一体的実施・実践支援ツール操作マニュアル ｐ50-54
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一体的実施・実践支援ツール

CSV情報を取り込み・自動集計・作表

一体的実施・KDB活用支援ツール

対象者リスト（CSV）の作成

（詳細な状況の整理）
性・年齢階級別の該当者数
抽出条件間の重複
介護や重症疾患などの保有数

（全体像の把握）
10の抽出法別の該当者一覧（全体）
健診・医療・介護の連結・一行表示
過去5年間のデータ活用

事業
企画

各集計カラムから対象者リスト作成
フロー図に従った絞り込み
さらに絞り込みが必要な場合には、フィル
ター機能を活用

一覧よりフィルター機能を使ってリス
ト作成

リス
ト作
成

事業実施状況記録可能
（個別管理表に参加状況区分、コメント入力）

記録できない実施
状況
記録

該当者数・割合の変化（マクロ的評価）
記録情報を活用したアウトプット評価

評価機能なし（手作業）評価

一体的実施・KDB活用支援ツールで使用しているKDBのデータ項目

一体的実施・KDB活用支援ツールと一体的実施・実践支援ツールの関係・機能の違い

【使用上の留意点】

・服薬（多剤）、重症化予防（受診中断）、健康状態不明者は被保険者全体から抽出、 質問票・健診デー

タはKDBに登録のある者から抽出しています。 KDBへのデータ登録が前提です。

・レセプト・介護情報は高齢者の保健事業・要介護に関連する情報を部分的に活用しています。

・レセプト情報は保険者への請求情報です。医療の実態とのずれ（傷病名等）がある場合があります。

処方されていても、実際に服薬しているかどうかは、本人への確認が必要です。

・情報登録と抽出のタイミングにより、結果が変わります。抽出時のエクセル保存が必要です。

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン第３版 ｐ５９
各項目の詳細情報：一体的実施・実践支援ツール操作マニュアル ｐ50-54
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３．一体的実施・実践支援ツールの機能 （概要）

一体的実施の企画、実践、評価、データヘルス計画等の場面にあわせて活用できるよう、総括表、

各事業の抽出フロー、対象者リスト、保健事業対象者の個別管理・記録、アウトプット評価、広域連合

集計などを自動作成します。汎用的なエクセルの機能を用いているので、大規模な広域連合では取

り込み段階でCSVを分割するなど、工夫して使用してください。

なお、本ツールの操作については、公益財団法人 国民健康保険中央会「一体的実施・実践支援

ツール操作マニュアル」を参照してください。

9

基本編；処理メニュー
（操作に関すること）

10の抽出条件で抽出された対象者
の、性・年齢階級別該当者数、条件の
重複状況、要介護、医療の状況など
を表示します。

事業対象者一覧に移動

事業対象者のデータを出力

事業履歴データの閲覧

留意点
・KDBにデータを取り込んでいない市区町村の結果は反映しません。
・人数については、年齢階級別の加入者数の変動や、健診・質問票データ登録割合の影響を受けます。

それぞれの抽出条件に合致した者の
個別管理表が出力されます。
コメントやステータス（参加状況等）
を更新できます

事業実施状況別
人数集計

広域連合：市町村別
の対象者数・参加者
数を集計
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メニュー２（追加機能編）
保健事業実施・記録⇒評価

メニュー１（基本編）
対象者選定⇒保健事業へ
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記
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機
能
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し
）

e

対
象
者
個
人
別
デ
ー
タ

一体的実施・実践支援ツールで自動作成できる表 企画 実施 評価

(フィルター機能での絞り込み)

（参加状況、コメント入力）

gの集約⇒参加状況による評価

リスト数、対象者数は、自動出力。
勧奨数以下は、市町村からの
データ提出を受けて作表

一体的実施・実践支援ツール
操作マニュアル p39参照

市町村との対話資料
データヘルス計画のモニタリング

留意点
・１０項目すべてのデータを取り込んだうえで、
総括表を作表します。

留意点
・１０項目すべてのデータを取り込んだうえで、
総括表を作表します。
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メニュー２（追加機能編）
保健事業実施・記録⇒評価

メニュー１（基本編）
対象者選定⇒保健事業へ
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一体的実施・実践支援ツールで自動作成できる表 企画 実施 評価

(フィルター機能での絞り込み)

（参加状況、コメント入力）

gの集約⇒参加状況による評価

リスト数、対象者数は、自動出力。
勧奨数以下は、市町村からの
データ提出を受けて作表

一体的実施・実践支援ツール
操作マニュアル p39参照

市町村との対話資料
データヘルス計画のモニタリング

留意点
・１０項目すべてのデータを取り込んだうえで、
総括表を作表します。

留意点
・１０項目すべてのデータを取り込んだうえで、
総括表を作表します。
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実践支援ツールの活用と留意点高齢者の保健事業の全体的な流れ

健康課題分析
総括表（a、b）で概数把握
他の分析結果、事業実績を合わせ、
庁内連係の上、方針検討
留意点：健診・質問票を実施していない者や
KDBに結果データが登録されていない者
は含まれない項目がある

体制整備【P】

①健康課題等の把握
②広域連合と市町村（介護）での課題の共有
③取組テーマ・対象地域の検討
④チーム形成（部署間での役割調整）
⑤外部からの情報収集

「体制整備【P】」の課題分析結果を、広域
連合、都道府県（保健所）、医師会や介護
関係者等と共有し、多角的な視点で実施
可能な保健事業について検討する
絞り込みの方針についても協議する
留意点：データ共有時に、抽出条件も明示す
ること

地域連携体制の構築【P】

①都道府県との調整
②関係団体への事前相談
③広域連合と市町村間での情報提供の環境整備

絞り込み
事業対象者の絞り込み（ｃ）のフロー図
を参考に、除外条件、重点的な取組条
件を考慮して絞り込み
対象者リスト（ｄ）で実施可能数を超え
る場合はフィルター機能を活用

アウトプット目標の設定
呼びかけ予定数、参加人数の目標設定
条件に合った実施方法を検討

事業計画の策定【P】

①取組の方向性の決定
②対象者の抽出基準の設定と概数の把握
③予算・人員体制の検討
④対象者から参加予定者の絞り込み
⑤目標・評価指標の設定
⑥支援内容の決定

保健指導等の記録
絞り込み後の参加者リストを活用（e、f）
⇒外部出力で対象者名簿を作成
個別管理表で一人ひとりの状況を確認、
参加状況を更新、事業コメント（対象者
の反応、行動目標、つなげた支援先な
ど）を入力（ｇ）
留意点：作業ファイルは作成時の日付を入れ
て保存すること

事業実施【D】

①事業参加者への声かけ
②事業参加者の日程調整
③通いの場等との調整
④かかりつけ医等関係者への事業説明
⑤支援の実施

アウトプット評価
個別管理表の参加状況（ｇ）について、
対象・勧奨・参加・終了・脱落を更新
している場合には、アウトプット評価
（ｈ）に反映される

マクロ的評価（広義のアウトカム）
総括表（a）の年齢階級別該当者数／
（加入者数or質問票等回答者数）にて
有所見率の算出が可

参加者の変化（狭義のアウトカム）
参加状況別にリストを作成し、数年後に
KDBよりデータ抽出して比較

評価とその活用【C・A】

①事業評価
②事業報告
③次期計画への見直し

市区町村における保健事業実施の流れとツールの活⽤

出典：高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン 第３版

※a～hはp16の図表を参照
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広広域域連連合合ににおおけけるるデデーータタヘヘルルスス計計画画へへのの対対応応

【参考】 共通評価指標とされている事業（ハイリスクアプローチ）における評価基準と
市町村における実際の抽出基準が異なる場合の対応について※

各市町村における健康課題や市町村の人的資源、地域資源等により、事業の取組における優先度
や運用については市町村において判断し、絞り込みを行う等しても差し支えない。
ただし、各市町村の状況の比較により分析を行うため、評価のための抽出基準については、厚生労
働科学研究事業の成果として示されている活用支援ツールの基準による抽出が望ましい。
なお、独自の基準で事業を実施する場合も、効率的かつ効果的な事業を実施する観点から、活用

支援ツールの基準による抽出を行った上で、市町村の人的資源等に鑑み、実施可能な対象者数を
設定するための絞り込みを行うことを基本とする。
その他、独自の基準により抽出等事業の実施をされる市町村がある場合は、その妥当性及び適切

性について、各広域連合において検討いただきたい。

※事務連絡「第３期データヘルス計画策定における国保データベース（KDB）システム及び一体的実施・KDB活用

支援ツールの活用における留意点等について（令和５年12月４日厚生労働省保険局高齢者医療課）」における

「４ データヘルス計画策定について」で各広域連合からの主な疑義として提示された内容を引用。

データヘルス計画は、 「保険者が保健事業を計画立案する際には、被保険者の健診データや

レセプトデータ等を十分に把握・分析し、被保険者の健康課題を解決するため、ＰＤＣＡサイクル

に沿った効果的・効率的な保健事業を選択すること」を目的としています。

第３期データヘルス計画では標準化（計画様式の標準化（考え方のフレーム）、共通評価指標

の設定）が進められ、広域連合においては構成市町村間の進捗の比較が可能となり、国におい

ては都道府県間（広域連合間の比較）のみならず、国全体の進捗確認や長期的評価が可能とな

ります。

なお、データヘルス計画における共通評価指標のアウトカム指標として、保健事業（ハイリスク

アプローチ）のハイリスク者（一体的実施・KDB活用支援ツールの抽出基準の該当者）の割合に

ついて目標を設定し、毎年度、評価を行うこととされています。こうした評価において年次推移

等も確認することで、健康課題を有する者の増減など、被保険者の変化を把握できます。
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広広域域連連合合ににおおけけるるデデーータタヘヘルルスス計計画画へへのの対対応応

【参考】 共通評価指標とされている事業（ハイリスクアプローチ）における評価基準と
市町村における実際の抽出基準が異なる場合の対応について※

各市町村における健康課題や市町村の人的資源、地域資源等により、事業の取組における優先度
や運用については市町村において判断し、絞り込みを行う等しても差し支えない。
ただし、各市町村の状況の比較により分析を行うため、評価のための抽出基準については、厚生労
働科学研究事業の成果として示されている活用支援ツールの基準による抽出が望ましい。
なお、独自の基準で事業を実施する場合も、効率的かつ効果的な事業を実施する観点から、活用

支援ツールの基準による抽出を行った上で、市町村の人的資源等に鑑み、実施可能な対象者数を
設定するための絞り込みを行うことを基本とする。
その他、独自の基準により抽出等事業の実施をされる市町村がある場合は、その妥当性及び適切

性について、各広域連合において検討いただきたい。

※事務連絡「第３期データヘルス計画策定における国保データベース（KDB）システム及び一体的実施・KDB活用

支援ツールの活用における留意点等について（令和５年12月４日厚生労働省保険局高齢者医療課）」における

「４ データヘルス計画策定について」で各広域連合からの主な疑義として提示された内容を引用。

データヘルス計画は、 「保険者が保健事業を計画立案する際には、被保険者の健診データや

レセプトデータ等を十分に把握・分析し、被保険者の健康課題を解決するため、ＰＤＣＡサイクル

に沿った効果的・効率的な保健事業を選択すること」を目的としています。

第３期データヘルス計画では標準化（計画様式の標準化（考え方のフレーム）、共通評価指標

の設定）が進められ、広域連合においては構成市町村間の進捗の比較が可能となり、国におい

ては都道府県間（広域連合間の比較）のみならず、国全体の進捗確認や長期的評価が可能とな

ります。

なお、データヘルス計画における共通評価指標のアウトカム指標として、保健事業（ハイリスク

アプローチ）のハイリスク者（一体的実施・KDB活用支援ツールの抽出基準の該当者）の割合に

ついて目標を設定し、毎年度、評価を行うこととされています。こうした評価において年次推移

等も確認することで、健康課題を有する者の増減など、被保険者の変化を把握できます。
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４．各表の見方と保健事業への活用（総括編）

モデル自治体での各表を例に、表の見方を解説します。

P７で示した抽出条件により作成されたCSV一覧を性（男女・全体）、年齢階級別（５歳刻み）に人数を示したもの

です。事業計画を立てる前に、抽出条件に該当する人の概数を把握するために用います。

留意点

・１０項目すべてのデータを取り込んだうえで、 総括表Ⅰを作表します。

・データ数が大きすぎると（大規模な広域連合など）、データの取り込みや処理に時間を要する場合や処理を完了

できない場合があります。事前に地区別などに分割してCSVを作成し、本ツールに取り込むとよいでしょう。

・質問票や健診データを抽出条件としている項目（1、2、4、5、6、8、9)ではハイリスクアプローチが可能ですが、

レセプトのみを抽出条件としている項目（3、 7)の人数は比較的多いため、ポピュレーションアプローチと組み合

わせたり、更なる絞り込みを行うなどの工夫をします。 ただし、該当者数の多い・少ないが事業の重要度を示す

ものではないことに留意してください。

・分母を被保険者数（３、７、１０）、もしくは健診データ登録者数（６、９）、質問票登録者数（１、２、４、５、８）とすると、

該当率を算出することができます。（ただし、データヘルス計画のハイリスク者割合については、分母は全て被保

険者数とされています。）

・７５歳未満では、障害等の理由により後期高齢者医療広域連合に加入している少数例が含まれるため、該当率

を算出することは不適切と思われます。

参考情報 ： 研究班（令和５～７年度）では、令和３年度のモデル２広域連合のデータ提供を受け、該当率を算出し

ましたので参考までに提示します。
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○ 総括表Ⅰでは、抽出条件ごとに、要介護認定の有無、施設入所、入院歴、さらに認知症や脳血管疾患な

どのレセプトのある者（傷病名で判断）の数を把握できます。

一般的には、フレイル予防等の事業については、介護保険のもとですでにサービスにつながっている要

介護状態や施設入所者は除くことになります。 一方、多剤・睡眠薬の処方や重症化予防（治療中断）など

は介護保険では把握しにくいため、必要に応じて介護保険担当と連携することが必要です。

脳血管疾患やがんなどの疾病のレセプトがある人については、安定期にある場合には保健事業の対象

となることがありますが、医師との連携のもと、保健事業参加の可能性を検討していく必要があります。

留意点

○糖尿病は傷病名、薬剤、検査、合併症を、高血圧は傷病名と投薬治療の有無を参照していますが、

その他の傷病は、「傷病名」で抽出しているため、薬物治療をしているかどうかは判断できません。

その他の使用したデータの詳細は、巻末資料を参照してください。

本ツールはKDBの「介入対象者一覧」の情報を使用しているため、レセプトに記載された傷病

名そのものではなく、まとめられたものであることに留意してください。

〇「要介護度（直近）」については、抽出年度時点ではなく直近年度の認定情報を示します。抽出年度

が直近年度ではない場合、健康状態不明者でありながら要介護の人が存在するケースもあります。
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○ 総括表Ⅰでは、抽出条件ごとに、要介護認定の有無、施設入所、入院歴、さらに認知症や脳血管疾患な

どのレセプトのある者（傷病名で判断）の数を把握できます。

一般的には、フレイル予防等の事業については、介護保険のもとですでにサービスにつながっている要

介護状態や施設入所者は除くことになります。 一方、多剤・睡眠薬の処方や重症化予防（治療中断）など

は介護保険では把握しにくいため、必要に応じて介護保険担当と連携することが必要です。

脳血管疾患やがんなどの疾病のレセプトがある人については、安定期にある場合には保健事業の対象

となることがありますが、医師との連携のもと、保健事業参加の可能性を検討していく必要があります。

留意点

○糖尿病は傷病名、薬剤、検査、合併症を、高血圧は傷病名と投薬治療の有無を参照していますが、

その他の傷病は、「傷病名」で抽出しているため、薬物治療をしているかどうかは判断できません。

その他の使用したデータの詳細は、巻末資料を参照してください。

本ツールはKDBの「介入対象者一覧」の情報を使用しているため、レセプトに記載された傷病

名そのものではなく、まとめられたものであることに留意してください。

〇「要介護度（直近）」については、抽出年度時点ではなく直近年度の認定情報を示します。抽出年度

が直近年度ではない場合、健康状態不明者でありながら要介護の人が存在するケースもあります。
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総括表Ⅱは、総括表Ⅰの対象者（抽出条

件該当者）から、要介護や施設入所者を除

いた、本事業の対象者候補となる人につい

て、抽出条件間の重複状況を見たものです。

身体的フレイル（ロコモ含む）は口腔、睡眠

薬、重症化予防（フレイル）などとの重複項

目が多く（表の事例では重複が６６人と

４５％を占めている）、事業の内容を検討す

るうえで、重複者に配慮するなどの対応が

必要と考えられます。

留意点

・１０項目すべてのデータを取り込んだうえで、 総括表Ⅱを作表します。

この表の各抽出条件の人数は、個別フローの中の（Ⅱ該当者）の段階の人数を示します。

一体的実施・KDB活用支援ツールのCSVデータ全体ではなく、施設入所者や医療管理を中心とするハイリ

スク者等、高齢者の保健事業の対象とはなりにくい者を除外した人数となっています。

一致

【活用例】

○リスク重複者には、多職種連携による支援、複合型のプログラムを検討します。

例）低栄養×口腔×身体的フレイル ／ 重症化予防×身体的フレイル 等

○身体的フレイル予防事業等の中で、服薬状況を確認したり、口腔に関する情報提供を

行い、必要に応じて個別に面接し、個人にあった支援を検討していきます。
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【絞り込みの考え⽅】
ポピュレーションアプローチでは幅広に対象者をとらえ
ハイリスクアプローチでは選定基準をより明確に。

≪さらなる絞込み条件の例≫
・年齢 ・介護保険認定の状況 ・認知症の有無
・抽出した指標が悪い順・重複数が多い順 等

右の図は、保健事業対象者の絞り込みの状

況を示したものです。KDBにある被保険者

全体より、一定の抽出基準でリストアップさ

れたものがCSV情報（対象者A）にあたりま

す。この中で、保健事業に適さない者を除外

したり、保健事業により効果が期待される者

を優先的に実施することが必要であり、対象

者絞り込み条件を設定します。研究班ではこ

れまでの保健事業の状況やエビデンス等を

考慮して、本ツールにおいて一定の絞り込み

をかけました（参加予定者Ｂ相当）。

実際には、地域のリソース（受け入れ規模・

マンパワー）の制約等により、絞り込み条件

は変わるので、各自治体ではフィルター機能

を活用して検討してください。

留留意意点点

○各抽出条件別にフロー図を自動

作成します（メニュー1 事業対象者

詳細）。

上記のフローにおいて各段階の対

象者個人リストを作成することがで

きます。

高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン 第２版

被保険者
＜2000人＞

対象者：A
＜500人＞

参加予定者：
B

＜300人＞

参加者:C
＜100人＞

抽出基準該当者
例）BMI 20以

下等

絞込み条件に該当

した者

例）前年度より体重

減少が著しい

同意した個人で、
事業に参加した者
例）栄養指導を

受けた者

５．各表の見方と保健事業への活用（個別事業編）

青字を
クリック 地区別・年齢などでソート

↓
個人へのアクセスが可能

一人ひとりのデータを個票で確認
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保保健健事事業業のの流流れれとと実実践践支支援援ツツーールルのの活活用用

◉ツールを活用した事業実施の流れ
(1) メニュー1．基本編総括表にて該当人数（年齢区分別）
(2) メニュー１．基本編フロー図にて各段階の人数確認
(3) 対象者リストをもとに保健事業計画（関連指標の確認と更なる絞り込み、留意事項の確認）
（４） メニュー２より個別管理表を打ち出し
(５) 支援の実施：
(６) 面談記録を作成、個別管理表の参加状況の更新、事業コメントの入力
(７) 必要に応じてフォロー：3か月後にレセプトもしくは本人との面談にて受診の有無を確認

参加状況※を更新
※元リスト/対象/勧奨/参加/終了/脱落/除外/死亡

(８)評価：年度末に対象者の介入状況を確認（メニュー２ 履歴情報集計）

留意点
傷病名で判断しているものについては、より詳細な治療実態を確認したい場合には、KDBか本人に
確認する必要があります。
個人情報が多く含まれていますので 取り扱いには注意してください。

個別データ表示：対象者の基本情報（氏名、年齢、住所、被保険証番号、後期取得・喪失年月日）

医療レセプト情報（傷病、服薬、受診医療機関数、歯科、入院、外来）

健診結果（抽出年度の健診データ、質問票、過去５年間の健診受診状況）

介護情報（要介護度、初回認定年月日）

など、一体的実施・ＫＤＢ活用支援ツールからの情報のほか

個別事業の対象となっているか（その際、どの事業に該当しているか）、事業への参加状況
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（１）低栄養

事業目標：地域に暮らす高齢者の低栄養状態を改善し、介護予防・ＱＯＬ向上を目指す

抽出条件: BMI≦20 かつ 質問票⑥ 6か月間で2～３kg以上の体重減少

抽出条件の根拠：

〇基本チェックリストの質問と調和（介護予防との連動を図る）

〇（意図しない）体重減少は筋肉量等の減少を反映する

〇体重減少がある者は、ない者より要介護状態の累積発生率が有意に高い

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

〇要介護認定を受けて、すでに食生活のアセスメント、支援を受けている者は本事業対象から

いったん除外（介護予防担当者・ケアマネージャー等からの相談には対応する）

〇体重減少のある者全員に対して状況の確認が望ましいが、人数が多い場合には以下の観点

で、面接・訪問を行う対象者を選定する

・体重減少が健診データなどで客観的に把握できている場合、減少幅が大きい方を優先

・体重減少（⑥）該当者の中でも、ベースラインのBMIが小さい方を優先

・質問票の健康状態（①）、食習慣（③）に該当する場合、口腔等ほかの抽出条件と重複する

場合を優先

・配慮すべき疾患として、認知症、うつなどの傷病名がある場合や独居、配偶者の死亡など

生活環境の変化が把握された場合には、訪問等にて食生活の状況などを確認し、必要に応

じて介護担当と相談する
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参考 【研究班からのメッセージ】

〇「低栄養事業対象者」は、非該当者と比較して、後期高齢者の質問票のすべての項目が悪い傾向

〇「低栄養事業対象者」では、口腔、服薬（睡眠薬服薬指導）、身体的フレイル、重症化予防（糖尿病フ

レイル合併）の該当者が有意に多く存在する。

→低栄養で抽出された人は要介護のハイリスクであり、重複事例はとくに状況確認が必要

〇低栄養該当者のうち、翌年度も低栄養で抽出される者は32.2％

2年連続体重減少している可能性があり、状況確認が必要

〇2年連続質問票を実施している者のうち、前年度非該当であった者の2.5％が翌年度該当

→非該当者に対する低栄養防止のメッセージ（ポピュレーションアプローチ）も重要

低栄養
• ⽀援対象者のうち、⽀援できた者の⼈数・割合アウトプット

• 体重が維持(±0.9kg)・改善(＋1kg)できた者の⼈数・割合
• 低栄養傾向（BMI 20以下）の者の⼈数、割合
• １年後の要介護認定の状況

アウトカム

評価

ツールを使ったアウトプット評価
〇支援対象者のうち、支援できた者の人数・割合

・事業全体から見たカバー率（対象者に対する参加者

の割合）、目指した人数や割合への達成率を評価する。

〇体重が維持・改善できた者の人数・割合

・体重は、維持±0.9kg・改善＋１kgを基本として、人数・割

合を評価する。体重減少が継続している場合は、悪化の防

止の観点から、下げ止まった人数・割合も把握しておく。

維持・改善できた者と、できなかった者の特徴（性別・年

齢・ 疾病の有無、生活背景等）を把握し、効果的な実施に

つなげていくことが望ましい。

〇 低栄養傾向（BMI 20以下）の者の減少

・支援の前後で、BMI 20以下の者の人数、割合を評価。

〇 要介護認定の状況

・低栄養該当者のうち、支援の有無別に、1年後、2年後に

要介護認定された人数・割合を評価する。

・要介護認定された者の体重減少の推移・疾病や入院等も

併せて評価し、傾向を把握することが望ましい。

※令和３年度のモデル広域連合のデータを研究班（令和５～７年度）が集計等実施。
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（２）⼝腔

事業目標：地域に暮らすオーラルフレイル・⼝腔機能低下者を抽出して⻭科受診につなげ、口腔機能

低下防止を図る

抽出条件:質問票④（咀嚼機能）⑤（嚥下機能）のいずれかに該当 かつ
レセプト︓過去１年間⻭科受診なし

抽出条件の根拠：

〇④、⑤のいずれかに該当する者では、口腔機能検査の結果が悪く、栄養摂取状況に偏りがみ

られた。

〇要介護認定を受けている者では咀嚼機能が低下していた。

嚥下機能が低下している者の外来医科医療費が有意に高かった。

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

・施設入所者以外を対象とするが、低栄養抽出基準と重複する者、配慮すべき疾患がある者に

ついては個別的アプローチ、低栄養がなく配慮すべき疾患がない場合には地域の口腔プログ

ラムにつなぐ

・誤嚥性肺炎や歯科疾患の重症化リスクが高い、脳血管疾患、認知症、肺炎等の既往のある者は

ハイリスクアプローチの優先順位が高い。

・2年連続該当者（継続該当率 71.6％）、質問票の該当項目が増加した者は優先順位が高い。

歯科受診により該当から外れるため、かかりつけ歯科医を持つよう促す。

※令和３年度のモデル広域連合のデータを研究班（令和５～７年度）が集計等実施。
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評価指標の例

ツールを使ったアウトプット評価：低栄養と同様

◉事業評価のポイント

【量的評価】

短期的評価：口腔に関する事業評価の指標：歯科医療機関の受診状況、後期高齢者の質問票（④咀

嚼・➄嚥下）の回答状況の変化、BMI≦20 、質問票⑥（体重変化）の状況、介入者の誤嚥性肺炎の

罹患状況、要介護認定の状況が挙げられる。

中長期的評価：単年度ではなく、追跡評価し分析していくことで、事業対象者の転機への効果を明

確にすることができる。歯科医療機関の受診、誤嚥性肺炎の罹患、要介護認定の状況については、

翌年以降にKDBにて確認が可能である。その後も経時的に確認し、歯科医療機関の受診が途絶え

たり、誤嚥性肺炎の罹患などが生じた場合には再度アプローチする必要がある。

【質的評価】

・誤嚥性肺炎の罹患や要介護認定の発生などが生じた場合には、歯科医療機関の受診歴、後期高

齢者の質問票の回答状況の変化との関連を事例ごとに検討し、アプローチの計画に反映させる

必要がある。

・事例に即して適切な対応方法を検討していくことで、次の対象者への参考とすることができ、事業

全体の改善にもつながる。

参考 【研究班からのメッセージ】

・本抽出基準による口腔の対象者は質問票登録者のうち14.１%で、その割合は市町村間で差が

認められた。

・質問票では口腔に問題があるとしながらも歯科受診のない者（口腔の対象者）は24.3%〜

51.3%であり、市町村間で差を認めた（歯科へのアクセスの差があると推察 ）。

・口腔機能の低下は食欲や食品摂取の多様性の低下、口腔細菌叢の悪化と関連した。

・2年連続質問票を実施している者のうち、前年度非該当であった者の５．１％が翌年度該当

→非該当者に対する口腔のメッセージ（ポピュレーションアプローチ）も重要

※令和３年度のモデル広域連合のデータを研究班（令和５～７年度）が集計等実施。

⼝腔
• ⽀援対象者のうち、⽀援できた者の⼈数・割合アウトプット

• ⻭科医療機関の受診状況

• 後期⾼齢者の質問票（４咀嚼「はい」・５嚥下「はい」）と回
答した者の⼈数、割合

• １年後の要介護認定の状況

アウトカム
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（（３３）） 服服薬薬（（多多剤剤、、睡睡眠眠薬薬））

事業目標：多剤投薬者や睡眠薬服用者を抽出し、服薬指導・服薬支援につなげることで、残薬を減らす

とともに、転倒等の薬物有害事象を防止する

抽出条件： １） 多剤：処方薬剤数「15以上」

２） 睡眠薬:レセプトにて睡眠薬処方ありかつ質問票⑧（転倒）に該当または 質問票⑩（認

知：物忘れ）、⑪（認知：失見当識）の二つとも該当

抽出条件の根拠

１）「ポリファーマシー」とは、単に服用する薬剤数が多いことではなく、薬物有害事象のリスク増加、

服薬過誤、服薬アドヒアランスの低下等の問題につながる状態をいう。

薬物有害事象は薬剤数にほぼ比例して増加し、６種類以上が特に薬物有害事象の発生増加に関

連したというデータもある。しかし、10種類以上でも外来受診者の18.2％に及ぶため、保健事業

としての対応能力およびエクセルの処理能力を考慮し、15剤以上で集計表を作成した（KDB活用

支援ツールでは10剤の抽出も可能であるが、本実践支援ツールでは15剤以上としている）。

２） 高齢者では非高齢者と比べて睡眠薬による薬物有害事象の発生リスクが相対的に髙い。

日本老年医学会は、後期高齢者、フレイルや要介護状態にある者に対し特に慎重な投与を要する

薬物として、ベンゾジアゼピン系睡眠薬・抗不安薬、非ベンゾジアゼピン系睡眠薬（ゾピクロン、ゾ

ルピデム、エスゾピクロン）を挙げている。

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

・処方薬剤数や受診医療機関数が多い者

複数の医療機関を受診し、それぞれ別の薬局で投薬を受けている場合には、お薬手帳等を適

切に活用しない限り、医師・薬剤師ともに全体像を把握することは難しい。すべてのレセプト情

報を集約できる保険者は複数医療機関での重複投薬や全体としての多剤の状況を把握する

ことができる。
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（（３３）） 服服薬薬（（多多剤剤、、睡睡眠眠薬薬））

事業目標：多剤投薬者や睡眠薬服用者を抽出し、服薬指導・服薬支援につなげることで、残薬を減らす

とともに、転倒等の薬物有害事象を防止する

抽出条件： １） 多剤：処方薬剤数「15以上」

２） 睡眠薬:レセプトにて睡眠薬処方ありかつ質問票⑧（転倒）に該当または 質問票⑩（認

知：物忘れ）、⑪（認知：失見当識）の二つとも該当

抽出条件の根拠

１）「ポリファーマシー」とは、単に服用する薬剤数が多いことではなく、薬物有害事象のリスク増加、

服薬過誤、服薬アドヒアランスの低下等の問題につながる状態をいう。

薬物有害事象は薬剤数にほぼ比例して増加し、６種類以上が特に薬物有害事象の発生増加に関

連したというデータもある。しかし、10種類以上でも外来受診者の18.2％に及ぶため、保健事業

としての対応能力およびエクセルの処理能力を考慮し、15剤以上で集計表を作成した（KDB活用

支援ツールでは10剤の抽出も可能であるが、本実践支援ツールでは15剤以上としている）。

２） 高齢者では非高齢者と比べて睡眠薬による薬物有害事象の発生リスクが相対的に髙い。

日本老年医学会は、後期高齢者、フレイルや要介護状態にある者に対し特に慎重な投与を要する

薬物として、ベンゾジアゼピン系睡眠薬・抗不安薬、非ベンゾジアゼピン系睡眠薬（ゾピクロン、ゾ

ルピデム、エスゾピクロン）を挙げている。

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

・処方薬剤数や受診医療機関数が多い者

複数の医療機関を受診し、それぞれ別の薬局で投薬を受けている場合には、お薬手帳等を適

切に活用しない限り、医師・薬剤師ともに全体像を把握することは難しい。すべてのレセプト情

報を集約できる保険者は複数医療機関での重複投薬や全体としての多剤の状況を把握する

ことができる。
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服薬指導（多剤）
• ⽀援対象者のうち、⽀援できた者の⼈数・割合アウトプット

• 介⼊前後３ヶ⽉の受診状況（受診医療機関数、受診回数）

• 介⼊前後３ヶ⽉の処⽅薬剤数が15剤以上の⼈数、割合
アウトカム

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

対象者リストをもとに、レセプト（KDB）にて処方内容を確認。高齢者にとって薬物有害事象の

発生リスクが高い睡眠薬（特に長時間作用型のベンゾジアゼピン系薬剤）を服用しているかを

確認する。

薬剤のチェックについては、薬剤師の関与が不可欠である。

多剤、睡眠薬とも抽出された対象者に対する支援の方法については地区医師会、薬剤師会と

相談しながら進める必要があり、絞り込み条件についても相談が必要である。

参考 【研究班からのメッセージ】

・15剤以上の者は75歳以上の加入者の3～4％で市町村間格差があった（約2.5倍）

・15剤以上の者は、男性、80～89歳、フレイル（リスクあり）で有意に多く、併存疾患数が多く

なるほど15剤以上の処方リスクは高かった。

【服薬指導・支援の三つのレベル】

第一段階（初級）：高齢者への対応：後期高齢者の質問票を用いた健康状態の把握と処方薬全体

の把握（お薬手帳、薬剤情報提供書だけでなく、市販薬・健康食品・サプリメントも聞き取る）

第二段階（中級）：処方状況、残薬、薬剤療法に係る困りごとの把握

第三段階（上級）：ポリファーマシーの評価と対応、薬剤師や医療機関との情報交換

※令和３年度のモデル広域連合のデータを研究班（令和５～７年度）が集計等実施。

	 	 23	 	

	 	 106	 	



（（４４））身身体体的的フフレレイイルル（（ロロココモモ含含むむ））

事業目標：地域に暮らす身体的フレイル（ロコモティブシンドロームを含む）のリスクがある者を

抽出し、介護予防・QOL向上を目指す

抽出条件:質問票①（健康状態）に該当かつ質問票⑦（歩行速度）に該当

質問票⑦（歩行速度）に該当かつ質問票⑧（転倒）に該当

抽出条件の根拠：

歩行速度や転倒歴は日常生活機能の指標となり、要介護リスクとの関係が深い。

転倒と歩行速度は双方向の関連がある （歩行速度⇔転倒歴）

低栄養に該当すると、歩行速度の低下や転倒・骨折のリスクが上昇する。

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

（ハイリスクアプローチ）

・要介護認定を受けていない、本条件該当者のうち、質問票の運動習慣（⑨）、社会参加（⑬外

出、 ⑭ 交流、⑮相談者）がない者は、閉じこもりがちの生活のために今後もフレイルが進行する

可能性が高いため、保健師等が面談し、本人に適した活動を促すことが望ましい。

・質問票⑥(体重変化)に該当する者や痩せ（BMI≦20）など低栄養と重複している者、抑うつ

傾向 (② 心の健康状態)、軽度認知機能低下が併存している者、口腔機能低下（④、⑤）、薬剤

（多剤、睡眠薬）なども身体的フレイルと関係することから、一人ひとりに合った対策を検討す

る必要がある。

・過体重（BMI≧25）の者では変形性関節症等によりロコモティブシンドロームとなりやすいこ

とから、体重管理、膝関節に負担のかからないような運動方法を選択する。

・臓器機能障害（腎臓、心臓、呼吸器、脳血管等）を有する者においても、運動の実施の効果が指

摘されているが、本人の健康状態に合わせたプログラム、安全管理が重要である。

・特にハイリスクな者を対象とする場合には、理学療法士等、医療専門職の関与する場を選択する。
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（（４４））身身体体的的フフレレイイルル（（ロロココモモ含含むむ））

事業目標：地域に暮らす身体的フレイル（ロコモティブシンドロームを含む）のリスクがある者を

抽出し、介護予防・QOL向上を目指す

抽出条件:質問票①（健康状態）に該当かつ質問票⑦（歩行速度）に該当

質問票⑦（歩行速度）に該当かつ質問票⑧（転倒）に該当

抽出条件の根拠：

歩行速度や転倒歴は日常生活機能の指標となり、要介護リスクとの関係が深い。

転倒と歩行速度は双方向の関連がある （歩行速度⇔転倒歴）

低栄養に該当すると、歩行速度の低下や転倒・骨折のリスクが上昇する。

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

（ハイリスクアプローチ）

・要介護認定を受けていない、本条件該当者のうち、質問票の運動習慣（⑨）、社会参加（⑬外

出、 ⑭ 交流、⑮相談者）がない者は、閉じこもりがちの生活のために今後もフレイルが進行する

可能性が高いため、保健師等が面談し、本人に適した活動を促すことが望ましい。

・質問票⑥(体重変化)に該当する者や痩せ（BMI≦20）など低栄養と重複している者、抑うつ

傾向 (② 心の健康状態)、軽度認知機能低下が併存している者、口腔機能低下（④、⑤）、薬剤

（多剤、睡眠薬）なども身体的フレイルと関係することから、一人ひとりに合った対策を検討す

る必要がある。

・過体重（BMI≧25）の者では変形性関節症等によりロコモティブシンドロームとなりやすいこ

とから、体重管理、膝関節に負担のかからないような運動方法を選択する。

・臓器機能障害（腎臓、心臓、呼吸器、脳血管等）を有する者においても、運動の実施の効果が指

摘されているが、本人の健康状態に合わせたプログラム、安全管理が重要である。

・特にハイリスクな者を対象とする場合には、理学療法士等、医療専門職の関与する場を選択する。
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⾝体的フレイル
• ⽀援対象者のうち、⽀援できた者の⼈数・割合アウトプット

• 適切なサービス（専⾨職、地域⽀援事業等）へつながっている⼈数・割合
• 後期⾼齢者の質問票（①健康状態「４、５」かつ⑦歩⾏速度「はい」または⑦歩
⾏速度「はい」かつ⑧転倒の該当者「はい」）と回答した者の⼈数・割合

• １年後の要介護認定の状況

アウトカム

評価指標の例

参考 【研究班からのメッセージ】

・後期高齢者の質問票から推定されるフレイル傾向は、より高額な医療・介護費と関連した。

・本質問票を用いて評価したフレイル傾向や事業対象選定基準の該当者は、要介護認定の予測に加

えて特に介護給付費の増額と関連した。

・フレイル傾向や事業対象者選定基準には地域差が見られ、フレイルの社会的側面の該当者が多い自

治体ではフレイル傾向や事業対象者選定基準該当者が多い傾向がみられた。

・２年連続質問票を実施している者のうち、前年度身体的フレイル該当者のうち、翌年度も同基準で

該当となる者は53.6％（2年連続該当者では身体活動を継続できる場へのつなぎが重要）

・前年度非該当であった者の１２．６％が翌年度該当。非該当者に対しても、積極的なフレイルについ

ての啓発が重要（←健康づくり講座などで、指輪っかテストをおこなうなど）

（ポピュレーションアプローチ）

多くの対象者に働きかけ、参加を促す工夫が重要。

・身体的フレイルについて、対策の必要性、地域におけるフレイル（ロコモ含む）該当者の人数を共有し、

地域関係者（社会福祉協議会、ボランティア、職能団体）と協働で通いの場、地域活動を支援する。

・健診の場で身体的フレイルが疑われる場合、専門職種から通いの場等への参加を促す。

身体的フレイル該当者全体の評価のほか、リスク保有状態を層別化（性・年齢・地域別、他との重

複・単独、フレイルの程度（質問票の結果を踏まえて区分）、慢性疾患の併存などの視点）した評価

を行い、事業改善につなげることが望ましい（ツールのフィルター機能を活用した分析など）

Tanaka T, et al. Geriatr Gerontol Int. 2023 Feb;23(2):124-130. Tanaka T, et al. Geriatr Gerontol Int. 2023 Dec;23(12):973-974.
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（（５５））重重症症化化予予防防（（糖糖尿尿病病性性腎腎症症、、そそのの他他生生活活習習慣慣病病））

A：血糖・血圧コントロール不良かつ薬剤処方がない者を医療機関受診につなげる

抽出条件：健診：HbA1c≧8.0 ％または BP≧160/100 ㎜ Hg かつレセプト（医科・

DPC ・調剤）で対応する 糖尿病・高血圧の薬剤処方履歴1年間なし

B：糖尿病、高血圧等で薬剤を中止している者に対して健康相談を行い、健診受診につなげる

抽出条件：健診：抽出年度の健診履歴なし かつ抽出前年度以前の３年間に糖尿病・高血圧の

薬剤処方履歴あり かつ 抽出年度に薬剤処方履歴なし

C：糖尿病等の基礎疾患があり、フレイル状態にある者を抽出、通いの場等の介護予防事業

につなげる

抽出条件：基礎疾患あり（糖尿病治療中もしくは中断 または 心不全、脳卒中等循環器疾患

あり、または健診： HbA1c7.0 ％以上） かつ質問票の健康状態 ①、 体重変化⑥、転

倒⑧、外出⑬のいずれかに該当

D：腎機能 低下 かつ医療機関への受診がない者に受診勧奨を行い、透析を予防

抽出基準：健診： eGFR<45 または 尿蛋白（＋）以上 かつ 医療（入院・外来・歯科）未受診

対象者選定

高血糖、高血圧は、心不全、腎不全、認知症の危険因子であるが、血糖値や血圧の下げすぎはふ

らつき・転倒のリスクを高めたり、心血管イベントのリスクを高めることから、緩和した対象者選

定基準とする。

【高血糖】 健診結果後の通知ではHbA1c≧7.0 を受診勧奨の対象とするが、ハイリスクアプ

ローチの保健事業として、電話や面談、訪問等の更なる受診勧奨を行うのは、HbA1c≧

8.0％かつ薬物治療のない者を確実に把握し、受診につなげることを目標とする。

【高血圧】高齢者では白衣性高血圧の頻度が高い。ハイリスクアプローチの保健事業としては、

収縮期血圧≧160mmHg かつ治療歴のない者とする。
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（（５５））重重症症化化予予防防（（糖糖尿尿病病性性腎腎症症、、そそのの他他生生活活習習慣慣病病））

A：血糖・血圧コントロール不良かつ薬剤処方がない者を医療機関受診につなげる

抽出条件：健診：HbA1c≧8.0 ％または BP≧160/100 ㎜ Hg かつレセプト（医科・

DPC ・調剤）で対応する 糖尿病・高血圧の薬剤処方履歴1年間なし

B：糖尿病、高血圧等で薬剤を中止している者に対して健康相談を行い、健診受診につなげる

抽出条件：健診：抽出年度の健診履歴なし かつ抽出前年度以前の３年間に糖尿病・高血圧の

薬剤処方履歴あり かつ 抽出年度に薬剤処方履歴なし

C：糖尿病等の基礎疾患があり、フレイル状態にある者を抽出、通いの場等の介護予防事業

につなげる

抽出条件：基礎疾患あり（糖尿病治療中もしくは中断 または 心不全、脳卒中等循環器疾患

あり、または健診： HbA1c7.0 ％以上） かつ質問票の健康状態 ①、 体重変化⑥、転

倒⑧、外出⑬のいずれかに該当

D：腎機能 低下 かつ医療機関への受診がない者に受診勧奨を行い、透析を予防

抽出基準：健診： eGFR<45 または 尿蛋白（＋）以上 かつ 医療（入院・外来・歯科）未受診

対象者選定

高血糖、高血圧は、心不全、腎不全、認知症の危険因子であるが、血糖値や血圧の下げすぎはふ

らつき・転倒のリスクを高めたり、心血管イベントのリスクを高めることから、緩和した対象者選

定基準とする。

【高血糖】 健診結果後の通知ではHbA1c≧7.0 を受診勧奨の対象とするが、ハイリスクアプ

ローチの保健事業として、電話や面談、訪問等の更なる受診勧奨を行うのは、HbA1c≧

8.0％かつ薬物治療のない者を確実に把握し、受診につなげることを目標とする。

【高血圧】高齢者では白衣性高血圧の頻度が高い。ハイリスクアプローチの保健事業としては、

収縮期血圧≧160mmHg かつ治療歴のない者とする。
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対象者選定と保健事業

健診未受診者のなかで、薬剤の処方が中止・中断している者を把握する。治療歴はあるが最近

薬剤処方がない人を対象とする。

・主治医の判断で処方が中止になった場合（健康状態が改善、もしくは薬剤に対する忍容性低下

等）も考えられるが、自己中断である可能性もある。健診未受診者であることから、まずは健診

受診を勧奨して健診等にて検査値を確認する等、経過を追跡する。

・医師の判断で薬剤処方が中止となる主な理由：①検査値の改善、②ふらつき等の自覚症状、

③多剤のため、薬剤数を整理等が考えられる。

・自己中断の主な理由：①薬物の副反応（ふらつき等不快感）があるが医師には相談できない、

②経済的な理由、③医療機関へのアクセス（運転取りやめ等により通院困難）、④認知機能の低

下等が考えられる。

・まずは本人に受療状況や中断理由を確認し、健診につなげる。必要に応じてかかりつけ医に治

療方針や継続に向けての相談を行う。

参考 【研究班からのメッセージ】

・重症化予防（受診勧奨）対象者は非対象者（他分野の一体的実施保健事業対象者）よりも後期

高齢者の質問票の①健康状態等の問診項目が良好な者の割合が高く認められた。

他疾患での治療歴も少なく、これまで医療機関との関わりが薄い対象者である。健診受診歴

はあることから、健康にある程度自信があり、医療機関受診に前向きではない対象者像が推

察される。

・2年連続質問票を実施している者のうち、前年度重症化予防（受診勧奨）に該当し、翌年度も同

条件で抽出される者は33.3％であり、それ以外は受診につながった可能性等もある。

・前年度非該当であった者の1.6％が翌年度該当した（新規流入は比較的少ない傾向） 。

※令和３年度のモデル広域連合のデータを研究班（令和５～７年度）が集計等実施。
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対象者選定と保健事業

・糖尿病等の基礎疾患がある者では、サルコペニア、フレイルが進行しやすい。糖尿病においては、

不適切な食事制限により低栄養をきたしやすく、サルコペニアの原因となるため、十分なエネル

ギー摂取とタンパク質摂取が必要である。 運動としては、有酸素運動に加えてレジスタンスト

レーニングが推奨される。その際、安全管理も可能な指導者・施設による支援が望ましい。

・通いの場等、介護予防事業に参加していない人、中断した人を対象とする。

本人の体力レベルに合わせた活動内容やプログラムの紹介が望ましい。

・糖尿病等のある者では疾病が重複するため多剤になりやすく、ふらつき・転倒のリスクが高まる。

薬剤の調整を含めた支援が必要な場合がある。

対象者選定と保健事業

・高齢者ではeGFR＜45 で総死亡と心血管死リスクを高める。

・薬剤・健康食品等、腎障害の原因となるものがないかを検索する。

・健診受診者であり、医療につながっていない者であるため、保険者が対策することが重要。

・KDBでは 「内科」もしくは「腎臓内科」未受診の条件での抽出ができないため、腎疾患に対する

治療ができていない者がすべて把握できているわけではないことに留意する。
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対象者選定と保健事業

・糖尿病等の基礎疾患がある者では、サルコペニア、フレイルが進行しやすい。糖尿病においては、

不適切な食事制限により低栄養をきたしやすく、サルコペニアの原因となるため、十分なエネル

ギー摂取とタンパク質摂取が必要である。 運動としては、有酸素運動に加えてレジスタンスト

レーニングが推奨される。その際、安全管理も可能な指導者・施設による支援が望ましい。

・通いの場等、介護予防事業に参加していない人、中断した人を対象とする。

本人の体力レベルに合わせた活動内容やプログラムの紹介が望ましい。

・糖尿病等のある者では疾病が重複するため多剤になりやすく、ふらつき・転倒のリスクが高まる。

薬剤の調整を含めた支援が必要な場合がある。

対象者選定と保健事業

・高齢者ではeGFR＜45 で総死亡と心血管死リスクを高める。

・薬剤・健康食品等、腎障害の原因となるものがないかを検索する。

・健診受診者であり、医療につながっていない者であるため、保険者が対策することが重要。

・KDBでは 「内科」もしくは「腎臓内科」未受診の条件での抽出ができないため、腎疾患に対する

治療ができていない者がすべて把握できているわけではないことに留意する。
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糖尿病性腎症重症化予防
①⽀援対象者のうち、⽀援できた者（個別⽀援・受診勧奨）の⼈数・割合アウトプット

②受診勧奨事業︓対象者のうち、受診した者（服薬治療を開始した者、傷病名＋
（検査、⽣活習慣病管理料）等で受診が確認できた者）の⼈数、割合
③治療中断者のうち健診⼜は受診につながった者（服薬治療を再開した者、傷病名
＋（検査、⽣活習慣病管理料）等で受診が確認できた者）の数・割合
④HbA1ｃ≧8.0％の⼈数、割合の変化、SBP≧160orDBP≧100以上の割合の変化

アウトカム

評価指標の例

ツールの4つの抽出方法と個別事業評価

アウトカムアウトプット抽出方法

健康状態の改善受療等の行動変化

④ 検査値が基準未満
になった者/実施人数

② 医療機関受診者/実
施人数

受診勧奨実施人数/支
援対象者

６）コントロール不良
＋ 受診なし

③ 医療機関or 健診受
診者/支援対象者

医療or 健診受診勧奨
実施人数/支援対象者

７）治療中断者

（フレイルの悪化防止・
改善）

（フレイル予防の事業
の参加者/支援対象
者）

フレイル予防事業勧奨
実施人数/支援対象者

８）基礎疾患
＋フレイル

（腎機能の悪化防止・
改善）

② 医療機関受診者/
支援対象者

受診勧奨実施人数/支
援対象者

９）腎機能低下＋受
診なし

重症化予防事業の総合的なマクロ評価

比較データソース具体的な指標マクロ指標

都道府県比較（広域連
合内市町村比較）
同一自治体経年比較
（該当率のモニタリン
グ）

国民健康保険中央会
の国保・後期高齢者ヘ
ルスサポート事業ガイ
ドライン（令和５年４
月）別添資料「KDBシ
ステム等を活用した共
通評価指標例等の確
認方法について（後
期）改訂版１※」を参照

一体的実施支援ツー
ルによるハイリスク者
割合
抽出条件６）～９）

糖尿病、高血圧、腎機
能低下者のハイリス
ク者減少
基礎疾患にフレイル
合併例の減少

経年変化

HbA1ｃ≧8.0％の人
数、割合、
SBP≧160orDBP
≧100以上の数、割
合

健康状況

全国平均
都道府県平均
経年変化

総医療費（外来・入院・
調剤）
疾患別医療費

医療費（糖尿病、腎不
全、透析等）

全国平均
都道府県平均
経年変化

脳卒中、糖尿病合併
症、腎不全、心不全等、
生活習慣病関連の要
介護認定

要介護認定率

※事務連絡「第３期データヘルス計画策定における国保データベース（KDB）システム及び一体的実施・KDB活用

支援ツールの活用における留意点等について（令和５年12月４日厚生労働省保険局高齢者医療課）」において

周知されている。
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参考 【研究班からのメッセージ】 該当者の割合の変化と、2年連続対象者における該当の変化

①令和2年度・令和3年度の該当者の割合を単純に比較した場合

分母（１）：被保険者（2広域連合分、令和2年度1,737,068人 令和3年度 1,793,025人）

例： 右上図は、重症化予防の中で

「治療中断かつ健診なし」の割合を

令和2年度、3年度で比較したもの

です。 性・年齢階級別で見ても

すべて令和3年度の方が該当率

が高いという結果でした。

②2年連続評価できた者における

推移の確認

下図を見ると、2年連続で加入し

ていた144万人のうち、 同抽出

基準での該当率は4.03％から

5.85％へと増加していました。

しかし、個人単位での推移を見る

と、「該当→非該当となった者」

（治療もしくは健診につながった）は

14,505人（2年度該当者の２５％）、

「非該当→該当」（新たに受診中断

もしくは治療中断後の健診未受診）

へと変化があった者は３５，８８７人

（非該当者の2.7％）であり、結局

対象者増加につながっていました。

個人単位での推移に着目することにより、 対策の効果をより詳細に検討することができます。

2年連続該当している人については、面談の上、対策不要（コントロール改善かつ医療機関にて

継続管理）か、2年続けて保健指導するかについて検討が必要ですが、前年度の記録が残され

ていると、その判断に役立ちます。

※ ハイリスクアプローチ： 該当→非該当を増やすこと
ポピュレーションアプローチ：非該当者から該当者への変化を防ぐ（治療中断防止や健診等の受診

を促す）こと

ハイリスクアプローチのアウトカム評価において、該当→非該当の割合を見ていくことは

有用ですが、保健事業を行わない場合の変化（自然経過）よりも良い結果が得られているかを

比較してみることも大切です。

※令和３年度のモデル広域連合のデータを研究班（令和５～７年度）が集計等実施。
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参考 【研究班からのメッセージ】 該当者の割合の変化と、2年連続対象者における該当の変化

①令和2年度・令和3年度の該当者の割合を単純に比較した場合

分母（１）：被保険者（2広域連合分、令和2年度1,737,068人 令和3年度 1,793,025人）

例： 右上図は、重症化予防の中で

「治療中断かつ健診なし」の割合を

令和2年度、3年度で比較したもの

です。 性・年齢階級別で見ても

すべて令和3年度の方が該当率

が高いという結果でした。

②2年連続評価できた者における

推移の確認

下図を見ると、2年連続で加入し

ていた144万人のうち、 同抽出

基準での該当率は4.03％から

5.85％へと増加していました。

しかし、個人単位での推移を見る

と、「該当→非該当となった者」

（治療もしくは健診につながった）は

14,505人（2年度該当者の２５％）、

「非該当→該当」（新たに受診中断

もしくは治療中断後の健診未受診）

へと変化があった者は３５，８８７人

（非該当者の2.7％）であり、結局

対象者増加につながっていました。

個人単位での推移に着目することにより、 対策の効果をより詳細に検討することができます。

2年連続該当している人については、面談の上、対策不要（コントロール改善かつ医療機関にて

継続管理）か、2年続けて保健指導するかについて検討が必要ですが、前年度の記録が残され

ていると、その判断に役立ちます。

※ ハイリスクアプローチ： 該当→非該当を増やすこと
ポピュレーションアプローチ：非該当者から該当者への変化を防ぐ（治療中断防止や健診等の受診

を促す）こと

ハイリスクアプローチのアウトカム評価において、該当→非該当の割合を見ていくことは

有用ですが、保健事業を行わない場合の変化（自然経過）よりも良い結果が得られているかを

比較してみることも大切です。

※令和３年度のモデル広域連合のデータを研究班（令和５～７年度）が集計等実施。
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※令和３年度のモデル広域連合のデータを研究班（令和５～７年度）が集計等実施。

２年間加入している１４４万人における該当状況の推移

２年間質問票等がある人34.8万人における該当状況の推移

２年間健診データがある人36.6万人における該当状況の推移
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（（６６））健健康康状状態態不不明明者者

事業目標：健康状態不明者に対してアウトリーチ支援等を行い、健康相談、適切なサービスへの接続

等により、健康の保持増進を目指す

抽出条件：抽出年度及び抽出前年度の２年度において、健診情報なし、レセプトデータなし、要介護

認定なし

抽出条件の根拠：健康状態や経済状況に問題があるにもかかわらず、必要な医療・行政サービスを

利用できずに健康状態が悪化し、突然の重篤な疾患を発症したり孤立死するケースがみられる。

一方、医療・介護が必要なく、健康に自信がある人達が抽出されることもある。

健康状態不明者のうち、健診につながった者では即重症化予防の対象者になる、認知症がある

などのケースが報告されており、高齢期における適切な健康管理につなげていく必要がある。

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

・全員に健康伺い（質問票）の手紙を出し、返信状況を確認して優先順位付けする

・対象者リストのうち、昨年度の該当状況、聞き取り情報を参考に絞り込む

・地域包括や民生委員等、地域からの紹介者がある場合を優先する 等
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（（６６））健健康康状状態態不不明明者者

事業目標：健康状態不明者に対してアウトリーチ支援等を行い、健康相談、適切なサービスへの接続

等により、健康の保持増進を目指す

抽出条件：抽出年度及び抽出前年度の２年度において、健診情報なし、レセプトデータなし、要介護

認定なし

抽出条件の根拠：健康状態や経済状況に問題があるにもかかわらず、必要な医療・行政サービスを

利用できずに健康状態が悪化し、突然の重篤な疾患を発症したり孤立死するケースがみられる。

一方、医療・介護が必要なく、健康に自信がある人達が抽出されることもある。

健康状態不明者のうち、健診につながった者では即重症化予防の対象者になる、認知症がある

などのケースが報告されており、高齢期における適切な健康管理につなげていく必要がある。

対象者選定（さらなる絞り込みのヒント）

・全員に健康伺い（質問票）の手紙を出し、返信状況を確認して優先順位付けする

・対象者リストのうち、昨年度の該当状況、聞き取り情報を参考に絞り込む

・地域包括や民生委員等、地域からの紹介者がある場合を優先する 等
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本ツールではメニュー２の画面から各事業の個別管理表を作成することができます。
参加状況を
1：元リスト、 2：対象、 3：勧奨、 4：参加、 5：終了に変更することで事業履歴を残すことがで

きます。
事業コメント欄に所見、事業内容等を記録することができます。事業メニューごとに情報は管理さ
れます。複数メニューの対象者になった方は、それぞれについて個別管理表に記載が必要です。

事業メニュー単位で個別管理表作成

６．個別保健事業の評価

コメント入力

参加状況更新

アウトプット評価

留意点

・保存の際、エクセルのバージョン管理をしてください。一体的実施・KDB活用支援ツールによる

CSV抽出日が異なる場合には新たなデータが追加されるため、個別管理表の情報も変化します。

別名で保存、抽出日、対象者の絞り込みの日などをファイル名に入れてください。

・コメント入力したものは、そのバージョン限りで、KDBに戻すことはできません。

・個別管理表は、事業メニューごとに作表され、コメントも事業メニューごとに保管する形式です。
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（参考）アウトカム評価のうち、個人の前後評価については、事業参加者の健診・医療・介護等の情報を

KDBから再度抽出して、介入前のデータと比較します。

マクロ的な評価としては、一体的実施・KDB活用支援ツールで、それぞれの年度で抽出したデータ

をもとに、 （性・年齢階級別）該当者数・割合などの変化を見ることは可能です。

なお、介入対象者の長期的評価を行う上では、KDB介入支援対象者一覧の機能を活用して、

KDBに参加者情報を登録する方法があります。KDBにおけるデータ保存期間が10年間に延長さ

れたことにより、この機能を活用した長期的評価が可能になることが期待されます。

進進捗捗チチェェッッククリリスストトガガイイドド 振振りり返返りり編編 （（研研究究班班））

５段階評価*1
（a-e) その理由

庁内体制 76 本事業の実施にあたり、部局横断的な協議が
できた。

□

地域連携 77 地域の関係機関との連携体制が構築できた。
とくに広域連合との連携が深まった。

□

78 データ分析、保健指導に必要な人材が確保で
き、研修も実施できた（内・外含め）

□

79 事業実施計画書、実施マニュアル、保健指導
教材の準備ができた。

□

80 （委託の場合）委託先と事業の目的・方法な
どを協議し、適切な委託ができた。

□

進捗管理 81 全体のスケジュール管理を行った。 □

分析 82 KDB等活用して、健康課題の分析、対象者
の抽出などができた。

□

83 概ね計画どおり、質問票実施や保健指導・支
援することができた。

□

84 参加者の満足度、意見、参加状況などを評価
した。

□

修正 85
状況の変化に対応し、チームで検討の上、マ
ニュアルやスケジュールの修正を行い、対応
できた。

□

ハイリスク 86 抽出された対象者の中で、実際に関われた人
の人数を把握した。

ポピュレーショ
ン 87 通いの場等での質問票や支援の実施人数を把

握した。

88 質問票や検査データ等で　効果を確認した。 □

89 要介護認定の状況を確認した。

90 レセプトで受診状況を確認した。

91 （委託の場合）報告書で成果を確認した □

データ確認

得られた成果（⾃⼰評価）
解決すべき課題

庁内、外部関係者の意⾒*２
（上司・他部局、広域連合、⽀援評価委員会、

医師会、　地域関係団体、委託先等）

事業評価

ストラクチャー
評価

保健指導体
制

プロセス評価 適切な運営

アウトプット評
価

アウトカム評
価

項⽬ 通し番号 内容 実施の有無

出典：市町村における「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」のための進捗チェックリスト ｐ２４

令和2年度厚生労働行政推進調査事業費補助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進に係る検証のための研究」
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（参考）アウトカム評価のうち、個人の前後評価については、事業参加者の健診・医療・介護等の情報を

KDBから再度抽出して、介入前のデータと比較します。

マクロ的な評価としては、一体的実施・KDB活用支援ツールで、それぞれの年度で抽出したデータ

をもとに、 （性・年齢階級別）該当者数・割合などの変化を見ることは可能です。

なお、介入対象者の長期的評価を行う上では、KDB介入支援対象者一覧の機能を活用して、

KDBに参加者情報を登録する方法があります。KDBにおけるデータ保存期間が10年間に延長さ

れたことにより、この機能を活用した長期的評価が可能になることが期待されます。

進進捗捗チチェェッッククリリスストトガガイイドド 振振りり返返りり編編 （（研研究究班班））

５段階評価*1
（a-e) その理由

庁内体制 76 本事業の実施にあたり、部局横断的な協議が
できた。

□

地域連携 77 地域の関係機関との連携体制が構築できた。
とくに広域連合との連携が深まった。

□

78 データ分析、保健指導に必要な人材が確保で
き、研修も実施できた（内・外含め）

□

79 事業実施計画書、実施マニュアル、保健指導
教材の準備ができた。

□

80 （委託の場合）委託先と事業の目的・方法な
どを協議し、適切な委託ができた。

□

進捗管理 81 全体のスケジュール管理を行った。 □

分析 82 KDB等活用して、健康課題の分析、対象者
の抽出などができた。

□

83 概ね計画どおり、質問票実施や保健指導・支
援することができた。

□

84 参加者の満足度、意見、参加状況などを評価
した。

□

修正 85
状況の変化に対応し、チームで検討の上、マ
ニュアルやスケジュールの修正を行い、対応
できた。

□

ハイリスク 86 抽出された対象者の中で、実際に関われた人
の人数を把握した。

ポピュレーショ
ン 87 通いの場等での質問票や支援の実施人数を把

握した。

88 質問票や検査データ等で　効果を確認した。 □

89 要介護認定の状況を確認した。

90 レセプトで受診状況を確認した。

91 （委託の場合）報告書で成果を確認した □

データ確認

得られた成果（⾃⼰評価）
解決すべき課題

庁内、外部関係者の意⾒*２
（上司・他部局、広域連合、⽀援評価委員会、

医師会、　地域関係団体、委託先等）

事業評価

ストラクチャー
評価

保健指導体
制

プロセス評価 適切な運営

アウトプット評
価

アウトカム評
価

項⽬ 通し番号 内容 実施の有無

出典：市町村における「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」のための進捗チェックリスト ｐ２４

令和2年度厚生労働行政推進調査事業費補助金政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）

「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施推進に係る検証のための研究」
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広域連合では、データヘルス計画や毎年の事業計画、市町村との相談のために、市町村ごとの

該当者数を把握することが求められます。実践支援ツールでは、市町村別（保険者番号別）に

10の抽出条件の該当者数（リスト数）および一定の選定条件での対象者数を把握することがで

きます。広域連合集計表のページから「集計」をクリックして作表してください。

○広域連合集計表では 今回の抽出条件による自治体ごとの該当者数を把握できます。

データヘルス計画、市町村との実施計画の相談の際の参考としてください。

○KDBによる健診データは10月以降でないと反映されないことに留意してください。

○今回のツールでは、自治体のツールへの入力情報が反映されるわけではありませんので、アウトプッ

ト評価のためには自治体から情報収集してください。

○委託自治体が勧奨、参加、終了の 情報を入力した本ツールのエクセルを広域連合に提供し、その情報

を広域連合集計表に入力すれば、アウトプット評価が可能です。

7．広域連合における評価
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No. 説明 凡例 決定事項
1 行番号を連番で振る
2 氏名
3 性別 男性
4 生年月日（西暦） 20210907
5 抽出年度の年度末時点（3月31日）の年齢
6 住所
7 被保険者証番号
8 保険者番号 39XXXXXX
9 地区コードと地区名 123　サンプル地区

10 KDB個人番号（KDB内部で保持するKDB独自の番号）
11 資格取得年月日（西暦） 20210401
12 資格喪失年月日（西暦） 99999999
13

14

15

16

17

18 抽出年度を出力

19 抽出年度を出力

20 抽出年度を出力

21 抽出年度を出力

22 抽出年度を出力

23 抽出年度を出力

24 抽出年度を出力

25 抽出年度を出力

26 抽出年度を出力

27 抽出年度を出力

28 検査 抽出年度に算定がある場合には「○」、ない場合には「-」を表示 抽出年度を出力

29 抽出年度を出力

30 抽出年度を出力

31 抽出年度を出力

32

33

34

35

36

37 抽出年度に該当薬剤の算定がある場合には「○」、ない場合には「-」を表示 抽出年度を出力

38 抽出年度を出力

39 抽出年度を出力

40 抽出年度を出力

41 抽出年度を出力

42 抽出年度を出力

43 抽出年度を出力

44

抽出年度を出力
KDBでの判定「認知症」「ア
ルツハイマー病」「その他の
認知症系疾患」のいずれかを
記載があれば、「○」、いず
れも無い場合には「－」

45 抽出年度を出力

46 抽出年度を出力

47 抽出年度を出力

48 抽出年度を出力

49 抽出年度を出力

50 抽出年度を出力

51 抽出年度を出力

52 抽出年度を出力

53 抽出年度を出力

54

抽出条件３＿多剤の抽出を行う際は「多剤処方当月」に受診したすべての医療機
関の薬剤数を集計し表示
抽出条件３＿多剤の抽出以外を行う際は、「最新診療年月」に受診したすべての
医療機関の薬剤数を集計し表示

55

抽出条件３＿多剤の抽出を行う際は「多剤処方当月-1」に受診したすべての医療
機関の薬剤数を集計し表示
抽出条件３＿多剤の抽出以外を行う際は、「最新診療年月-1」に受診したすべて
の医療機関の薬剤数を集計し表示

56

抽出条件３＿多剤の抽出を行う際は「多剤処方当月-2」に受診したすべての医療
機関の薬剤数を集計し表示
抽出条件３＿多剤の抽出以外を行う際は、「最新診療年月-2」に受診したすべて
の医療機関の薬剤数を集計し表示

57
抽出年度に睡眠薬の処方をされている場合には「○」、ない場合には
「-」を表示

抽出年度を出力

58
抽出年度に脂質異常症の処方をされている場合には「○」、ない場合
には「-」を表示

抽出年度を出力

59

抽出条件３＿多剤の抽出を行う際は「多剤処方当月」に受診した医療機関数を集
計し表示
抽出条件３＿多剤の抽出以外を行う際は、「最新診療年月」に受診した医療機関
数を集計し表示

60 抽出年度を出力

61 抽出年度を出力

62 当年度に入院レセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

63 前年度に入院レセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

64 当年度に外来レセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

65 前年度に外来レセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

項目名

基
本
情
報

番号
氏名
性別

生年月日
年齢
住所

被保険者証番号
保険者番号
地区コード

KDB個人番号
後期取得年月日
後期喪失年月日

グリニド
糖
尿
病

診
療
状
況

R04年度

ＳＵ剤
ビグアナイド
SGLT2阻害剤

GLP1受容体注射
インスリン抵抗

配合剤
インスリン注射
HｂA１ｃ検査

R03年度
R02年度
R01年度
H30年度

合併
症

神経障害

最新年度から５年度分の糖尿病レセプトの有無
該当年度に糖尿病の傷病名（ICD10コード）の記載があるレセプトがある場合には
「○」、ない場合には「-」を表示

脊椎障害

R02年度
R01年度
H30年度

抽出年度の投薬治療

傷
病
名

脳血管疾患

骨折
骨粗しょう症

そ
の
他

うつ

抽出年度に該当の傷病名（ICD10コード）の記載があるレセプトがある場合には
「○」、ない場合には「-」を表示網膜症

腎症

高
血
圧
症

診
療
状
況

R04年度

最新年度から５年度分の高血圧症レセプトの有無
該当年度に高血圧症の傷病名（ICD10コード）の記載があるレセプトがある場合には
「○」、ない場合には「-」を表示

R03年度

投
薬
治
療

αＧＩ

抽出年度に該当薬剤の算定がある場合には「○」、ない場合には「-
」を表示

ＤＰＰ４阻害剤

抽出年度に歯肉炎・歯周病・義歯に係る算定があるレセプトある場合には
「○」、ない場合には「-」を表示

義歯等

入院
当年

前年

誤嚥性肺炎
感染性肺炎

貧血
COPD

服薬

多剤処方当月

多剤処方前月

多剤処方前々月

睡眠薬

脂質異常症

抽出年度に該当の傷病名（ICD10コード）の記載があるレセプトが
ある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

虚血性心疾患
人工透析

がん
慢性腎不全

腎不全

認知症

筋
骨
格
系

関節症

外来
当年

前年

レ
セ
プ
ト
情
報

受診医療機関数

歯科
歯周病等

一体的実施・KDB活用支援ツールにおける出力明細
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No. 説明 凡例 決定事項
1 行番号を連番で振る
2 氏名
3 性別 男性
4 生年月日（西暦） 20210907
5 抽出年度の年度末時点（3月31日）の年齢
6 住所
7 被保険者証番号
8 保険者番号 39XXXXXX
9 地区コードと地区名 123　サンプル地区

10 KDB個人番号（KDB内部で保持するKDB独自の番号）
11 資格取得年月日（西暦） 20210401
12 資格喪失年月日（西暦） 99999999
13

14

15

16

17

18 抽出年度を出力

19 抽出年度を出力

20 抽出年度を出力

21 抽出年度を出力

22 抽出年度を出力

23 抽出年度を出力

24 抽出年度を出力

25 抽出年度を出力

26 抽出年度を出力

27 抽出年度を出力

28 検査 抽出年度に算定がある場合には「○」、ない場合には「-」を表示 抽出年度を出力

29 抽出年度を出力

30 抽出年度を出力

31 抽出年度を出力

32

33

34

35

36

37 抽出年度に該当薬剤の算定がある場合には「○」、ない場合には「-」を表示 抽出年度を出力

38 抽出年度を出力

39 抽出年度を出力

40 抽出年度を出力

41 抽出年度を出力

42 抽出年度を出力

43 抽出年度を出力

44

抽出年度を出力
KDBでの判定「認知症」「ア
ルツハイマー病」「その他の
認知症系疾患」のいずれかを
記載があれば、「○」、いず
れも無い場合には「－」

45 抽出年度を出力

46 抽出年度を出力

47 抽出年度を出力

48 抽出年度を出力

49 抽出年度を出力

50 抽出年度を出力

51 抽出年度を出力

52 抽出年度を出力

53 抽出年度を出力

54

抽出条件３＿多剤の抽出を行う際は「多剤処方当月」に受診したすべての医療機
関の薬剤数を集計し表示
抽出条件３＿多剤の抽出以外を行う際は、「最新診療年月」に受診したすべての
医療機関の薬剤数を集計し表示

55

抽出条件３＿多剤の抽出を行う際は「多剤処方当月-1」に受診したすべての医療
機関の薬剤数を集計し表示
抽出条件３＿多剤の抽出以外を行う際は、「最新診療年月-1」に受診したすべて
の医療機関の薬剤数を集計し表示

56

抽出条件３＿多剤の抽出を行う際は「多剤処方当月-2」に受診したすべての医療
機関の薬剤数を集計し表示
抽出条件３＿多剤の抽出以外を行う際は、「最新診療年月-2」に受診したすべて
の医療機関の薬剤数を集計し表示

57
抽出年度に睡眠薬の処方をされている場合には「○」、ない場合には
「-」を表示

抽出年度を出力

58
抽出年度に脂質異常症の処方をされている場合には「○」、ない場合
には「-」を表示

抽出年度を出力

59

抽出条件３＿多剤の抽出を行う際は「多剤処方当月」に受診した医療機関数を集
計し表示
抽出条件３＿多剤の抽出以外を行う際は、「最新診療年月」に受診した医療機関
数を集計し表示

60 抽出年度を出力

61 抽出年度を出力

62 当年度に入院レセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

63 前年度に入院レセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

64 当年度に外来レセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

65 前年度に外来レセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

項目名

基
本
情
報

番号
氏名
性別

生年月日
年齢
住所

被保険者証番号
保険者番号
地区コード

KDB個人番号
後期取得年月日
後期喪失年月日

グリニド
糖
尿
病

診
療
状
況

R04年度

ＳＵ剤
ビグアナイド
SGLT2阻害剤

GLP1受容体注射
インスリン抵抗

配合剤
インスリン注射
HｂA１ｃ検査

R03年度
R02年度
R01年度
H30年度

合併
症

神経障害

最新年度から５年度分の糖尿病レセプトの有無
該当年度に糖尿病の傷病名（ICD10コード）の記載があるレセプトがある場合には
「○」、ない場合には「-」を表示

脊椎障害

R02年度
R01年度
H30年度

抽出年度の投薬治療

傷
病
名

脳血管疾患

骨折
骨粗しょう症

そ
の
他

うつ

抽出年度に該当の傷病名（ICD10コード）の記載があるレセプトがある場合には
「○」、ない場合には「-」を表示網膜症

腎症

高
血
圧
症

診
療
状
況

R04年度

最新年度から５年度分の高血圧症レセプトの有無
該当年度に高血圧症の傷病名（ICD10コード）の記載があるレセプトがある場合には
「○」、ない場合には「-」を表示

R03年度

投
薬
治
療

αＧＩ

抽出年度に該当薬剤の算定がある場合には「○」、ない場合には「-
」を表示

ＤＰＰ４阻害剤

抽出年度に歯肉炎・歯周病・義歯に係る算定があるレセプトある場合には
「○」、ない場合には「-」を表示

義歯等

入院
当年

前年

誤嚥性肺炎
感染性肺炎

貧血
COPD

服薬

多剤処方当月

多剤処方前月

多剤処方前々月

睡眠薬

脂質異常症

抽出年度に該当の傷病名（ICD10コード）の記載があるレセプトが
ある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

虚血性心疾患
人工透析

がん
慢性腎不全

腎不全

認知症

筋
骨
格
系

関節症

外来
当年

前年

レ
セ
プ
ト
情
報

受診医療機関数

歯科
歯周病等

一体的実施・KDB活用支援ツールにおける出力明細
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No. 説明 凡例 決定事項

66 抽出年度の健診実施年月日（西暦） 20210907

67 抽出年度の健診結果 163.3

68 抽出年度の健診結果 60.5

69 前年度との差
抽出年度の体重　－　抽出前年度の体重
※値が正の場合は数値の前には「＋」、負の場合には「▲」を付与する。計算が
できない場合には「-」を表示

＋1.0

70 88.3
71 17.2
72 163
73 96
74 74
75 80
76 131
77 88
78 16
79 18
80 69
81 90
82 5.1
83 140
84 2(±)
85 5(+++)
86 480
87 14.6
88 42.2
89 あり
90 9.25
91 72.2
92 3.9
93 健診の質問票回答年月日（西暦） 20210907

94
「健康状態」について、回答がある場合は「よい」、「まあよい」、「ふつ
う」、「あまりよくない」、「よくない」のいずれかを表示

95
「心の健康状態」について、回答がある場合は「満足」、「やや満足」、「やや
不満」、「不満」のいずれかを表示

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105
「喫煙」について回答がある場合、「吸っている」は「○」、「吸っていない」
は「×」、「やめた」は「△」を表示

106

107

108

109

110

111

112

113

114

最新の要介護度を表示
要支援1の場合「支1」、要支援2の場合「支2」、要介護度1の場合「介1」、要
介護度2の場合「介2」、要介護度3の場合「介3」、要介護度4の場合「介4」、
要介護度5の場合「介5」と表示する。

115 直近の要介護度認定年月日（西暦） 20210907

116

117

118 初回認定年月日（西暦） 20210907

119

初回認定時の要介護度
要支援1の場合「支1」、要支援2の場合「支2」、要介護度1の場合「介1」、要
介護度2の場合「介2」、要介護度3の場合「介3」、要介護度4の場合「介4」、
要介護度5の場合「介5」と表示する。

抽出年度に該当サービスがある場合には「○」、ない場合には「-」
を表示居宅

初回認定時

開始年月日

要介護度

H30年度

介
護
情
報

要介護度（直近）

要介護度（直近）認定開始日

サービス利用状況
施設

⑬週に1回以上は外出

質問票の回答について「はい」の場合「○」、「いいえ」の場合「×」⑭家族や友人と付き合いがある

⑮身近に相談できる人がいる

健診受診状況

R04年度

最新年度から５年度分の健診受診の有無
該当年度に健診情報があるレセプトがある場合には「○」、ない場合には「-」を表示

R03年度

R02年度

R01年度

⑦以前に比べて歩く速度が遅い

⑧この1年間に転んだ

⑨ウォーキング等の運動を週に1回
以上

⑩同じことを聞くなどのもの忘れ
あり

⑪今日の日付がわからない時あり

⑫喫煙

問診項目

回答年月日

①健康状態

高齢者質問票のみが出力の対
象となり、通いの場の質問票
は出力の対象となりません。

②心の健康状態

③1日3食きちんと食べる

質問票の回答について「はい」の場合「○」、「いいえ」の場合「×」

④半年前に比べて固いものが食べ
にくい

⑤お茶や汁物等でむせる

⑥6か月で2～3㎏以上の体重減少

血色素

ヘマトクリット

心電図所見

血清クレアチニン

eGFR

アルブミン

空腹時血糖

HbA1c

随時血糖

尿糖

尿蛋白

赤血球数

抽出年度の健診結果

BMI

収縮期血圧

拡張期血圧

中性脂肪

HDL

LDL

non－HDL

GOT（AST）

GPT（ALT）

健
診
情
報
等

健診項目

実施年月日

身長

体重

腹囲

γ－GTP

項目名
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傷傷病病名名のの取取得得方方法法ににつついいてて

CSVの項目名 ICD10コード 摘要コード

傷病名_脳血管疾患 I60～I69：脳血管疾患

傷病名_虚血性心疾
患

I20～I25：虚血性心疾患

傷病名_がん

C00：口唇の悪性新生物
　～C26：その他及び部位不明確の消化器の悪性新生物
C30：鼻腔及び中耳の悪性新生物
　～C34：気管支及び肺の悪性新生物
C37：胸腺の悪性新生物
　～C41：その他及び部位不明の骨及び関節軟骨の悪性新生物
C43：皮膚の悪性黒色腫
　～C58：胎盤の悪性新生物
C60：陰茎の悪性新生物
　～C86：T/NK細胞リンパ腫のその他の明示された型
C88：悪性免疫増殖性疾患
C90：多発性骨髄腫及び悪性形質細胞性新生物
　～C97：独立した(原発性)多部位の悪性新生物
D03：上皮内黒色腫
D46：骨髄異形成症候群

傷病名_慢性腎不全 N18：慢性腎臓病

傷病名_腎不全 N17～N19：腎不全

傷病名_人工透析

140007710：人工腎臓（その他）
140008170：人工腎臓（導入期）加算
140029850：持続緩徐式血液濾過
140036710：人工腎臓（慢性維持透析）（４時間未満）
140051010：人工腎臓（慢性維持透析）（４時間以上５時間未満）
140051110：人工腎臓（慢性維持透析）（５時間以上）
140052810：人工腎臓（慢性維持透析濾過）（複雑）
140057810：人工腎臓（慢性維持透析１）（４時間未満）
140057910：人工腎臓（慢性維持透析１）（４時間以上５時間未満）
140058010：人工腎臓（慢性維持透析１）（５時間以上）
140058110：人工腎臓（慢性維持透析２）（４時間未満）
140058210：人工腎臓（慢性維持透析２）（４時間以上５時間未満）
140058310：人工腎臓（慢性維持透析２）（５時間以上）
140058410：人工腎臓（慢性維持透析３）（４時間未満）
140058510：人工腎臓（慢性維持透析３）（４時間以上５時間未満）
140058610：人工腎臓（慢性維持透析３）（５時間以上）
140058770：導入期加算１（人工腎臓）
140058870：導入期加算２（人工腎臓）
140059310：人工腎臓（慢性維持透析1）（4時間未満）（経過措置）
140059410：人工腎臓（慢性維持透析1）（4時間以上5時間未満）
（経過措置）
140059510：人工腎臓（慢性維持透析1）（5時間以上）（経過措置）
140060210：人工腎臓（慢性維持透析１）（４時間未満）（イを除く）
140060310：人工腎臓（慢性維持透析１）（４時間以上５時間未満）
（ロを除く）
140060410：人工腎臓（慢性維持透析１）（５時間以上）（ハを除く）
140060510：人工腎臓（慢性維持透析２）（４時間未満）（イを除く）
140060610：人工腎臓（慢性維持透析２）（４時間以上５時間未満）
（ロを除く）
140060710：人工腎臓（慢性維持透析２）（５時間以上）（ハを除く）
140060810：人工腎臓（慢性維持透析３）（４時間未満）（イを除く）
140060910：人工腎臓（慢性維持透析３）（４時間以上５時間未満）
（ロを除く）
140061010：人工腎臓（慢性維持透析３）（５時間以上）（ハを除く）
140062770：導入期加算３（人工腎臓）
140062870：透析時運動指導等加算（人工腎臓）
140008510：連続携行式腹膜灌流
140008810：腹膜灌流（その他）
140008770：導入期加算（腹膜灌流）
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傷傷病病名名のの取取得得方方法法ににつついいてて

CSVの項目名 ICD10コード 摘要コード

傷病名_脳血管疾患 I60～I69：脳血管疾患

傷病名_虚血性心疾
患

I20～I25：虚血性心疾患

傷病名_がん

C00：口唇の悪性新生物
　～C26：その他及び部位不明確の消化器の悪性新生物
C30：鼻腔及び中耳の悪性新生物
　～C34：気管支及び肺の悪性新生物
C37：胸腺の悪性新生物
　～C41：その他及び部位不明の骨及び関節軟骨の悪性新生物
C43：皮膚の悪性黒色腫
　～C58：胎盤の悪性新生物
C60：陰茎の悪性新生物
　～C86：T/NK細胞リンパ腫のその他の明示された型
C88：悪性免疫増殖性疾患
C90：多発性骨髄腫及び悪性形質細胞性新生物
　～C97：独立した(原発性)多部位の悪性新生物
D03：上皮内黒色腫
D46：骨髄異形成症候群

傷病名_慢性腎不全 N18：慢性腎臓病

傷病名_腎不全 N17～N19：腎不全

傷病名_人工透析

140007710：人工腎臓（その他）
140008170：人工腎臓（導入期）加算
140029850：持続緩徐式血液濾過
140036710：人工腎臓（慢性維持透析）（４時間未満）
140051010：人工腎臓（慢性維持透析）（４時間以上５時間未満）
140051110：人工腎臓（慢性維持透析）（５時間以上）
140052810：人工腎臓（慢性維持透析濾過）（複雑）
140057810：人工腎臓（慢性維持透析１）（４時間未満）
140057910：人工腎臓（慢性維持透析１）（４時間以上５時間未満）
140058010：人工腎臓（慢性維持透析１）（５時間以上）
140058110：人工腎臓（慢性維持透析２）（４時間未満）
140058210：人工腎臓（慢性維持透析２）（４時間以上５時間未満）
140058310：人工腎臓（慢性維持透析２）（５時間以上）
140058410：人工腎臓（慢性維持透析３）（４時間未満）
140058510：人工腎臓（慢性維持透析３）（４時間以上５時間未満）
140058610：人工腎臓（慢性維持透析３）（５時間以上）
140058770：導入期加算１（人工腎臓）
140058870：導入期加算２（人工腎臓）
140059310：人工腎臓（慢性維持透析1）（4時間未満）（経過措置）
140059410：人工腎臓（慢性維持透析1）（4時間以上5時間未満）
（経過措置）
140059510：人工腎臓（慢性維持透析1）（5時間以上）（経過措置）
140060210：人工腎臓（慢性維持透析１）（４時間未満）（イを除く）
140060310：人工腎臓（慢性維持透析１）（４時間以上５時間未満）
（ロを除く）
140060410：人工腎臓（慢性維持透析１）（５時間以上）（ハを除く）
140060510：人工腎臓（慢性維持透析２）（４時間未満）（イを除く）
140060610：人工腎臓（慢性維持透析２）（４時間以上５時間未満）
（ロを除く）
140060710：人工腎臓（慢性維持透析２）（５時間以上）（ハを除く）
140060810：人工腎臓（慢性維持透析３）（４時間未満）（イを除く）
140060910：人工腎臓（慢性維持透析３）（４時間以上５時間未満）
（ロを除く）
140061010：人工腎臓（慢性維持透析３）（５時間以上）（ハを除く）
140062770：導入期加算３（人工腎臓）
140062870：透析時運動指導等加算（人工腎臓）
140008510：連続携行式腹膜灌流
140008810：腹膜灌流（その他）
140008770：導入期加算（腹膜灌流）

	 	 38	 	

CSVの項目名 ICD10コード 摘要コード

F00：アルツハイマー＜Alzheimer＞病の認知症　～　F03：詳細不明の認
知症

G300：早発性のアルツハイマー＜Alzheimer＞病
G301：晩発性のアルツハイマー＜Alzheimer＞病
G308：その他のアルツハイマー＜Alzheimer＞病
G309：アルツハイマー＜Alzheimer＞病，詳細不明

F02：他に分類されるその他の疾患の認知症
G310：限局性脳萎縮（症）　～　G318：神経系のその他の明示された変
性疾患

傷病名_関節症
M150：原発性全身性（骨）関節症　～　M199：関節症，詳細不明
M543：坐骨神経痛
M544：坐骨神経痛を伴う腰痛症

傷病名_脊椎障害

M430：脊椎分離症
M431：脊椎すべり症
M438：その他の明示された変形性脊柱障害
M439：変形性脊柱障害，詳細不明
M479：脊椎症，詳細不明
M480：脊柱管狭窄（症）
M483：外傷性脊椎障害
M484：椎骨の疲労骨折
M485：圧潰脊椎，他に分類されないもの
M488：その他の明示された脊椎障害
M509：頚部椎間板障害，詳細不明
M510：腰部及びその他の部位の椎間板障害，ミエロパチ＜シ＞ー＜脊
髄障害＞を伴うもの
M511：腰部及びその他の部位の椎間板障害，神経根障害を伴うもの
M512：その他の明示された椎間板ヘルニア＜変位＞
M513：その他の明示された椎間板変性（症）
M519：椎間板障害，詳細不明
M531：頚腕症候群

傷病名_骨折

S02：頭蓋骨及び顔面骨の骨折
S12：頚部の骨折
S22：肋骨，胸骨及び胸椎骨折
S32：腰椎及び骨盤の骨折
S42：肩及び上腕の骨折
S52：前腕の骨折
S62：手首及び手の骨折
S72：大腿骨骨折
S82：下腿の骨折，足首を含む
S92：足の骨折，足首を除く
T02：多部位の骨折
T08：脊椎骨折，部位不明
T10：上肢の骨折，部位不明
T12：下肢の骨折，部位不明
T142：部位不明の骨折

傷病名_骨粗しょう症
M80：骨粗しょう＜鬆＞症＜オステオポローシス＞，病的骨折を伴うもの
M81：骨粗しょう＜鬆＞症＜オステオポローシス＞，病的骨折を伴わない
もの

傷病名_うつ
F31：双極性感情障害＜躁うつ病＞
F32：うつ病エピソード

傷病名_誤嚥性肺炎 J69：固形物及び液状物による肺臓炎

傷病名_感染性肺炎
J09：特定のインフルエンザウイルスが分離されたインフルエンザ　～
J18：肺炎，病原体不詳
J20～J22：その他の急性下気道感染症

傷病名_貧血 D50～D53：栄養性貧血

傷病名_COPD
J41：単純性慢性気管支炎及び粘液膿性慢性気管支炎　～　J44：その
他の慢性閉塞性肺疾患

傷病名_認知症
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高齢者の特性を踏まえた保健事業
ガイドライン第３版を踏まえた
一体的実施・実践支援ツールの

保健事業への活用
令和6年度版

研究代表者
津下 一代令和 6年 4月

〒350-0288 埼玉県坂戸市千代田 3-9-21
TEL＆FAX 049-282-3717高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進及び効果検証のための研究

厚生労働行政推進調査事業補助金
政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）

高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の推進及び効果検証のための研究

令和６年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）
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